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スマートフォンの普及を背景に，中国語学習用スマートフォン教材が出始めているが，それらは主に，

独習用教材で授業と連携しておらず，設計手法も必ずしも明確ではない．筆者らは，大学初修中国語教

育のためのブレンディッドラーニング環境の構築において，スマートフォンを利用した新たな学習形態

である Microlearning とその設計原則に注目するとともに，それに基づく，対面授業と連携したスマー

トフォン利用復習用教材の設計手法と実教材の開発に取り組んでいる．これまでに，教材設計方針を明

らかにし，実教材である KoToToMo を開発してきたが，平成 29 年度に，T 大学の 7 クラスの初修中国

語授業を対象に通年の実証実験を行い，KoToToMoの実践可能性，効果及び今後の改善課題を確認した．  

キーワード: 大学初修中国語，ブレンディッドラーニング，スマートフォン利用復習教材，Microlearning 

1. はじめに 

第二外国語としての初修中国語は，特に音声面を重

視した自習が不可欠である．我々は ICT（情報通信技

術）を活用し，通常の対面授業，授業後 e ラーニング

による復習，及び次回の授業に行うテスト・発展学習

からなる 3 段階学習プロセスのブレンディッドラーニ

ング（Blended Learning；以下 BL）を提案，実践し， 

一定の効果を確認した(1) ．しかしながら，急速なスマ

ートフォンの普及につれ，学習者の PC 離れや移動時

間など短時間でも随時学習ができるスマートフォン用

教材に対する要望が高くなっていることも確認された．

大学初修中国語 BL においても，学習者により便利な

学習環境を提供するには，これまでの PC 利用からス

マートフォンを活用する e ラーニングへの転換，その
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ための復習教材開発が喫緊の課題となっている． 

スマートフォンは，その携帯性，常時接続性，多機

能による時と場に制約されない学習環境や簡便な操作

性に加え，教師と学習者，学習者同士のコミュニケー

ションを活発にする SNS (ソーシャル・ネットワーキ

ング・サービス) との連携性，また語学教育における

発音・発話学習に有効な音声認識機能などを備えてい

る．これらにより，隙間時間を利用して効率よく語学

学習とその反復練習を行い，自習を促進させることが

でき，PC 利用と異なる新たな e ラーニングの学習形

態・学習体験が可能になると予測される． 

現在，中国語学習用スマートフォン教材が開発され

始めているが，それらは主に独習用であり，新たな学

習形態に対応して設計された教材も少ない．大学初修

中国語 BL においては，授業と連携し，スマートフォ

ンの特性を活かした e ラーニング復習教材の設計手法

を明らかにし，教材を開発することが必要である． 

2. 先行研究の課題と本研究の目的 

2.1 先行研究の課題 

2.1.1 中国語学習用スマートフォン教材 

現在，中国語学習用スマートフォン教材は，主に個

別の学習課題を取り上げた独習用で，中国語の声調や

発音学習，日常会話，検定試験アプリなどがある．一

方，大学中国語教育に特化したものは少なく，特に授

業と連携した BL 用教材やそのための復習教材として

開発されたものはほとんど見当たらない．また，開発

された教材内容は，「アナログ教材，PC 向けのデジタ

ル教材の発想で設計され(2)」たものが多い． 

2.1.2 大学初修中国語 BL 用スマートフォン教材 

大学初修中国 BL 用マートフォン教材の開発実践に

関する研究としては，下記 2 例を挙げることができる． 

三枝の研究では，iPhone SDK を利用して，以前開

発した Web 教材（パンダと学ぶ中国語）を iPhone の

アプリ教材に作成し直し，使い勝手が良いという評価

が得られた一方，app store におけるカスタマー評価

では，低い評価も見られた．これは，パソコンの言い

換え練習や参考文，文法事項解説に対し，iPhone アプ

リが単純な本文再生のみであったことによるとする(3)． 

呉の研究では，早稲田大学で開発した PC 教材が LL 

教室向け使用に限定されている問題に対し，既存のソ

フトウェアを活用し，スマートフォン及びタブレット

利用の中国語学習システムを開発した．評価試験によ

り，会話能力テスト及び読解や聴解を含めた総合能力

テストでは，実験クラスの平均点が上昇し，有意差が

確認された．呉は，学習端末の持ち帰りによる回数と

学習時間の増加を推測している(4)． 

上記の二つの研究は，一定の成果を得たが，しかし

前者ではアプリ教材と授業内容の関係が明確に示され

ておらず，後者では，開発した教材は主に教室内学習

向けの BL 用で，本研究が目指す授業後復習教材とは

基本的に異なっている．しかも，両研究ともに， PC

教材をスマートフォン利用教材に変換したもので，多

くは PC 教材の考えで設計され，スマートフォンの特

性を活用した，新たな学習形態に対応していない． 

2.2 本研究の目的と方法 

そこで，本研究は，大学初修中国語教育において，

高度の情報通信化時代に対応したより効果的・体系的

な教育を実現するために，スマートフォン利用の新た

な学習形態である Microlearning とその設計原則に注

目し，それに基づきスマートフォン利用復習教材の設

計方針を明らかにする．すなわち，スマートフォンの

音声認識機能，録音再生機能とゲーム性などを活用し

た単語練習，音読練習，文型練習を設計して，アプリ

教材「初級中国語 KoToToMo（ことばを友に）(5)」（以

下：KoToToMo）を開発し，これにより授業後の自習

を促進し，学習意欲と学習効果を高め，対面授業と連

携させたユビキタス学習環境の構築を目指す．また通

年にわたる実証実験を行い，アンケート調査及び詳細

な聞き取り調査を通して，学習者の復習状況，学習意

欲の変化と感想を明らかにし，本教材の実践可能性と

効果，さらに改善課題を確認する． 

3. 初修中国語 BL のためのスマートフォン

利用復習教材の設計・開発 

本章では，Microlearning の設計原則に基づき，初

修中国語 BL のためのスマートフォン利用復習教材の

設計方針を提案し，それによる実教材 KoToToMoの設

計・開発を行なう． 
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3.1 Microlearning及びその設計原則 

3.1.1 Microlearning 

Microlearning という概念は，2004 年にリンドナー

により最初に提示され(6)，以後，関連理論及び実践研

究の広がりと深化により，現在この概念は広く認めら

れている(7)．一般には Microlearning は，デジタル化

した学習方式で，モバイル端末を利用し小さなメディ

アとミニコンテンツによる新たな形態の学習である(8)． 

その主な特徴は，学習時間が短く，学習が学習者の

日常生活の中に分散し，学習コンテンツは相対的に独

立しており，小さなモジュールにより構成されている．

学習形式は柔軟で，学習コンテンツと学習場所は学習

者の実状によって随時に変えることができ，学習体験

は気軽に行え，学習者に楽しさを感じさせる(7) (8)． 

近年においては，ICT の発展，スマートフォンの機

能強化により，それを利用して随時随所に短時間でミ

ニ学習を行うことがますます便利になってきている．

このような Microlearning は，ICT による学習メディ

アの変化に適応し，学習者のニーズと合致し，さらに，

新たな学習形態と学習体験を提供することができる． 

3.1.2 Microlearning の設計原則 

Microlearning は，これまでの伝統的な学習と異な

る特徴をもっているため，その設計は，学習者の“個

人学習環境”(Personal Learning Environment)の構

築を重視し，リンドナーらが提唱している以下のよう

な原則（表 1）に注意すべきであるとされている(7)(9)． 

3.2 初修中国語 BL用スマートフォン利用復習教材の

設計方針 

3.2.1 ３段階学習プロセスを踏まえた復習内容 

我々が提案する３段階学習プロセス(図 1)による BL

では， 復習は，授業で十分に行うことができない練習

を中心に行い，学習事項の定着を図ると同時に，次回

の授業の発展学習につながるものである必要がある．

そのため，復習内容は，授業内容と連携した単語練習，  

表 1 Mobile Microlearning の設計原則 

(1) インターフェースの簡潔性と簡易な技術 

(2) 学習者の非連続的な注意状態に対応する 

(3) 小さなコンテンツの構成プロセスを含む 

(4) 学習者を随時に学習参加するよう動機づける 

(5) 自由で楽しい学習体験をつくる 

 

図 1 ３段階学習プロセス 

音読練習，文型練習，聞く練習となっている．本研究

では，これらの復習を従来の PC 利用からスマートフ

ォン利用に置き換え，その設計と開発を目指す． 

3.2.2 Microlearning 設計原則に基づく教材設計方針 

上記の復習内容に対し，ここでは Microlearning の

設計原則に基づき，初修中国語 BL 用スマートフォン

利用復習教材の設計方針を作成した（表 2）．  

例えば，設計原則の「(2) 学習者の非連続的な注意

状態に対応する」に基づき，本教材の設計方針「3. 速

いアクセス：課題にすばやくアクセスし，随時随所に

練習できる」，「4. マルティメディア：文字，音声，動

画，イラストを統合的に提示し，学習者の注意と理解

を高める」，「5. 短い区分：課題を小さく区分し，短時

間で練習できるようにする」と定義した．これにより，

学習者が非連続的な注意状態においても，短時間で効

率よく学習可能となることが期待できる．以上のよう

に，Microlearning の５つの設計原則に基づき，本教

材の 12 の設計方針を作成することで，実教材の開発

に必要な基準を明確にすることができる． 

3.3 KoToToMoの設計・開発 

上記方針により，大学初修中国語 BL のためのスマ

ートフォン利用復習用教材として，KoToToMo を設計・

開発した．本教材は，対面授業の学習内容と連携し，Quizlet

を利用した単語練習のほか，音読練習と文型練習用ア

プリを開発し，さらに学習管理システムを構築した． 

3.3.1 Quizlet を利用した単語練習 

Quizlet は，単語学習のためのウェブサイトであり，

中国語を含め多種類の言語に対応し，音声付単語カー

ード，ゲーム，テストなどの単語練習を作成できる．

本研究では，Quizlet を利用して KoToToMoの単語練習

を開発した(10)．ここでは，対面授業の学習の順序と進度に

あわせ，体系的に関連性を持たせる単語モジュールを

作成するが（設計方針 6. コンテンツ間の関連），各コン

テンツは，単語を 8 個ほどに限定し，短時間でも随時

に学習できる（設計方針 5. 短い区分）． 
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表 2 Microlearningの設計原則に基づく教材設計方針 

(1) インターフェースの簡潔性と簡易な技術 

1. 簡潔な画面 

内容に直接関わらない画像や過剰な装飾の使用を避 

ける． 

2. 簡単な操作 

少ない操作手順，簡潔明瞭なナビゲーションで，学習 

しやすくする． 

(2) 学習者の非連続的な注意状態に対応する 

3. 速いアクセス 

課題にすばやくアクセスし，随時随所に練習できる． 

4. マルティメディア 

文字，音声，動画，イラストを統合的に提示し，学習 

者の注意と理解を高める．  

5. 短い区分 

課題を小さく分け，短時間で練習できるようにする． 

(3) 小さなコンテンツの構成プロセスを含む 

6†. コンテンツ間の関連 

各ミニコンテンツは，対面授業の学習内容との連携 

と同時に，コンテンツ間にも関連性を持たせる． 

(4) 学習者を随時に学習参加するよう動機づける 

7. 能動的な反応 

ゲーム型練習を用意し，興味を引くようにする． 

8. フィードバック 

学習者に絶えず刺激とフィードバックを与える． 

9†. 学習管理 

学習管理システムを利用して進捗状況と得点が確認 

できるようにし，達成動機を刺激するとともに得点 

を成績評価に反映させ，外発的な動機づけを与える． 

(5) 自由で楽しい学習体験をつくる 

10. 機能の活用 

録音再生，音声認識，SNS など便利な機能を活用し， 

主体的な学習を促す． 

11. 気軽な学習 

簡単，多様な練習で，気軽な楽しい学習体験を作る． 

12†. 主体的な学習と協調学習 

学習者に自由に創作させ，クラスメートと共用する 

ことができるようにする． 

†印で示す設計方針は，本 BL 用スマートフォン利用復習教材とし

て必要となる特有の方針であることを示す． 

 

3.3.2 音読練習と文型練習 

本研究では，スマートフォンの録音再生機能，音声

認識機能及びケーム性を活用して，音読練習と文型練

習用アプリを設計・開発した(11)(12)． 

 (1) 音読練習 

音読練習は，リピーティングや力試し（発音判定）

などからなるが，各リピーティング用動画（図 2）は，

授業で学習した会話文を用い（設計指針 6. コンテン

ツ間の関連），長さはおよそ１分半を目安とし，短時間

でも練習ができる（設計方針 5. 短い区分）．また録音

再生機能により学習者が自身の音声と模範音声を聞き

比べ，自律的な学習を促す（設計方針 10. 機能の活用）． 

力試し（図 3）では，学習者の発音を判定するが，

発音する文は，短くかつ学習者にとって身近な内容の

文を中心に選び，漢字，ピンイン表記及び模範発音を

提示する．これにより，学習者が気軽に楽しくチャレ

ンジすることができる（設計方針 11. 気軽な学習）． 

(2) 文型練習 

文型練習（図 4）は，文の語順を練習するためのも

ので，ここでは，指定した意味になるように，単語を

順番にタップしていくゲーム型の練習を用意し，学習

者の興味を引くようにしている（設計方針 7. 能動的

な反応）．また，学習者の回答に対し，力試しと同様に，

パンダ先生の合否判定によるフィードバックを与え，

学習参加への動機づけを高めるようにしている（図 5）． 

(3) 学習履歴 

本教材は，学習者が自身の進捗状況や得点を確認で

きるよう，学習管理システムを利用し，復習課題の得

点や学習の進捗状況を提示する．これにより，学習者

の達成動機を刺激し，さらに得点を成績評価に反映さ

せ，外発的な動機づけとする（設計方針 9. 学習管理）． 

4. 実証実験 

本章では，開発したスマートフォン利用復習用教材

KoToToMo を用い， BL の実証実験を行い，本教材の

実践可能性と効果，さらに改善課題を確認する． 

4.1 実験対象と実験方法 

今回の実験は，2017 年度 T 大学全学教育として通

年開講される週 2 コマの「基礎中国語」のうちの 1 コ

マ分，第 1 著者が担当する 7 クラスを対象とした．各

クラスの学部及び学習者数を表 3 に示す． 

本実験授業では，KoToToMo を利用した復習及び授

業の冒頭に実施する確認テストが，当該授業の成績評

価の対象となることをシラバスに明記し，授業開始時

に口頭でも説明した．具体的には復習と確認テストは

成績のそれぞれ 30%，期末試験は 40%とした．本実験

では，前期末と後期末にアンケート調査を実施し，

KoToToMo 利用の復習状況，学習者の感想，また前期

と後期の比較を通して，学習意欲の変化を明らかにす

る．さらにアンケートだけではで十分に明らかにされ 
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図 2 リピーティングの画面  図 3 力試しの画面  図 4文型練習の画面  図 5合否判定の画面  
    

表 3 実験対象クラス及び学習者数 

C1 C2 C3 C4 C5 C6 C7  

工学 
文学と 

教育学 

保健 

学科 
工学 法学 農学 工学 合計 

45 39 42 40 38 44 40 288 

 

ない事項については，後期末に一部の学習者に対して

聞き取り調査を行い，より詳細なデータを得ることと

する． なお，聞き取り調査対象者の選び方は，各クラ

スから成績良好で，かつ本教材を利用して積極的に復

習に取り組んだ学習者とする．聞き取りへの回答方法

は，調査対象者が，各自の都合の良い時間と場所で自

用の PC により，聞き取りの質問について文章（ワー

ド入力）形式で答える方式とする．このような方法を

とることにより，回答者は緊張することなく，各質問

を正確に理解した上で，じっくり考えて詳細に回答す

ることができると考える． 

4.2 実験結果 

4.2.1 アンケート結果 

 KoToToMo を利用した復習状況については，前期

後期ともにほぼ全員が復習し，また前期では 55%，後

期では 43%の学習者が週に 2 回以上復習している（図

6）．復習課題のうち音読練習に関しては，ほぼ毎回行

った学習者及び時々行った学習者の各割合は，前期で

は両方とも 41%で，後期では，34%と 45%となってい

る（図 7）． また平均して 1 回にかけた復習時間は，

前期，後期ともほぼ同じで，このうち 30 分かけた学 

 

習者が最も多く，前期では 92 人（33%），後期では 100

人（36%）となっている（図 8）．復習時間帯も，前期

後期ともほぼ同じで，夜（19 時以降）が最も多く，前

期では 144 人（51%），後期では 132 人（47%）であ

る（図 9）．復習場所に関しては，自宅と答えた学習者

が最も多く，前期では 213 人（76%），後期では 187

人（68%）だが，その割合が前期より 1 割ほど減少し，

逆に大学と答えた割合が 1 割以上増えている（表 4）． 

次に，KoToToMo への感想については，「思う」と

「まあまあ思でう」を合わせると，前期後期ともほぼ

同じ結果で，7〜8 割の学習者が「画面は分かりやすか

った」「操作は簡単でした」，6〜7 割の学習者が「発音

判定の練習は気軽にできた」「文型練習は楽しかった」，

また 6 割ほどの学習者が「継続的に復習できた」「意

欲的に取り組んだ」，7 割以上の学習者が「この教材で

よかった」「今後も利用したい」と答えている（図 10）． 

さらに，自由記述欄では，KoToToMo への感想を求

める質問に対して，「教科書に直接対応した復習をスマ

ホでできるのは良いと思う」，「気軽にどこでもできる

のが良い」，「楽しかった，面白かった」，「Quizlet が 

表 4 復習場所（複数回答可） 

 自宅 大学 電車/バス 不定 その他 

前期(n = 281) 213 45 29 5 15 

後期(n = 276) 187 84 25 2 3 

※スマートフォンを所有せず,KoToToMo を利用できない学

習者は,前期 10 名,後期 7 名.今回は,匿名アンケートのためこ

れら学習者の回答は集計結果に含まれている（以下同）.
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図 6 週の復習回数 図 7 音読練習の状況 

 

  

図 8 平均して 1 回にかけた復習時間 図 9 復習時間帯（複数回答可） 

 

 

図 10  KoToToMoに対する学習者の感想 

使いやすかった，単語を覚えることができた」，「力試

しで発音を確認できるのがよかった」，「スマホ教材が

あることで復習する習慣がつき，その継続的な勉強が

語学学習にとても役立った」など，多くの学習者が肯

定的な感想を寄せていた．一方，一部の学習者は，「ス

マホ教材でちゃんと評価確定されているのか分からな

い．評価を明示してほしい」と指摘していた． 

4.2.2 聞き取り調査結果 

表 5 に聞き取り調査の関連質問項目と回答（抜粋）

を示す．「1. 各練習に関する感想及びその理由」につ

いては， Quizlet による単語練習は「どこでも学習す

ることができるのでとても効果的だ」，また，

KoToToMo アプリの「音読練習や力試し（発音判定）

は，とても良い練習だ」,「画期的なもの」,「効率的

中国語学習を可能にしている」など，大半が高く評価

している．一方，力試しについて「何回言っても正し

く認識されない」，文型練習について「問題のバリエー

ションが増えるといい」という意見があった．「2. 練

習分量に関する感想及びその理由」については，1 名

を除き全員がちょうど良いとした．「3. 復習の実施方

法及びその理由」については,隙間時間や寝る前, 放課

後,授業前日,週末,暇な時などに,主要には自宅でする
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が,学校や車中もあった.「単語練習や文型練習」は手

軽なので，空き時間の気が向いたときに学校で，「発音

練習や聞き取り」は音が出るため夜に自宅でとするな

ど,練習内容に応じて,時と場を使い分けていることが

確認された.「4. 追加して欲しい練習及びその理由」

については， 6 名が上記の練習で十分に足りるとし，

6 名がリスニング練習,1 名がピンイン練習,1 名が和文

中訳練習を希望していた.「5. （現在実装していない）

通知機能の必要性・日時設定及びその理由」について

は， 12 名は「あった方がよい」とし，通知の日時は

「授業日の前々日と前日の夕方がいい」が，「各自で設

定できればベスト」とし ,残りの 2 名は「必要ない」

とした． 

4.3 考察 

まず,復習状況について, アンケートから, 前期後期

ともにほぼ全員が復習し，また，前期では 55%，後期

では 43%の学習者が週に 2 回以上,繰り返して復習し

ていることが確認された．さらに,復習課題のうち，音

読練習に関しては，前期後期ともに 8 割ほどの学習者

がほぼ毎回または時々行っていた.復習実施方法につ

いては，アンケートの自由記述と聞き取り調査の回答

から，単語練習や文型練習は，学習者が隙間時間を利

用して様々な場所で手軽に練習しているが，音読練習

は主に自宅で行い，繰り返して力試し（発音判定）に

チャレンジしていることなどが確認された． 

KoToToMoに対する学習者の感想は，アンケートの結果か

ら，前期後期ともほぼ同じで，6 割ほどの学習者が継

続的・意欲的に復習に取り組み，7 割以上の学習者が

本教材への満足感を示し，今後も利用したいとしてい

た．アンケートの自由記述と聞き取り調査の回答から

も，楽しかった，面白かった，気軽にどこでもでき，

単語の記憶，発音の確認，知識の定着に効果的・効率

的で，復習習慣の形成にも役立つという肯定的な感想

が寄せられている．このように，課題であった後期に

おける学習継続と学習意欲の顕在的な低下が回避され

ていることは注目に値するが(注)，その理由を示すもの

として，本教材の練習内容が授業内容に直接対応し，

スマートフォンの機能を活用した練習形式が簡便で面

白く，練習分量も適宜であることなどが挙げられてい

た． 

表 5 聞き取り調査の質問項目と回答（抜粋） 

質問 1. 各練習に関する感想及びその理由 

〔A〕Quizletによる単語練習 

・どこでも学習することができるのでとても効果的だ． 

〔B〕KoToToMoアプリによる音読練習と文型練習 

・音読練習や力試し（発音判定）はとても良い練習だ． 

・特に自分的には中国語は発音が一番難しいと思っているの

だが，中々それをみてもらったりする機会がない．先生に

聞いてもらうのは恥ずかしいという人も多くいると思う．

そんな中でもスマホを使って，家でもできるこの練習は画

期的なものだと思う． 

・単語の暗記，発音，文法，それぞれの練習ができてとても

役立ちます．単語→発音→文型→本文の順でやることによ

って自然に本文が頭に入ってくる． 

＜意見，提言＞ 

・（力試しについて）何回言っても正しく認識されない時が

あり，心が折れそうになることもあります． 

・文型練習について，教科書の文章がほぼそのまま出題され

ていると感じるので，問題のバリエーションが増えるとい

いと思います． 

質問 2. 練習分量に関する感想及びその理由 

・少な過ぎず負担になり過ぎない分量で，丁度良いと思いま

す．スキマ時間を見つけた際，自主的にアプリを使って学

ぼう，と思える分量だからです． 

・適切だと思う．スマホ教材というのは手軽さが売りだと思

うので，多すぎもせず，かといって知識の定着には足りな

いといった量でもない．今の分量のままでよい． 

＜意見，提言＞ 

・少なめだと思いました．もう少し繰り返したりする問題が

あっても良いと思うからです． 

質問 3. 復習の実施方法及びその理由 

・単語練習や文型練習は手軽にできるので学校で，空き時間

の気が向いたときにやっています．発音練習や聞き取りは

音が出るため学校ではあまりできないので，自宅で夜にや

っています．  

・暇なとき，家，学校，電車の中で．スマホ教材は手軽にで

きることが売りだと思うので，空いた時間にやるようにし

ている．教科書開くのが面倒なときや忘れてしまった時で

もアプリなら学習可能なので，特に電車の 

中では重宝している． 

質問 4. 追加して欲しい練習及びその理由 

・試験のリスニング問題の対策や，実践的な中国語の練習の

ために，リスニングの練習がアプリでもできればいいと思

います． 

質問 5. 通知機能の必要性・日時設定及びその理由 

・通知機能があった方がいいと思います．通知の日時は，授

業日の前々日と前日の夕方がいいと思いますが，各自で設

定できればベストだと思います． 

 

以上により，KoToToMoはBL用復習教材として実践可

能であり，学習者は手軽に楽しく継続的に復習に取り組むこ

とができ，学習意欲を向上・維持させ，授業後の自習を促進

するユビキタス学習環境の構築が期待できる，と考える． 
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5. まとめ 

本研究は,大学初修中国語 BL において,学習者によ

り便利な学習環境を提供し,効果的教育を実現するた

めに, Microlearning の設計原則に基づき BL 用スマー

トフォン利用復習教材の設計方針を明らかにし, アプ

リ教材 KoToToMo を設計・開発した.また, 平成 29 年

度に T 大学の 7 クラスの初修中国語授業を対象に通年

の実証実験を行い,アンケート調査及び聞き取り調査

を通して,KoToToMo の実践可能性,効果及び今後の改善課

題を確認した.その結果, KoToToMoによるBLの実践が可

能であり,本教材により隙間時間を利用して手軽に効率よ

く復習することができ,学習意欲の維持,授業後の自習の促進,

対面授業と連携させたユビキタス学習環境の構築が期待でき

る.すなわち，Microlearning の設計原則とそれに基づく BL

用スマートフォン利用復習教材の設計方針が効果的であるこ

とが明らかとなり，学習者自身がそれを的確に証言していた． 

一方, 今後の改善課題として ,リスニング練習の設

計手法,通知機能の提示手法,学習結果の可視化手法を

明らかにする必要がある. また，スマートフォンでは，

LINE や WeChat などの SNS により，授業時間外に

時と場に制約されないコミュニケーション言語活動や

相互学習が可能なため，SNS を活用した教材の設計手

法も示す必要がある．今後は，これら課題に取り組み,

より効果的なBLのための復習システム構築を目指す. 

注 

2015 年度 T 大 6 クラスにおける PC 利用 BL では，前期

は継続，意欲とも 72％であるが，後期は継続 57％，意欲 50％

へと大幅に下落し，課題となっていた．今回は、前期は継続，

意欲ともに 60％で，2015 年度を各 10％強下回っているが，

後期では継続が 64％で上昇に転じ，意欲は 55％で 5％の下

落に止まり，最終的にそれぞれ 27 年度を上回った．ここで

重要なのは，継続、意欲が維持されている点である．スマホ

効果の本質に関わるこの課題については，別に詳細に分析，

考察を加えたいと思っている． 
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大学初修中国語教育における学習動機付けを目的とした 

SNS コンテンツ配信の実践 
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Practice of Motivational SNS Contents Delivery in University 
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我々は，大学初修中国語教育において，ICT を活用し，通常の対面授業と授業後の e ラーニングによ

るブレンディッドラーニングを実践している．そこで，より学習者の学習意欲を高めるため，インスト

ラクショナルデザインの動機づけ理論である ARCS モデルに基づき，学習対象言語の背景知識と関連す

る SNS を利用した定期的なコンテンツ配信の動機づけ設計指針を提案するとともに，それによる配信

コンテンツを試作した．さらに，実授業を対象とした実証実験を通して，今回の学習動機付けを目的と

した SNS 配信コンテンツの設計指針に基づくコンテンツに関する学習者の利用状況と評価を確認し，

その結果，学習者の中国語・中国文化・社会への理解及び学習意欲の向上という一定の効果が確認され

た．本稿では，提案する SNS 配信コンテンツの設計指針，試作したコンテンツ，及び実験結果を報告す

る． 

キーワード:大学初修中国語教育，SNS コンテンツ配信，インストラクショナルデザイン，学習動機づけ 

1. はじめに 

日本の大学の初修中国語教育において，学習者の学

習動機を高め，授業後の自習を促進し，学習効果を高

めるための試みとして，我々は通常の対面授業に授業

後の e ラーニングによる復習を組み合わせたブレンデ

ィッドラーニングに着目している．これまで，効果的

なブレンディッドラーニングの実施のために，インス

トラクショナルデザイン理論に基づく 3 段階学習プロ

セスを提案し，実授業における実証実験から，その有

効性が確認している(1)．しかし，これまでの実践にお

ける，授業後の e ラーニングは主に授業と関連づけた

復習となっており，外発的動機付けを与えているが，

学習者の内発的動機付けを与えるには，まだ不十分な

面がある．特に，外国語教育においては，言語への理

解をより深め，学習効果と学習意欲を高めるには，発

音・語彙・文法などの言語要素を教えるだけではなく，

その言語の背景にある文化や社会などを伝えることも

必要とされているが，これまでの e ラーニングによる

復習では，中国文化や社会の紹介をほとんど行ってい

なかった． 

一方，近年，日本においてもスマートフォンやタブ

レット等のモバイル端末が急速に普及し，多くの学習

者が他人とのコミュニケーションやニュース等の購読

を目的に， LINE や Twitter，Facebook などの SNS

JSiSE Research Report 
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ツールを常用するようになりつつある．これらの SNS

ツールの多くは，利用者に新たなコンテンツを PUSH

配信することができ，その着信を端末で通知する機能

を備えている．そこで，初修中国語学習者が普段から

使用している SNS ツールを利用して，学習者の興味

関心に基づいた中国文化や社会に関する様々なコンテ

ンツを配信し，端末上で通知できれば，学習者が中国

語のコンテンツに触れる機会を増やすことができ，中

国語に対する興味関心をより喚起できると期待される．  

しかし，これまでの日本の大学初修中国語教育など

外国語教育において，このような SNS ツールを利用

した動機づけを行おうとする試みは少なく，語学学習

に対する高い動機づけを可能とするコンテンツの設計

手法も明らかにされていない．これに対し，本研究で

は，インストラクショナルデザインにおける動機付け

設計理論の ARCS モデルに基づき，ブレンディットラ

ーニングにおける SNS を利用した定期的なコンテン

ツ配信による動機づけの設計手法を明らかにすること

を目的とする．そのために，本研究では，まず，大学

で初めて中国語を学ぶ学習者を対象に事前アンケート

調査を行い，各学習者の授業時間外における学習状況

や，SNS の利用状況と意識を明らかにする．その上で，

日本の学習者に広く普及する SNS ツールの 1 つであ

る LINE の利用を念頭に，動機づけの観点かコンテン

ツ配信の設計指針を提案する．その上で，提案設計指

針に基づき配信内容を試作し，学習者に実際に配信す

る実証実験を行う．また，コンテンツの利用状況と事

後アンケート調査によって，提案設計指針の実践可能

性について議論する． 

本稿では，提案する SNS 配信コンテンツの設計指

針，試作したコンテンツ，及び実験結果を報告する．  

2. SNS を活用したコンテンツ配信における

動機づけ設計指針の提案 

本研究では，インストラクショナルデザインにおけ

る動機付け設計理論の ARCS モデルに基づき，初修中

国語における SNS を利用した定期的なコンテンツ配

信による動機づけの設計指針を提案する． 

2.1 事前アンケート調査結果に基づく基本方針 

日本の大学における初修中国語ブレンディッドラー

表 1 アンケート調査に基づく SNS 配信コンテンツ

の基本方針 

設計項目 基本方針 

内容 中国語授業に関する内容， 

中国文化・社会に関する内容， 

中国会話など実践的な内容 

形式 音声・画像・ビデオなどの様々な形 

分量 一週間に 15 分程度の内容量 

配信手段 インターネット上のビデオ配信サービス， 

インターネット上の SNS， 

チャットによるグループ間コミュニケーシ

ョンツール， 

LINEの公式アカウントなどの PUSH通知サー

ビス 

 

ニングにおいて，中国語学習に SNS を通じて配信

を行い，高い動機づけを与えられるコンテンツの設計

指針を明らかにするために，実際に大学で開講されて

いる中国語授業の一つのクラスで学習者を対象にアン

ケート調査を行い，学習者の学習への意識，SNS の利

用状況，及び SNS の利用に対する意識を調査した．今

回，この調査結果に基づき，表１に示す形で配信コン

テンツの作成，配信の基本方針を決定した． 

2.2 ARCS モデルに基づく教材動機づけ設計指針の

作成 

ARCS モデルは教材の設計過程において動機づけの

問題に取り組むことを援助するために，注意・関連性・

自信・満足感の４要因の枠組みと動機づけ方略，並び

の動機づけ設計の手順を提案したものである．また，

四つの分類それぞれはさらに，主要な学習意欲の変に

基づいた下位分類を持つ．下位分類は明らかになった

特定の問題に対する適切な動機付け方策を立案する際

に役立つものである(2) (3)． 

ARCS モデルは，これまでの外国語教育における動

機付け研究にも使われてきている．例えば，趙らは，

ARCS モデルに基づきブレンディッドラーニング用 e

ラーニング教材設計指針を作成し，その実践可能性も

確認できた(4)．しかし，この e ラーニング教材は主に

PC を活用した授業後の復習ドリル教材である．これ

に対し，本研究では学習対象言語の背景知識と関連す
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表 2 SNSコンテンツ配信のための ARCS モデルに基づく動機づけ設計指針 

ARCS モデル SNS 配信コンテンツのための ARCS モデルに基づく動機づけ設計指針 

(*印で示す設計指針は主たる指針) 

 

 

 

 

注 

意 

A1 

知覚的喚起 

1. 配信方法* 学習者に注意を引くために，PUSH 方式で通知を送るとともに，通

知内容の時系列での提示を入れるなど多様な配信方法を提供する． 

2. 画面設計* 配信内容を幾つかのかたまりでわかりやすく組版する．できるだけ

印象的なイラストを選択する． 

A2 

探究心の喚起 

3. 配信内容特徴* 内容の新奇性，即時性，オリジナル性を重視する．できるだけ中国社

会・文化に関する最近の新しい情報を提供する． 

4. トピック特徴 できるだけディスカッションでき，決まった答えがないトピックを

問題含みに導入する． 

A3 

変化性 

5. 内容の多様性 毎回違うテーマや内容を発信する． 

6. 形式の多様性 内容情報を文字，音声，画像，ビデオなど多様な形で提供する． 

7. 配信方法の多様性 学習者の多様な学習スタイルに適応する多様な配信方法を提供す

る． 

 

 

 

 

関 

連 

性 

R1 

目的指向性 

8. 動機付け* 中国文化，社会に関するコンテンツ配信を通して，中国語学習への動

機づけを高める． 

R2 

興味との一致 

9. 学習者の興味関心* 学習者の興味関心にあった内容と話題を選択する．  

R3 

親しみやすさ 

10. 授業との関連* 授業の内容と関連づいた話題や内容を設計する． 

11. 一休みとの関連* 授業中約５分の「一休み」の内容と関連づいた話題や内容を設計す

る． 

12. 実生活との関連* 学習者普段の生活と関連づいた話題や内容を設計する． 

13. 配信者 親しみがある配信者による配信を行う． 

14. 配信者の語り口調 親しみがある口調や言葉遣いで配信コンテンツを作成する． 

15. ユーモア ユーモアにある配信内容にする． 

 

 

 

 

自 

信 

C1 

学習要求 

16. 話題と概要の提示 配信内容では冒頭で話題と概要を明確に説明する． 

C2 

成功の機会 

17. 分量* 週に 15 分程度の分量で，そのうち，幾つか１～５分くらいの内容に

区切る． 

18. 難易度* 学習者に適切な挑戦レベルの内容にする． 

19. インプット中心* 初級レベルのため，ほぼインプット中心として設計する． 

C3 

コントロールの

個人化 

20. 視聴の時間・場所* 時間・場所を問わず視聴可能． 

21. 質問可能* 直接質問することができる． 

満 

足 

感 

S2 

外発的な報酬 

22. 称賛と励まし 肯定的なコメントや励ましの言葉を入れ． 
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る各種コンテンツの SNS を利用した定期的な配信に

よる動機づけ設計指針を作成することを目標とする．

従って，ここでは，事前アンケート調査からの提案を

踏まえ，ARCS モデルの 4 要因及び 12 の下位分類を

枠組みとしつつ，SNS を活用した e ラーニング教材に

適用可能な方略を選択し，動機付け設計指針を作成し

た(表 2)．また，本教材は成績と関係する強制的な学習

教材ではなく，学習動機を高めることを主たる目的と

したため，特に ARCS モデルの「注意・関連性・自信」

を中心に基づいて作成した． 

3. LINE を利用したコンテンツ配信の設計 

上記の SNS コンテンツ配信のための動機づけ設計

指針に基づき，以下のように「内容」，「形式」，「分量」，

「配信手段」四つの面からコンテンツ配信の設計を行

った．*印で示す主たる設計指針はほぼ毎回対応し，そ

の他の設計指針は必要に応じて対応する． 

LINE＠アカウントによる配信は最初に試行錯誤し

ながら配信してみたため，上記の設計指針を定まって

教材を作成し始めたのは 6 月 11 日であった．配信内

容概要は表 3 のように設計している．(指針「3.配信内

容特徴*，4.トピック特徴，5.内容の多様性，8.動機付

け*，9.学習者の興味関心*，10.授業との関連*，11.一

休みとの関連*，12.実生活との関連*，14.配信者の語

り口調，15.ユーモア，16.話題と概要の提示，18.難易

度*，19.インプット中心*，22.称賛と励まし」)．例え

ば，図 1 は 2017 年 7 月 8 日配信したコンテンツの具

体的なイメージであった． 

形式については，主に文字，音声，画像，ビデオの

形で設計している．また，情報の区切りを示すために，

ポスターの形でまとめたり，絵文字や空白などを使用

したりすることにより，情報のかたまりを様々な方法

で提示する(指針「2.画面設計*，6.形式の多様性，8.動

機付け*，17.分量*」)．  

表 3 設計指針に基づく配信内容概要 

配信日 回数 配信内容 

2017/6/11（日） 第 1 週間目 就職活動に関する中国文化と中国語，中国語音楽 

2017/6/18（日） 第 2 週間目 父の日に関する中国文化，中国語音楽 

2017/6/24（土） 第 3 週間目 中国での人気バラエティ番組，宿題に関する内容 

2017/7/2（日） 第 4 週間目 中国での人気ドラマ，若者言葉，宿題に関する内容 

2017/7/8（土） 第 5 週間目 授業内容と関連する若者言葉，一休みの補充内容，オリジナルビデオ 

2017/7/15（土） 第 6 週間目 中国でのネットショッピングに関するニュースの紹介 

2017/7/22（土） 第 7 週間目 中国語音楽（カバー曲） 

2017/8/1（火） 第 8 週間目 オープンキャンパスに関する内容 

2017/10/15（日） 第 9 週間目 中国での結婚式に関する紹介 

2017/10/22（日） 第 10 週間目 中国共産党全国代表大会に関するニュース，中国語音楽音楽 

2017/10/27（金） 第 11 週間目 中国での人気ゲーム「王者荣耀」，ゲームの音楽に関する紹介 

2017/11/4（日） 第 12 週間目 中国「独身の日」，ネットショッピングに関する紹介 

2017/11/12（日） 第 13 週間目 プレゼントを贈る時の日中文化の違いに関する内容 

2017/11/19（日） 第 14 週間目 若者言葉「男友力」，中国語合唱曲「小酒窝」の紹介 

2017/11/26（日） 第 15 週間目 インターネット上の有名人である「网红」についての紹介，中国で人

気な日本語曲「東京盆踊り」の紹介 

2017/12/3（日） 第 16 週間目 授業での発表 TOP５，人の心のタイプを表す中国語 

2017/12/10（日） 第 17 週間目 中国語曲「告白气球」を学ぶビデオ 

2017/12/17（日） 第 18 週間目 中国で大人気な食べ物である「螺蛳粉」の紹介（新年特別なプレゼン

ト抽選会），よくネットで見られるネットスラングの紹介 
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図 1 LINE＠による配信コンテンツの具体例 

配信分量については，週に一回，一回 15 分程度の分

量，さらに一回の配信内容を幾つか 5 分以内の部分に

分けた内容を学習者にコンテンツ配信を行った．(指針

「8.動機付け*，17.分量*，18.難易度*」)． 

配信手段として，学習者の注意を引くために，TA と

して学習者に広く使われる SNS ツールの 1 つである

LINE に向けて情報配信できる LINE＠を通じて，主

に LINE のタイムライン機能（ホームページにも自動

登録），トーク（利用者設定により PUSH 通知）を利

用してコンテンツを配信している (指針「1.配信方法*，

7.配信方法の多様性，8.動機付け*，13.配信者，20.視

聴の時間・場所*，21.質問可能*」)． 

4. 実証実験 

本章では，上記 LINE＠による配信コンテンツを用

い，実授業を対象に実証実験を行い，今回の設計指針

に基づくコンテンツの実践可能性，並びに設計指針に

よる効果を確認する． 

4.1 実験対象と実験方法 

今回の実験は，T 大学平成 29 年度初修中国語授業

として開講される週 2 コマのうち，1 コマ分第 2 著者

が担当する法学部の 1 クラスを対象とした．前期の実

験対象者数は 40 人であった．後期は二人履修放棄の

為，38 人となった．  

実験では，2017 年 6 月 11 日から 2017 年 12 月 23

日まで全部で 18 回配信した（前期は 8 回，後期は 10

回）．作成したコンテンツを授業期間で週 1 回主に週

末に配信し，その利用状況を観察した．具体的には，

LINE＠アプリ自体が付いている「統計情報」という機

能のデータ「PV（Page Views）」を参考に，コンテン

ツが閲覧された回数を通して利用状況を確認すること

とした．その上，実験終了前に（前期は 8 月 2 日，後

期は 12 月 20 日），匿名アンケート調査行い，配信し

たコンテンツに関する感想や学習意欲を明らかにした． 

4.2 実験結果 

4.2.1 LINE＠の利用状況 

前期では，今回コンテンツ配信のための LINE@アカ

ウントをフォローした実験対象者は 39 人，実験対象外

の者を含めて全部で 58 人であった．後期では，LINE@

アカウントをフォローした実験対象者は 32 人，実験対

象外の者を含めて全部で 55 人であった． 

図 2に 18週間の配信コンテンツごとの PVを示す．

全体的に，前半の PV は高く，その変動も大きいに対

し，後半の PV は低く，変動が小さい傾向が見られた．

ただ，後半では変化が大きいところもある． 

図 3 に各週における PV の日ごとの遷移を示す．全

体的に，最初の PV が比較的に高く，第一ピークとなる．

また，最初の PV から一旦下がって，また第二ピークが

あることが見られた．多くの学習者はメッセージが来

た時コンテンツを見る傾向があり，また授業日（水曜

日）の PV も比較的に高いことが見られた． 

4.2.2 アンケートの結果 

(a) 学習意欲と学習効果について 

まず，LINE@アカウントのフォロー状況について，

前期 39 人（実験対象クラス人数全部 40 人で，一人休

み）の事後アンケートから，今回コンテンツ配信のた

めの LINE@アカウントをフォローした実験対象者は

39 人，後期で 36 人（実験対象クラス人数全部 38 人

で，二人休み）の事後アンケートから，LINE@アカウ

ントをフォローした実験対象者は 32 人であった．全

員は LINE@アカウント「中国語 at TOHOKU」をフ

ォローした．しかし，そのうち，4 人はフォローして

いたが，後期では解除した．理由としては，「途中で飽 
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図 2 配信コンテンツごとの PV 

 

図 3 各週における日ごとの PV 

図 4 学習意欲と学習効果について前後期の比較 
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きた」，「通知がおっくう」，「LINE のデータが消えて

しまったため」が挙げられた． 

図 4 は学習意欲と学習効果について前後期の比較を

示す．全体的から見ると，前期も後期も似ている傾向

が見られた．後期は前期より少し減っていたが，大部

分の学習者は肯定的な評価を行った． 

(b) 設計指針に基づくコンテンツ配信について 

配信内容について，配信された内容は分りやすいと

回答した学習者は前期 32 人，後期 28 人，ほぼ 80％

である．メッセージを見た時，面白そうだと感じた学

習者は前期も後期も 30 人，ほぼ 80％である．配信さ

れた内容の中で，学習者が一番興味を持った内容は中

国で最近流行っている文化に関する内容で，前期 72%，

後期 50％を占めた．授業の「一休み」のコーナーと関

連した内容に興味を持った学習者は二番目多く，前期

33%，後期 28％を占めた． 

配信されたコンテンツの形式について，今の形式の

ままでいいと思う学習者は，前期も後期も 70％ぐらい

である．その他，「ビデオや音楽の前期比率を増やして

欲しい」学習者は前期 5 人，後期 4 人いた． 

配信分量について，前期も後期も週に一回，及び一

回 15 分以内の分量がちょうどいいと思っている学習

者は 80％ぐらい．ほぼ全部の学習者は一回の配信内容

を見るのに 15 分以内かかった．そのうち，5 分未満の

学習者は前期 30 人，後期 26 人いた．見るタイミング

について，時間がある時に少しずつメッセージを見た

学習者は一番多く，前期は 58％で，後期は 39％とな

った．それに対し，メッセージの通知が来た時すぐに

見た学習者は前期の 6 人から後期 10 人まで増えた． 

配信手段について，前期では普段トークから配信メ

ッセージを見る学習者は最も多く，74%を占めた．そ

の他，タイムラインからみる学習者が 36%で，スマホ

の通知画面からみる学習者が 26%であった． 

4.3 考察 

LINE＠の利用状況，及び事後アンケートの結果か

ら，今回学習動機付けを目的とした設計手法に基づく

SNS コンテンツ配信による学習効果と学習意欲，およ

び設計指針の実践可能性について考察を行う． 

学習効果と学習意欲について，LINE での配信内容

を見て，大部分の学習者は中国語・中国文化・社会へ

の理解に役立ったと感じ，更に知りたいと思うことか

ら，中国語・中国文化・社会にたいする学習効果と学

習意欲が向上したと考えられる．また，後期は前期よ

り学習効果と学習意欲がすこしだけ下がっているが，

前期とほぼ同じ程度で維持していることがみられた．

興味を持った理由についての記述問題の回答にも「文

化は面白い」，「文化の違いをもっと知りたい」，「中国

の社会事情に興味があったから」など内発的動機づけ

の回答が多く見られ，最初の「指針 8.動機付け*」の効

果が見られたと言える． 

配信内容について，中国で最近流行っている文化に

関する内容，及び授業の「一休み」のコーナーと関連

した内容に興味を持った学習者が比較的に多い．具体

的に興味を持った理由についての記述問題の回答に，

「中国の独特で日本と違う結婚文化が面白かったか

ら」，「タイムリーだったから」，「授業中に聞いた，送

るべきもの，そうでないものについて関連していたか

ら」，「自分もゲームが好きだから」，「異なる言語のカ

バー曲が新鮮だったから」，「自分のが選ばれてた」な

どが挙げられた．つまり，内容の新奇性・即時性・関

連性，多様性が重要だと考えられる．ディスカッショ

ンできるトピックも学習者の探究心を喚起することが

可能であることから，配信内容の候補となり得る．配

信された内容が分りやすいと感じた学習者は 80%ぐ

らいことから，自信を与えるために，内容の難易度も

考慮しながら，初心者向けのインプット中心として設

計した方が望ましい．その他，適切な称賛と励ましな

ど外発的動機も内発的動機付けになることができる．

例えば，第 18 週間目の配信は，中国で大人気な食べ物

である「螺蛳粉」について紹介し，LINE@で新年特別

なプレゼント抽選会を行い，授業の「一休み」でまた

当たる学習者に渡すという内容だった．その週の閲覧

回数は急に増加し，初日 61 で，全部 126 に至った．

これは今までの設計指針にはない外発的動機づけによ

る効果の可能性がある．従って，指針「3.配信内容特徴

*，4.トピック特徴，5.内容の多様性，9.学習者の興味

関心*，11.一休みとの関連*，12.実生活との関連*，16.

話題と概要の提示，18.難易度*，19.インプット中心*，

22.称賛と励まし」による効果が予想される． 

配信内容の形式について，学習者多様な学習スタイ

ルに合わせ，基本的に毎回文字・音声・画像・ビデオ
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がある多様な形式で設計している．今の形式のままで

いいと思う学習者は，前期も後期も 70％ぐらいことか

ら，文字・音声・画像・ビデオがある多様な形式で良

いと考えられる．従って，指針「2.画面設計*，6.形式

の多様性」による効果が期待される．ただ，形式より

内容の方が重要なため，ここで配信内容に合う多様な

形式のバランスを取ることが必要と考えられる．  

配信分量について，前期も後期も週に一回，及び一

回 15 分以内の分量がちょうどいいと思っている学習

者は 80％ぐらい，ほぼ全部の学習者は一回の配信内容

を見るのに 15 分以内かかった．また，見るタイミング

について，個人によって違うが，時間がある時に少し

ずつメッセージを見た学習者は一番多いことから，達

成感と自信を与えるために，一回の配信内容を幾つか

小さな単位に分けた方が望ましい．従って，指針「17.

分量*，18.難易度*」による効果が予想できる． 

配信手段について，学習者はメッセージを見る方式

とタイミングは個人によって異なるが，前期では普段

トークから配信コンテンツのメッセージを見る学習者

が最も多く 74%を占めた．多様な配信方法は学習者多

様な学習スタイルに合わせ，効果的に高い確率で学習

者の注意を引くことも可能である．また，各週におけ

る PV の日ごとの遷移から，多くの学習者はメッセー

ジが来た時コンテンツを見る傾向が確認でき，LINE

の PUSH 通知機能による効果が見られた．さらに，授

業日（水曜日）の閲覧回数も比較的に高いことから，

逆に授業からの動機付け効果も見られた．その他，時々

学習者から授業や授業後使う e ラーニング教材や中国

文化に関する質問があり，LINE ですぐ対応できたこ

とから，学習者の学習支援，及び教員とのコミュニケ

ーション支援効果も見られた．従って，指針「1.配信方

法*，7.配信方法の多様性，20.視聴の時間・場所*，指

針 21.質問可能*」による効果が期待される． 

以上により，大学初修中国語ブレンディッドラーニ

ングにおいて，今回の ARCS モデルに基づき，学習動

機付けを目的とした SNS コンテンツ配信の設計指針

の実践可能性が期待でき，その設計指針によるコンテ

ンツ配信学習効果と学習意欲の向上という一定の効果

が確認されたといえる． 

しかし，日毎の PV を全体的に見ると，前半の PV は

高く，その変動も大きいに対し，後半の PV は低く，

変動が小さいことが確認された．前半の PV は後半の

PV より高いの原因としては，最初に学習者の好奇心

が高く，後は徐々に慣れてきている可能性がある．そ

して，期末で配信内容を見る時間が少なくなることな

ど学習者の日常生活に影響される可能性も考えられる．

そのため，どのように学習効果と学習意欲を続けて向

上・維持できるのかについてはまだ今後の課題となる． 

5. まとめ 

本研究では，大学初修中国語学習者の中国語学習へ

の意欲の向上を図るため，ARCSモデルに基づき，SNS

を利用した定期的なコンテンツ配信・通知による動機

付けの設計指針を提案し，さらに設計手法に基づいて

配信内容を試作し，学習者に実際に配信する実証実験

を通して効果を確認した．LINE＠の利用状況，及び事

後アンケートの結果から，学習者は LINE での配信内

容を見て，中国語・中国文化や社会への理解と学習意

欲が向上したことが見られ，本設計指針と設計手法の

実践可能性が期待できるといえる．  
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WebRTC を利用した LMS 内での動画による 

質疑応答システムの開発 

近藤隆司*1, 後藤善友*2 

*1 大分大学理工学部，*2 別府大学短期大学部 

Development of Applications for Question and Answer 

Utilizing WebRTC  

Ryuji Kondo*1, Yoshitomo Goto*2 

*1 Faculty of Science and Technology Oita University,*2 Beppu University Junior College 

 WebRTC技術を利用した質疑応答用のアプリケーション開発に関する報告である。WebRTCにより，

Moodle等の LMS内で動画を利用した質問と回答用のシステムを構築した。いったん録画した動画を投

稿する場合には SCORMコンテンツとして構築することが可能となったが，ビデオ会議のようなリアル

タイム通信は，利用可能なブラウザが限られて，URL を指定した外部リソースとしての利用となった。 

キーワード: WebRTC, LMS, SCORM, 質疑応答 

1. はじめに 

WebRTC はブラウザ間の音声や動画による通信を

可能とする技術 (1)であり，比較的短いコードでリアル

タイム通信を実現できる。2017年に iOS®でも利用可

能となるなどスマートフォンでも実装が進んでいる。

ブラウザで利用するものなので，LMSと親和性が高い。

利用法を幾つか推察してみると，まずは LMS 内での

講義のリアルタイム配信や，教卓で実施するデモの中

継があげられる。またこれまで掲示板等でテキストの

メッセージを交換していたものを動画によるメッセー

ジに置き換えることも可能であろう。加えて，動画に

よってしか伝えられない情報もあるのではないかと考

えて，WebRTCを利用した教材の開発を試みた。 

2. WebRTC 技術を利用したコンテンツ 

開発したコンテンツは，通常の掲示板を動画による

メッセージに置き換えるものと，講義映像をリアルタ

イムに配信するものの二種である。 

2.1 カメラとマイクの利用 

講義に関する質疑応答をメイルにてなす場合，お互

いに相手の意図が伝わらない場合が往々にしてある。

そのような場合には，動画によるメッセージの送信も

有用と考えて，図 1に示すコンテンツを開発した。 

 

図 1 動画によるメッセージを送受信するソフト 

このソフトの有する機能は，(1) カメラとマイクを

利用しての動画撮影，またそのアップロード，(2) あ

らかじめ作成された動画のアップロード，(3) アップ

ロードされた動画の再生，(4) 学生に見せる動画の選

択等である。アップロードされた動画は LMS とは別

のサーバーに保存される。残念ながら，録画機能を利

用できないブラウザが多い。Edge®や iOS の Safari®

で利用できない。そのためあらかじめ撮影された動画

のアップロード機能を付けたが，上記 Safariにおいて

JSiSE Research Report 
vol.32,no.7(2018-3)
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は，直接 WebRTC の機能を利用する場合と遜色ない

利用手順となった。このソフトは SCORM対応であり，

LMS内にコンテンツとして配置できる。そのため特に

サーバー運用等の知識がなくとも利用可能である。 

2.2 リアルタイム通信を利用したコンテンツ 

ブラウザによるカメラとマイクの制御だけでなく，

ブラウザ間のリアルタイム通信の機能を利用するコン

テンツも構築した（図 2）。 

 

図 2 リアルタイム通信を利用したコンテンツ 

図 2では，自分自身の映像が左上方に表示され，下

方に他の受講者の映像も含めた配信映像が表示されて

いる。このキャプチャーは教師用の画面である。右上

方に教師も含めた全参加者の名が記されたボタンがあ

り（ここでは 5 名），教師は，これを押して誰を大き

な領域で表示するか指名する。元となっているソフト

ウェアは Intel® Collaboration Suite for WebRTC(2)

である。このソフトはブラウザ間を直接つなぐもので

はなく，個々の参加者の動画をいったん一台のサーバ

ーに集約し合成して同一の動画を全員に送信するタイ

プのものである。Node.js(3)によって書かれていて，サ

ーバーサイドで動く。そのため SCORMコンテンツと

して取り込むには，iframe タグで LMS 外の Node.js

が稼働しているサーバー上の URL を指定して利用す

る。SCORM化したものをMoodleに配置したところ，

動画の送受信が満足に行えるブラウザは著しく限定さ

れた。そのため SCORMとしてではなく，リソースと

して外部の URL を指定し利用する事とした (4)。受講者

がリソースへのリンクをクリックすると，タブやウイ

ンドウが開かれる。このとき Moodle では，受講者の

名前を URL 変数として渡すことができる（図３）。 

 

図 3 URL 変数として受講者名を渡す 

URL 変数によって受講者を特定することが可能と

なるが，誰に教師としての機能を持たせるかは，外部

サーバー上のデータベースを参照して決定する。この

ように外部のリソースとすれば，iOSの Safariのよう

な WebRTC をサポートする環境の多くで利用可能と

なった。 

3. おわりに 

ここで構築した機能は他の，例えば iOSネイティブ

な環境でも，もちろん実現可能であるが，本稿で記し

た方法は Moodle の運用に要する知識のみで誰にでも

利用可能なものである。また，利用方法には質疑応答

以外にもレポートの提出や口頭試問に利用するなど多

くの可能性がある。特にリアルタイム通信を利用する

場合には LMS が講義の補助的な存在から，教室その

ものへと変わり得ると考える。 

参 考 文 献  

(1) Ilya Grigorik : “ハイパフォーマンスブラウザネットワ

ーキング”, オライリー・ジャパン, 東京 (2014) 

(2) Intel Collaboration Suite for WebRTC,  

https://software.intel.com/en-us/webrtc-sdk (2018年2

月 4 日確認) 

(3) Node.js,  

https://nodejs.org/ja/ (2018 年 2 月 4 日確認) 

(4) URL resource settings,  

https://docs.moodle.org/34/en/URL_resource_settings  

(2018 年 2 月 4 日確認) 

－18－



Kinect を用いた 3D モデルのリアルタイムな 

把持移動を可能にするシステムの構築と評価 

稲留 広貴, 曽我 真人 
和歌山大学システム工学部 

Development and evaluation of a system suitable for real time 

gripping movement by using Kinect 
Hiroki Inatome, Masato Soga 

Faculty of Systems Engineering, Wakayama University 
	

従来の人型の仮想物体を利用した人物画スケッチ学習支援システムでは，事前に用意された人型モチーフを選び

スケッチを行うというものであった，そのシステムでは，学習者がリアルタイムで人型モチーフを直感的に操作

して好みのポーズに決めることは出来なかった．そこで本研究では改善案として，学習者がデッサン人形をタン

ジブルインタフェースとして用い，それをリアルタイムに好みのポーズに変化させ，仮想のモデルの姿勢を変化

させる手法を提案する。具体的には，RGB-D カメラから点群データを取得することが出来る PCL を KINECT で用

いることによって，実物体の 3 次元座標を取得・トラッキングし，人型の仮想物体を重畳表示させることで直感

的操作を実現するシステムを提案する．システムの検証実験では，幾何的整合性を図る精度検証を行い，システ

ムの改良点について考察した．	

キーワード: Kinect , 点群処理 , 拡張現実感 , 物体追跡 , 3DCG ,タンジブルインタフェース 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

近年でのスキル学習支援に関する研究は，技能継承

だけでなく災害学習やリハビリテーションなどの分野

においても広く行なわれている．また，現実空間を仮

想物体によって拡張する AR(Augmented Reality)の

技術が一般化するにつれて，AR 分野での研究も行わ

れるようになってきている．そこで，ARとの親和性の

高い学習支援として，人物画スケッチ学習支援システ

ムが挙げられる．しかし，従来の人型の仮想物体を利

用した人物画スケッチ学習支援システムでは，事前に

用意された人型モチーフを選びスケッチを行うという

もので，モチーフに対しリアルタイムに自分で好きな

ポージングをさせることが出来なかった．この問題を

解決することによって，より直感的な操作が可能なモ

チーフ姿勢決定システムが実現できる．	

1.2 先行研究 

従来の人物画スケッチ学習支援システムに関する研

究として，山田卓らが 2011 年に発表した「視点を自

由に設定できる人物画の輪郭線スケッチ学習支援環境

の構築」が挙げられる(1)-(3)．この研究は，本研究と同

じく人物画スケッチ学習支援環境の構築を目的として

いる．この研究では，3DCGの人型モチーフを自由な

視点から構図を決定し，人物画スケッチの骨格と輪郭

線の診断を可能にした．しかし，このシステムでは事

前に用意された複数のモデルの中から，好きなポージ

ングのモデルを選ぶというもので，自分で好きなポー

ジングを作り出すことが出来ないという，直感的なモ

デル操作における課題があった． 

2013 年に Dong Woo Seo らが発表したシステムで

は，マーカレスで AR空間を作成し，Kinectの深度カ

メラと点群データを利用して手の部分を抽出すること

で仮想物体への接触判定を実現した(4)．しかし，仮想
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物体に対する直感的な把持移動には対応していなかっ

た． 

1.3 研究目標 

本研究では，1.2 節で挙げた先行研究の問題点を踏

まえて，学習者がデッサン人形をタンジブルインタフ

ェース(5)として用い，それをリアルタイムに好みのポ

ーズに変化させ，仮想のモデルの姿勢を変化させ，そ

のモデルを AR で表示する手法を提案する。そして，

その試作システムの構築と評価を行う． 

構築するシステムは，試作段階として 3D モデルの

位置・姿勢に着目して構築する．人物モデルのポージ

ングを操作するシステムを構築していく上で，操作後

の 3D モデルの位置と姿勢の評価が必要となるため，

試作段階として採用した． 

実物体をトラッキングし，3D モデルを重畳表示す

ることによって直感的なモデル操作が可能な AR 描画

システムを構築することを構築することを目標とする． 

2. システム設計 

2.1 提案手法 

	 前章 1.3 節で挙げた目標を達成するために，以下の

ことを行う． 

l 実物体と，それに近い造形の 3Dモデルを用意

する 

l 実物体を対象物体として認識し，トラッキング

させる 

l 対象物体の参照点群に 3Dモデルを重畳表示す

る 

把持動作に適応させるために，実物体と実物体に近

い形状の 3Dモデルを使用する．また，3Dモデルだけ

ではなく実物体も使用することで，3D モデルの位置

や姿勢を重畳表示先の実物体の姿勢から計測すること

が可能となる．これにより，前章で挙げた問題点にあ

った，既存モチーフの視点決定を PC 上で行う必要が

なく，マーカレス AR で正しい位置・姿勢を推定する

ことが出来る． 

2.2 システム概要 

本システムでは人物画スケッチ学習支援への応用を

鑑みて，実物体にデッサン人形を使用している．3Dモ

デルを実物体の位置・姿勢に追従させるためには，対

象物体の位置情報や法線の向きを取得しなければなら

ない．今回は物体の把持移動による位置・姿勢の変化

に対応させるために，深度センサを搭載した Kinectを

使用する．このデバイスによって現実空間の映像を，

深度を含めた３次元データとして取得することができ

る．本システムの物理構成は図１である．対象物体認

識の精度を考慮し，Kinectと対象物体は１ｍ程離し何

もない平面上に配置している．実物体と仮想物体を適

応させるために RGB-D カメラの映像を点群データと

して取得することが出来るライブラリ PCL を用いる

(6)(7)．これにより対象物体を認識し，対象物体の点群

データを取得する．そして，対象物体の点群の位置と

法線ベクトルを取得することによって実物体の位置と

姿勢を仮想物体と対応させる．  

	  
位置と法線ベクトルを取得した対象物体に，3D モ

デルを重畳表示するためには 3D モデルの点群データ

と法線ベクトルも取得・計測する必要がある．本研究

では 3D モデルを用意するにあたり，３次元点群処理

が可能な 3D データ編集ソフトの MeshLab を使用し

た(8)．図 2は本研究で対象物体に頂上表示する 3Dモ

デルであり，図３は MeshLab を用い法線ベクトルを

可視化したものである．  

   

 

 

 

Kinect 

対象物体 

図 1 物理構成 
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2.3 システム実装 

本システムでは大別して以下の２種類の処理を実装

した． 

① 対象物体のリアルタイムな物体追跡 

② 対象物体への 3Dモデル重畳表示 

対象物体を追跡するには，まず対象物体を分割化さ

れたモデルとして Kinect から取得する必要がある．

取得したモデルの点群データをトラッカーとして設定

し，対象物体の追跡を行う． 物体追跡の処理の流れは，

まず以前の粒子の位置と回転の情報を利用して次のフ

レームでそれぞれの位置と回転を予測する．次に，こ

れらの粒子の重さを下記の尤度式で計算する(9)． 

 

𝐿" = 𝐿$%&'()*+ ×𝐿*-.-/  

𝑤 = 	 𝐿" 

最後に，深度センサから取得した実際の点群データを

予測粒子と比較し，粒子を再サンプリングする．この

処理の際に得られる，トラッカーとして設定した分割

化されたモデルの参照点群にテンプレートとして用意

した人型 3D モデルの点群を重畳表示する．本システ

ムでは，対象物体に追跡する仮想物体の情報のみを必

要とするため，重畳先のモデルの参照点群は描画して

いない． 

3. 検証実験 

検証実験は以下の項目を実施した． 

① 対象物体の認識限度の検証 

② 物体移動追跡の精度検証 

③ 物体姿勢追跡の精度検証 

3.1 予備実験 

本システムでは人物画スケッチ学習システムへの応

用のため，対象物体にデッサン人形を使用した．しか

し，形状の異なる対象物体を用いた場合の挙動を考慮

し，対象にデッサン人形を用いることの妥当性を検証

するために予備実験を行った．予備実験で行う動作は

本実験の動作と同様である．予備実験では，図４に示

すようなデッサン人形の他に，立方体と球を用意した．

また，立方体と球に近しい形状の 3D モデルとして図

５に示すウサギ型のモデルを使用した．  

 

図２ 人型モチーフ 

図３ 算出した法線 

図４ 予備実験の対象物体 
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予備実験の結果，デッサン人形を使用した場合は３次

元的な移動と回転の両方に適合していることが分かっ

た．しかし，球と立方体は移動には適合していたもの

の，回転には適合し難いということが分かった．これ

は，表面の法線ベクトルが一定であり，面の変化に乏

しい形状であるために，粒子の回転の追跡を誤認して

しまうことが原因であると考えられる． 

3.2 検証の内容 

	 本システムは物体の把持移動に適合する必要性があ

ったため，認識限度の検証実験を行った．この実験で

は対象物体の一部を隠す動作を繰り返し，その時の仮

想物体が正しく追従できている認識の限度を検証する. 

	 ②，③の精度検証では，条件を合わすために，対象

物体の配置地点を揃えた．また，計測をシステム起動

した後対象動作を行うことを１セットとしてそれを

20回ずつ行った． 

	 物体移動追跡の精度検証では，対象物体を３次元的

に移動させた時に，仮想物体が対象を見失うことなく

正しい位置で追跡できているかを検証する．図 6は位

置精度検証実験中のシステム画面である． 

	 物体姿勢追跡の精度検証では，物体を開始地点から

動かさず 360度回転させた時に，仮想物体が対象の回

転に正しく追跡できているかを検証する．図 7は姿勢

精度検証実験中のシステム画面である． 

 

 

 

 
図６ 位置精度検証時システム画面 

 

 

 

 

図５ 追加した 3D モデル 

重畳表示された 3Dモデル 

RGB—D点群画像 RGBカメラ画像 

対象物体のデッサン人形 
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図７ 姿勢精度検証時システム画面 

 

 

4. まとめ 

本研究では，従来の人物画スケッチ学習システムの

問題を解決するために，対象動作を把持移動時の位置，

姿勢としてシステムの構築を行った． 

手法としては，実物体を追跡対象として認識するた

めに，RGB-Dカメラである Kinectと点群処理用ライ

ブラリ PCLを用いた． 

また，予備実験を通して，対象物体の選定における

問題点を明確にした．そして，検証実験を通して，本

システムが把持移動時の位置，姿勢の変化に適合して

いることがわかった． 

	 今後は，本システムを人物画スケッチ学習支援シス

テムへ発展させていく予定である。 
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Unityを用いた競技かるたにおける 

決まり字変化の学習支援システムの構築 

和歌山大学 システム工学部 デザイン情報学科 

徳島 智春，曽我 真人 

Development of a Learning Support Environment for Changing 

Decision Character during Playing Japanese Poem Card Game 

Chiharu Tokushima,  Masato Soga 

Faculty of Systems Engineering, Wakayama University 

 

競技かるたとは百人一首を用いた競技で，読手が百人一首の上の句を読み，競技者が下の句だけが書か

れた札をとるという競技である．競技かるたにおいて，素早く札をとるための戦略として決まり字が大

変重要である．決まり字とは，競技かるたにおける上の句のこの文字が読まれると取る札が確定する文

字のことである．決まり字は競技が進むごとに変化していくが，既存の練習素材ではこの変化に対応で

きていない．競技かるたにおける決まり字変化の学習を効率的にし，システム使用者がより早く札を取

ることができるように，学習を支援するシステムを Unity で開発した．  

キーワード: Unity，システム開発，学習支援，競技かるた，決まり字 

 

1. はじめに 

競技かるたとは，百人一首を用いた競技であり，小

学生から高齢者まで年齢を問わず楽しめる競技の一つ

である．その歴史は江戸時代まで遡り，一般的には，

古典的な伝統文化であると捉えられることが多い．し

かし，競技かるたの本質としては，高度な瞬発力，記

憶力，精神力，集中力など，あらゆる分野の技術が求

められる激しいスポーツである．競技かるたを行う上

で重要な事項は，身体能力，集中力，記憶力，耳の良

さ，札の配置，決まり字などが挙げられる．本研究で

は「決まり字」に着目して研究を行った． 

 

2. 競技かるたについて 

2.1 百人一首 

百人一首とは，百人の歌人の和歌を一人一首ずつ選

んで作った歌集のことで，一般的に百人一首とは藤原

定家が選んだとされる小倉百人一首のことを指す． 

現在では鑑賞のほかにも，古文の教材や，かるたな

どの用途に使われている． 

2.2 競技かるた 

競技かるたとは，百人一首を用いた競技で，読手が

百人一首の上の句を読み，競技者が下の句だけが書か

れた札をとるという競技である．昨今，百人一首や競

技かるたを題材とした漫画や映画が取り上げられ，世

間の関心が大変高まっている．日本国内だけでなく，

国外の方々でも興味を持つ人が多くなっている． 
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2.3 決まり字 

競技かるたでは素早く札をとるための戦略として，

決まり字というものが大変重要になっている．決まり

字とは，競技かるたにおける上の句のここまで文字が

読まれると下の句の取る札が確定する文字のことであ

る． 

決まり字は，札が読まれる度に変化していく．たと

えば，決まり字が“う”から始まる札は，二字決まり

である“うか”と“うら”の 2 枚しか無いので，どち

らか一方が読まれると残った札は決まり字が“う”の

一字決まりとなる． 

また，同じ文字から始まる札をお互いに友札と呼ぶ．

そして，“う”から始まる札に関しては，友札が“うか”

と“うら”の二枚あるので，これを二枚札と呼ぶ．二

枚札は決まり字の変化パターンが 2!＝2 通りある．さ

らに，二枚札は“う”から始まる札，“つ”から始まる

札，“し”から始まる札，“も”から始まる札，“ゆ”か

ら始まる札の５組あるので，全部で２×５＝１０通り

ある．同様に考えて，三枚札は 3!=６通りあり，４組

存在するので６×４＝24 通りある．四枚札は 4!＝24

通りあり，４組存在するので 24×４＝96 通りある．

このように，二枚札であれば理屈はまだ単純であるが，

三枚札，四枚札と増えていくと次第に難解になってい

く． 

図１は本システムで用いた札のデザインである．下

の句（黒字）だけが書かれた一般的な取り札の上に，

赤字で決まり字を載せたデザインになっている． 

 

図１ 取り札デザイン 

 

次に示す図２～図５は，”は”から始まる四枚札であ

る“はなさ”“はなの”“はるす”“はるの” を例とし

て決まり字の変化を示した木構造である． 

この木構造は，まず初めに取った札をルートに示し

ており，そのあと，友札の中でどれが出ると，決まり

字がどのように変化するかを示したものである．図２

を用いて解説すると，まず“はなさ”の札が出たと仮

定する．その時点で“はなの”の札は決まり字が“は

な”になる．“はるす”と“はるの”は変化しない．次

に，“はるの”の札が出たとすると，“はなの”が変化

した“はな”は決まり字が“はな”のままであるが，

“はるす”の札は決まり字が“はる”に変化する．次

に，“はるす”が変化した“はる”が出たとすると，残

りの“はなの”が変化した“はな”は決まり字が“は”

の一字決まりとなる． 

 

 

図２ 決まり字変化パターン１ 

 

 

図３ 決まり字変化パターン２
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図４ 決まり字変化パターン３ 

 

 

図５ 決まり字変化パターン４ 

 

また，最も友札が多いのは“あ”から始まる札であ

り，友札が 16 組存在し，これを競技中に配置ととも

に記憶していくことは初学者にとっては非常に厳しい

課題である．これは競技かるた初学者にとって一つの

壁となっており，上級競技者でもその場面でのすべて

の決まり字を把握するのは困難を極める． 

3. 研究概要 

3.1 従来の学習方法 

従来の決まり字の学習方法として，図 1 のような，

実際の札の上に決まり字が書かれた札を使って，競技

を行いながら学んでいく方法がある．しかし，これは

決まり字変化には対応しておらず，結局は自分の脳内

で逐次決まり字変化をシミュレーションしていく必要

がある． 

3.2 研究背景 

初心者向けの，競技を行いながら決まり字の学習を

行う実際の札はあるが，競技進行による決まり字の変

化には対応できないという点に着目し，決まり字変化

をよりわかりやすく可視化して，リアルタイムで学習

できないかと考えた． 

3.3 関連研究 

(1)は，札を決まり字の種類によって区別し，可視化

することで，盤面を見たときにひと目で札の分布がわ

かり，同じ種類の札が固まっているのか，分散してい

るということが判断できるように設計されたインタラ

クティブコンテンツの研究である．また，実際の札を

利用することにより，結果を踏まえた後の並び替えが

容易であり，リアルタイムに分布の表示が変化するた

め，常に盤面上の結果を把握することが可能である． 

この研究は自陣の札の配置を可視化しているもので

あるが，それに対して筆者らの研究は，決まり字の変

化を可視化するものであり，目的が異なる． 

3.4 研究目的 

競技かるたにおける決まり字変化の学習を可視化

し，効率的に学習を行うことができるようにする．シ

ステム使用者がより早く札を取れるように，決まり字

変化の観点から支援する．このようなシステムの構築，

評価実験を行う． 

4. システム概要 

4.1 システムの流れ 

図 6 にシステムの流れを示す． 

 

図 6 システムの流れ 
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4.2 システム画面 

システム画面を以下に示す．図７は，起動時の画面

であり，図８は決まり字が変化するときの画面である． 

 

 

図７ システム画面 

 

 

図８ 決まり字変化 

 

4.3 使用ソフトウェア 

・OS 

  本システムはすべて PC 上で動作する．OS は

Windows を想定しているが，アプリケーションを

書き出す時点で設定を変えれば，Mac や Linux

にも対応可能である． 

・Unity 

  Unity とは，ユニティ・テクノロジーズが開発

したゲーム開発プラットフォームである．使用し

た言語は C#である． 

・Adobe Illustrator 

Adobe Illustrator は，アドビシステムズが販売

するベクターイメージ編集ソフトウェア（ドロー

ソフト）である．取り札を制作するのに使用した． 

5. 実験と評価 

5.1 実験目的 

決まり字変化機能を搭載していないシステムと本

システムを比較し，本システムの有用性を評価する．

ここでは，評価実験の概要を述べる。 

5.2 実験概要 

本実験では大学生の学習者 10 名を実験群，統制群

の 2 群に 5 名ずつ分けて実験を行う．統制群では，

決まり字変化機能を搭載していないシステムによる学

習を，実験群では本システムを用いた学習を行う．学

習者にはシステムによる学習の前後に，決まり字が書

かれていない札を使用したシステムを用いて，テスト

を行う．テストでは，音声が読み上げられる瞬間から

札を取る瞬間までの時間を札獲得時間と呼び，それを

計測する．事前テストと事後テストの札獲得時間の差

分を向上値として，向上値を両群間で比較する． 

5.3 実験の流れ 

実験の流れを図９に示す． 

 

 

図９ 実験の流れ 

 

最初に両群ともに事前テストを実施する．次に実験

群は本システムを用いた学習，統制群では決まり字変

化機能を搭載していないシステムを用いた学習を 約
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30 分間行う．学習の後に学習の効果を測定するため

に事後テストを行う． 

  

6. おわりに 

本研究では，数ある競技かるたの戦略のうち，決ま

り字変化という戦略に着目し，競技かるた初学者が決

まり字変化をよりスムーズに学べるシステムを考案し

た．本システムでは，ランダムに流される音声に対応

した，ランダムに並べられた決まり字が書かれた札を

クリックすると札を取ることができる．これらの一般

的な競技かるたを楽しむ機能に加え，全決まり字変化

パターンを分岐により制御した． 

今後の課題として，競技かるたにおいて多数の戦略

が存在するので，それらの機能も付加していくと，総

合的に競技かるたを学べる学習支援環境に発展させる

ことができると考えられる． 
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モバイル環境におけるメンタルローテーション課題のための 
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中学校で取り扱われる図形の分野では，学習者の主体的な「操作」が学習者の数学に対する興味関心を

高め，学習定着度が向上するといわれる．一方，空間図形の問題を解くための能力として，空間認知能

力やメンタルローテーション能力が考えられる．本研究ではスマートフォンと AR マーカを用いて，学

習者自身がマーカを操作し，メンタルローテーション課題を学習できるシステムを構築する．提案シス

テムでは立体的な AR マーカを用いることによって，学習者の主体的な操作を実現した．学習者は立体

的なマーカをスマートフォンのカメラで撮影し，画面に重畳表示される図形を見ながら立体的なマーカ

を回転させることで，さまざまな角度から図形を確認することができる．検証実験において，主体的な

操作を伴った学習を行ったグループは，そうでないグループと比較して正答数の増加率が高いことが確

認できた． 

キーワード:メンタルローテーション，Augmented Reality，空間図形 

1. はじめに 

中学校で取り扱われる図形の分野では，「観察」，「操

作」，「実験」が重要だとされている(1)．中でも学習者に

よる主体的な「操作」は，学習者の数学に対する興味

関心を高め，学習定着度が向上するといわれている(2)．

中学校数学の単元では，展開図や投影図，回転体の見

取り図などが扱われている．これらの空間図形の問題

を解くための能力として，空間認知能力やメンタルロ

ーテーション(3)能力などが考えられる．メンタルロー

テーション能力は，積み木やブロックなど立体的な物

体を用いて学習を行うことで身につけることができる．

しかしながら，実際の教育現場では教科書等の紙媒体

を用いた学習が多く，学習者の操作を伴う学習は行わ

れていない場合が多い．このような問題を解決するた

めに，中野らは AR を用いることで仮想的に 3 次元図

形を観察できるメンタルローテーション課題に関する

学習支援を行った(4)．しかし，中野らのシステムでは，

机上に貼り付けた AR マーカを認識しているため，学

習者が手を動かすことによる主体的な操作は不可能で

ある． 

そこで，本研究では自分でマーカを操作して空間図

形を学習できるシステムを構築する．本システムでは

スマートフォンと立体的な AR マーカを用いることに

より，学習者の主体的な操作を実現し，さまざまな角

度から図形を見ることを可能にした．提案システムで

は，学習者が対象物である AR マーカを操作する様子

をスマートフォンで撮影し，その映像に 3 次元物体の

CGを重ね合わせてスマートフォンの画面に出力する． 

2 つの物体が同じ物体であることを認識するのに必

要な時間は，2 つの物体の描写された向きの角度差に

よって直線的に増加する関数であり，また 3 次元物体
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の深さ方向の回転に対応する差異よりも，画面内の 2

次元図面の 1 つの剛体回転に単に対応する差異の方が

短くなるということがわかっている(5)．そのため，今回

は図形の回転角度別で，システムを用いたことによる

学習の検証を行った． 

2. メンタルローテーション 

土屋らは，心的表象に対する心的操作をメンタルロー

テーションと定義した(3)．つまり，提示された物理図形

を頭の中で写し取り，頭の中で回転，移動，重ね合わ

せといった物理的操作と同等な操作を行うということ

である． 

メンタルローテーション課題の学習では，図形依存性，

回転方向依存性が見られる．図形依存性とは，一度学

習したことのある図形では解答に要する時間が短く，

学習したことのない図形では解答に要する時間が長く

なるという性質である．回転方向依存性とは，一度学

習したことのある回転方向では解答に要する時間が短

く，初めて学習する回転方向では解答に要する時間が

長くなるという性質である．メンタルローテーション

課題では，学習を行うことで多くの問題で解答時間が

短縮されることが分かっている(6)．そこで，本研究では

解答にかかる所要時間を 1 問ごとに計測し，図形の回

転角度によって分けられたカテゴリごとに事後テスト

と事前テストの所要時間から考察を行う． 

3. 提案システム 

図 1 に提案システムの構成(7)を示す．提案システム

は，入出力インタフェース部，入力情報処理部，内部

情報管理部，問題提示部，仮想学習環境生成部から構

成される．入出力インタフェース部は，スマートフォ

ン，マーカから構成される．スマートフォンには，仮

想物体表示のための画面，マーカを認識するためのカ

メラ，予想や解答を入力するためのタッチパネルが含

まれている．入力情報処理部では，入出力インタフェ

ース部から取得したカメラ映像から，マーカを探索し，

マーカの座標と角度を計算する．さらにそれらの結果

を元に，仮想物体の座標と角度を計算するとともに，

問題の提示がされている場合は選択されたボタンの情

報も合わせて内部情報管理部に送る．内部情報管理部 

 

図 1 提案システムの構成図 

では，入力情報処理部から取得した情報を保持してお

く．そうすることで，カメラがマーカを見失ったとし

ても，再びマーカを認識したら，学習を続きから再開

することができる．問題提示部では，内部情報管理部

と入力情報処理部から取得した情報をもとに，表示す

る問題を決定する．また，学習の状態に応じて予想入

力画面，または解答入力画面のどちらを表示するかを

決定する．さらに，入力された問題に対して，正誤判

定を行う．その結果を仮想学習環境生成部に送る．仮

想学習環境生成部では，内部情報管理部と問題提示部

から取得した情報をもとに，画面に出力するための仮

想学習環境を構築する． 

図 2 に提案システムの外観を示す．提案システムは，

スマートフォンとマーカから構築される．学習者は，

片手にスマートフォンを持った状態で，反対の手でコ

ントロールマーカを操作する．図 3 に学習中のシステ 

 

図 2 提案システムの外観 

問題提示部

内部情報管理部

仮想学習環境生成部

カメラ

入出力インタフェース部

入力情報処理部

仮想環境

スマートフォン

画面

マーカ

タッチパネル

スマート
フォン

コントロール
マーカ
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図 3 システムの画面 

 

図 4 提案システムで用いるコントロールマーカ 

ムの画面を示す．学習者がスマートフォンのカメラで

コントロールマーカを撮影すると，出題された問題に

対応した仮想物体が表示される．図 4 に本システムで

使用するコントロールマーカを示す．コントロールマ

ーカは仮想物体を操作するために使用する．コントロ

ールマーカは台紙の一辺が 4.5cm，マーカ部の一辺が

4cm のマーカを立方体のように組み立てた立体的なマ

ーカである．各面はすべて異なる AR マーカで構成し

ており，提案システムでは各面の AR マーカの角度や

距離からコントロールマーカの回転を認識することが

出来る．図 5 にコントロールマーカの操作例を示す．

図 5 の上側は，学習者がコントロールマーカを左手に

持っている．このとき，対応する図形がコントロール

マーカに重畳表示されている．その後，図 5 の下側の

ように手を左側に回転させることで，重畳表示されて

いる図形も左側に回転していることが分かる．このこ

とから，図 5 に示すように，学習者はコントロールマ

ーカを回転させることで，仮想環境内の仮想物体を回

転させることができる． 

提案システムで用いるボタンを表 1 に示す．解答入

力ボタンは，システムを用いて図形の学習を行う際に

用いるボタンで，学習画面から解答入力の画面へ遷移

する際に用いる．矢印ボタンは，予想入力の際と解答 

 

図 5コントロールマーカの操作例 

表 1 提案システムで用いるボタン 

ボタン 説明 

 

（解答入力ボタン） 

システムを用いて図形の学

習を行い，解答入力の画面

へ遷移する際に用いるボタ

ン 

 

（矢印ボタン） 

予想入力と解答入力の際に

方向を解答するためのボタ

ン 

 

入力の際に方向を解答するために用いるボタンである．

これは，それぞれの問題につき，解答可能な方向は 5

方向であるため，画面には 5 つの矢印ボタンが表示さ

れている．いずれのボタンも，スマートフォンの画面

をタップすることで入力できる． 

問題の出題はシステムが行う．問題が出題されたら

図 6 のように予想入力画面が表示される．学習者は図

6 の右側に表示されている画面で矢印の方向を確認し，

その方向が左側の図では，どの方向であるかを考え， 

コントロールマーカ

仮想物体

仮想物体

回転前

回転後

コントロールマーカ
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図 6 問題が出題された際のシステム画面 

矢印ボタンをタップして解答を行う．入力された予想

は，予想が正しければ，学習によって誤った解答を導

いてしまった事例がないか，予想が誤っていたら，学

習によって予想が誤っているということを気づかせ，

正答に導くことができているかを後に分析をするため

に使用する．予想の入力後，学習として仮想物体の観

察を行う．そのときの画面を図 7 に示す．学習時には

図 7 のように，出題された問題が画面の左上部に表示

されており，学習者は画面に表示されている問題を見

ながら仮想物体を確認する．図形の形状や問題に対す

る解答が確認できたら，解答入力ボタンを押し，解答

画面へ遷移する．解答画面は予想入力と同じ画面であ

るため，図 6 に示した画面が表示される．予想入力と

同様に，学習者は画面上の矢印ボタンを選択（タップ）

することで問題に対する解答を行う．学習者が問題に

対して正しい解答，つまり図 6 の問題の場合，図 6 の

①の矢印を選択すると，図 8 のように「正解です」と

表示され，問題に対して誤った解答，つまり図 6 の問

題の場合，図 6 の①以外の矢印を選択すると図 9 よう

に「間違いです」というフィードバックを返す．正解

した場合はその問題への解答を終了し，次の問題へ学

習を進める．不正解の場合は，予想の入力へ戻る． 

 

図 7 学習時のシステム画面 

 

図 8 正答時のフィードバック例 

 

図 9 誤答時のフィードバック例 

このように，学習者がコントロールマーカを用いて，

学習者が自ら手を動かし，物体の形状や出題された問 

題に対する解答を確認することで，学習者は主体的な

「操作」を伴った学習を行うことが可能となると考え

た． 

4. 検証実験 

検証実験では，本システムを用いて主体的な操作を

伴った学習を行うことでメンタルローテーション能力

が向上するか確認するため，提案システムを使った学

習を指示し評価を行った．この検証実験では，図形依

存性，回転方向依存性の観点による試行を重ねたとき

に，解答時間が短縮される(6)ということから，メンタル

ローテーション能力の向上を考察した． 

被験者は理系の大学生，大学院生 15 人( A ~ O) であ

り，15 人を 3 グループに分けて実験を行った．各グル

ープの被験者が用いたシステムの条件について以下の

表 2 に示す．被験者 A ~ E の 5 人を，提案システムを

用いるグループ 1，被験者 F ~ J の 5 人を，問題の提示

と解答の正誤判定のみを行うシステムを用いるグルー

プ 2，被験者 K ~ O の 5 人を，指で画面をスワイプし 

①

仮想物体

出題された問題 コントロール
マーカ

解答入力
ボタン
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表 2 各グループの被験者が用いたシステムの条件 

グループ 問題の提示 物体の操作 正誤判定の

提示 

1 ○ AR マーカ ○ 

2 ○ ― ○ 

3 ○ 指 ○ 

 

 

図 10 グループ 3の被験者が使用するシステムの画面 

て物体を操作することで学習を行うグループ 3 とした．

各グループが使用するシステムにおいて，問題の提示

と正誤判定の表示を行う．図 6 のように問題が出題さ

れるので，学習者は出題された問題に対して解答を行

い，正解した場合はその問題への解答を終了し，次の

問題へ学習を進める．不正解の場合は，再度解答を入

力する．グループ 1 のシステムは，第 3 章に述べた提

案システムを用いる．システム画面は図 3 に示したと

おりである．グループ 2 のシステムでは，問題が出題

された後，学習者が解答を入力し正誤判定がフィード

バックされる．グループ 3 のシステムは，予想入力は

グループ 1 のシステムと同様だが，その後の学習の仕

方が異なっている．グループ 3 の被験者が用いるシス

テムの学習時の画面を図 10 に示す．図 10 のように，

出題された問題は画面の左上部に表示され，学習者は

画面に表示されている問題と画面上の仮想物体を確認

しながら解答を行う．画面上の仮想物体に触れ，動か

したい方向に指を滑らせるフリック操作によって仮想

物体を回転させることが出来る．学習者が問題に解答

した後もグループ 1 のシステムと同様に正誤判定のフ

ィードバックを返す． 

検証ではまず事前アンケートとして，全ての被験者

に数学や空間図形に対するアンケートを実施した．表

4 に事前アンケートの項目を示す．この 4 項目につい

て全ての被験者に 1～5 の 5 段階で解答させた．その

後事前テストとしてメンタルローテーションの問題を 

表 3 出題した問題例 

問題例 図形 

 

1 

 

 

2 

 

 

表 4 事前アンケートの項目 

番号 項目 

Q1 数学が好きか 

Q2 数学が得意か 

Q3 空間図形が好きか 

Q4 空間図形が得意か 

 

表 5 事後アンケートの項目 

番号 項目 

Q1 図形の把握しやすさ 

Q2 形状の把握しやすさ 

Q3 解答確認のしやすさ 

Q4 操作のしやすさ 

Q5 主体的に学習できるか 

Q6 自由記述 

 

20 問解答させた．出題した問題例を表 3 に示す．この

ように構成する立方体の数を変えた図形を 20 個用意

し，それぞれの図形について問題を出題した．その際

に，1 問あたり 20 秒の制限時間を設けた．なお，学習

者が何も入力を行わず 20 秒経過すると自動的に次の

問題に進む． 

そして，事前アンケートと事前テストの結果を元

に，数学や空間図形に対する意欲，事前テストの平均

点にグループ間で大きな差が出ないようグループ分け

を行った．その後各グループに割り当てたシステムを

用いて学習を行わせた．システムを用いた学習の後，

出題された
問題

解答入力
ボタン

仮想物体
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事前テストと同様の問題を解かせた．この際も，事前

テストと同様に，1 問あたり 20 秒の制限時間を設け

た．その後，事後アンケートとして学習のしやすさや

操作性について解答させ，システムを使用した感想な

どを記述させるアンケートを行った．表 5 に事後アン

ケートの項目を示す．これらの項目について，グルー

プ 1 とグループ 3 の被験者は全ての問題について，グ

ループ 2 の被験者は Q2 と Q3 以外の項目について 1

から 5 の 5 段階で解答させた．図 11 に各被験者の事

前テストと事後テストの正答数を示す．また，図 12

に各被験者の事前テストに対する事後テストの正答数

の増加率を示す．グループ 1，グループ 3 は全被験者

が，正答数が増加したのに対し，グループ 2 の被験者

は 3 人しか正答数が増加しなかった．残りの 2 人の被

験者のうち，1 人は正答数が増減せず，もう 1 人は正 

答数が減少した．これらのことから，主体的な操作を 

 

図 11 各被験者の正答数 

 

図 12 各被験者の正答数の増加率 

表 6 カテゴリ分け 

カテゴリ 回転角 

カテゴリ 1 Z 軸に関して 90 度 

カテゴリ 2 X 軸に関して 90 度 

カテゴリ 3 X 軸に関して-90 度 

カテゴリ 4 Z 軸に関して-90 度 

カテゴリ 5 Z 軸に対して 180 度 

 

伴って学習を行うことが，メンタルローテーション能

力を向上させる可能性があると確認できた． 

一方で，出題した 20 問についてカテゴリ分けを行っ

た．その結果を表 6 に示す．今回は図形の回転角度に

注目しカテゴリ分けを行った．2 つの物体が同じ物体

であることを認識するのに必要な時間は，2 つの物体

の描写された向きの角度差によって直線的に増加する

関数(5)であると指摘されているため，2 つの図形の角度

差が大きいほど頭の中で図形を回転させる角度も大き

くなると考えられる．そのため，このカテゴリ分けは，

問題の難易度と関係していると考えられる． 

各グループにおけるカテゴリ別の考察結果に関して

は，図形の回転角が大きいほど，主体的な操作を伴っ

た学習を行ったグループ 1，グループ 3 がメンタルロ

ーテーション能力の向上を見込めるが，その点に関し

ては，現在分析中である． 

5. まとめと今後の課題 

中学校数学の単元では，展開図や投影図，回転体の

見取り図などが扱われており，これらの空間図形の問

題を解くための能力としては，空間認知能力やメンタ

ルローテーション能力が考えられる．メンタルローテ

ーション能力は空間図形を解くための重要な能力の 1

つであり，メンタルローテーション能力が欠如してい

ると，空間図形の問題を解くことが困難になると考え

られる． 

そこで本研究では，学習者の主体的な操作を可能に

するため，立体的な AR マーカを用いたメンタルロー

テーション課題の学習支援システムを構築した．スマ

ートフォンと立体的な AR マーカを用いて仮想空間内

の空間図形を操作可能としたことにより，学習者の主

体的な操作を実現した．検証実験では，提案システム

0
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を使用して学習を行うグループと，正誤判定のみを得

て学習を行うグループと，指で画面上の仮想物体に対

してフリック操作を行って学習するグループで，学習

効果や図形の把握しやすさに違いがあるかについて比

較検証を行った．検証実験において，主体的な操作を

伴った学習を行ったグループ 1，グループ 3 は全被験

者が，正答数が増加したが，グループ 2 の被験者は 3

人しか正答数が増加しなかった．残りの 2 人の被験者

のうち，1 人は正答数が増減せず，もう 1 人は正答数

が減少した．これらのことから，主体的な操作を伴っ

て学習を行うことが，メンタルローテーション能力を

向上させる可能性があると確認できた． 

今後の課題としては，出題される問題において，図

形の回転角度と学習効果の相関を明確にすることや，

主体的な操作を伴うことによった学習効果の検証など

が挙げられる．また今後は，継続的な検証を行い，長

期的に学習を行ったときに学習効果が見られるかを確

認する必要がある． 

なお，本研究の一部は科学研究費補助金基盤研究

C(No.15K01084)による． 
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視線情報を活用したメタ認知的学びの長期実践 

荻野 了，林 佑樹，瀬田 和久 
大阪府立大学大学院 人間社会システム科学研究科 

Practicing Metacognitive Learning Method 

Based on Eye-movements Information  

Ryo OGINO, Yuki HAYASHI, Kazuhisa SETA 
Graduate School of Humanities and Sustainable System Sciences, Osaka Prefecture 

University 

In our previous study, we confirmed that learner’s and expert’s eye-movement information during critical reading 

of the learner’s own paper contributes to enhancing learners’ metacognitive inference activities (MIA) and their 

awareness of metacognitive knowledge. In this study, we embedded our metacognitive learning method into daily 

lab-activities in order to sustainably promote learners’ MIA. This metacognitive learning design has been 

continuously employed in our laboratory for more than 3 months. Practicing results showed that learners’ MIA were 

continuously promoted. In addition, in the correction activity of learners’ minutes based on their MIA, we confirmed 

that learners applied metacognitive knowledge in their thought.  

キーワード: 視線情報，メタ認知的学び，長期実践，研究活動 

1. はじめに 

メタ認知スキルを発揮する際に参照されるメタ認知

知識は，学習者自身が認知活動とその結果により構築

することが望ましいとされており(1)，メタ認知知識を

いつ，どこで発揮すべきかを学習者自身が主体的に考

えることが重要であると言われている(2)． 

これまで我々は，学習者と指導者が共同的に文章を

産出する学術論文の実執筆機会に着目し，学習者が記

述する論文を学習者自身とそれを指導者が批判的読解

する際に伴う視線情報を呈示することで，指導者のメ

タ認知活動を学習者が推察する活動（メタ認知的推察

活動）を促し，メタ認知知識に発見的に気づくことを

目的とした学習の枠組みを提案している．その学習の

枠組みに基づき，視線情報の総量の差異や視線遷移の

プロセスといった質の異なる情報を呈示することで，

学習者のメタ認知的推察活動が促されることを先行研

究を通じて実験的に確認している(3)． 

メタ認知スキルを育成するためには，メタ認知知識

を適用する実践の場が必要であると言われており(4)，

その際，学習者の思考文脈に入り込んだ個別性の高い

指導の必要性が指摘されている（5）．しかし，我々の先

行研究のような学習者自身の思考が表出化された文章

を教材化し，メタ認知知識の適用を促すメタ認知的な

学びの場を，学習者・指導者双方に持続可能な形で実

現することは困難である． 

そこで本研究では，我々がこれまで確認してきた実

論文執筆といった特有の機会における学習者のメタ認

知的な学びを，日常的な研究活動に組み入れ可能な形

でデザインした学習の枠組みを提案し，研究活動の文

脈で 3ヶ月間，継続的に実践した結果を報告する． 

実践結果の検討にあたり，継続的に運用することが

可能か，研究を前進させるといった研究活動本来の目

的を阻害しない形で継続できるかといった実用的な学

習デザインであるかの観点や，継続的な実践により，

学習者の主体的かつ発見的なメタ認知的推察活動が促

進されるか，学習者のメタ認知的意識の向上に寄与す

るかといった学びの質の観点から評価する． 
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2. 研究活動におけるメタ認知的学び 

2.1 実論文執筆機会におけるメタ認知的推察活動を

促す学習の枠組み 

先行研究では，論文執筆機会におけるメタ認知的知

識の学習スキームを提案した．そこでは，学習者(論文

執筆者)と指導者が執筆論文を批判的に読解する際に

伴う視線情報を，我々の視線情報可視化システム（3章

で概説）で呈示することで，直接的な教示をせずとも

自らの力でメタ認知知識に発見的に気づく効用を確認

している(3)． 

メタ認知知識に発見的に気づくためには，学習者の

思考文脈が表出化された教材を扱うことが望ましい．

そのため，先行研究の学習機会として，これ以上修正

を見出せなくなるまで学習者自身で十分推敲した自作

論文を教材としている．一般に自作論文は，学習者と

指導者が議論を通して記述すべき内容を共有し，その

内容を論理的整合性ある形で記述することが求められ

る．論理的な記述の求められる文章を読解する際，学

習者は批判的読解を行うことの重要性が指摘されてお

り(6)，特に学習者が自身の自作論文を指導者に提出す

る直前に読解する際には，記述すべき内容が十分か，

論理的整合性がとれているか自身の論文を批判的に読

解する活動が求められる．一方の指導者も，議論した

内容，論点が表れているか，それが論理的整合性のあ

る形で論じられているかなどを批判的に読解する必要

がある． 

そこで，メタ認知活動の一端が批判的読解に伴う視

線情報に反映されるという研究仮説を立て，学習者が

十分推敲した自作論文を学習者自身が最後に批判的読

解する際に観測される視線情報と，指導者がその論文

を初めて読解する際の視線情報を活用している．多様

な解釈が可能な視線情報を刺激として与えることで，

十分推敲したと考えている学習者の思考を揺さぶり，

学習者の発見的な学びを促進することを狙いとしてい

る． 

2.2 研究活動における日常的なメタ認知的学びの教

材 

本研究では，我々がこれまで確認してきた実論文執

筆といった特有の機会における学習者のメタ認知的な

学びを，日常的な研究活動に持続可能な形で組み込ん

だメタ認知的推察活動を促す学習活動の枠組みを提案

する．日常的な研究活動に持続可能な形で，メタ認知

的推察活動の発揮の場を与えるためには，学習教材，

視線情報取得のタイミングをどのように設定すること

が学習者の主体性を引き出し，発見的学びを促すこと

につながるかを考える必要がある． 

日常的な研究活動における文章産出の機会として，

研究ミーティング（以降，研究 MT）の場での進捗報

告資料や，研究 MT後にリフレクションの一環として

議論内容を記述する議事録が挙げられる．研究 MTの

前に準備する資料には，学習者が新たに調査した内容

や考察している内容をまとめて提案するといった学習

者専有の内容が記載されるため，学習者と指導者の思

考の共有度は議事録に比べて相対的に低いと考えられ

る．一方の議事録は，一般的には議論の内容が簡潔に

まとめられた形のものを想像するが，研究 MTは知識

創造活動であり(7)，その議事録においては，議論内容

の過程や結果だけでなく，学習者自身がどのように議

論を捉え，考えるのかといった学習者自身の主観的な

意見を残すことの重要性も指摘されている(8)．さらに，

リフレクションとしての要素が強い議事録では，議論

を受けて自分自身がどのような気づきを得たのかとい

った振り返り内容が記述されることも期待される．そ

こで，学習者と指導者の思考の共有度が高く，学習者

の思考文脈が表されている研究MTの議事録をメタ認

知的学びの学習教材に設定する． 

学習者と指導者の議事録に対する視線情報を取得す

るタイミングとして，先行研究と同様に，学習者が納

得いくまで推敲し，指導者に提出する直前の批判的読

解活動と，指導者がそれを初めて批判的に読解する状

況に見られる視線情報を計測する．これらの学習者と

指導者の視線情報に基づき，視線情報可視化システム

を用いて，視線情報を呈示することで，学習者の主体

的なメタ認知的推察活動を研究活動プロセスにおいて

継続的に促すことを狙いとしている． 

2.3 日常的な研究活動におけるメタ認知的推察活動

を促進する学習サイクル 

図 1に研究MTの議事録を機会としたメタ認知的推

察活動の学習活動サイクルを示す． 
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(1) 研究 MT：研究遂行した内容をまとめた資料を作成

する．その資料をもとに，研究 MTの場で指導者

と議論し，思考(知識創造プロセス)を共有する． 

(2) リフレクションとしての議事録の記述：研究 MT

後，学習者は議論で共有した内容や結果とともに，

自身の主観的な意見や学習者自身の振り返りを

議事録として記述する．議事録を推敲していく過

程で，記述した内容と議論内容，学習者自身の思

考を振り返り，理解しきれなかったところや重要

な点について思考を巡らせ理解を深める． 

(3) 学習者の批判的読解活動：十分に吟味して記述し

た議事録について，記述した内容と議論内容に齟

齬が生まれていないか，議論内容の理解そのもの

に間違いがないか，自身の主張や意見を反映でき

ているか，あるいは，思考の誤りに気づいたとい

った学習者自身の振り返り記述に間違いがない

か批判的に読解する．学習者が十分に推敲し修正

点がないと判断したタイミングで批判的読解の

視線情報を取得する． 

(4) 指導者の批判的読解活動：議事録を指導者が初め

て読解する際に見られる視線情報を取得する．こ

こでは，記述内容と議論内容との整合性を確認す

る活動や，記述内容から学習者の理解や主張を判

断する活動のプロセスが遂行される．これに伴う

視線情報を取得した後，学習者の学びを促進する

ために，議事録に対する指導者のフィードバック

(発話情報)を記録する．  

(5) メタ認知的推察活動：(3)(4)で取得した視線情報に

基づき，学習者，指導者が注視する文章の差異や

その読解プロセス情報（3 章）をメタ認知的推察

活動の刺激として学習者に呈示する．これらの視

線情報を手がかりとしたメタ認知的推察活動を

通して，「指導者が注目（注視）している用語は曖

昧な意味となり違和感を覚えているのではない

か？」や，「この部分（自分が書いた内容）を指導

者が繰り返し読んでいるのは，議論した内容（本

 
図 1：研究 MT の議事録を機会としたメタ認知的推察活動の学習活動サイクル 

－41－



来書くべき内容）と異なっているからではない

か？」といった指導者のメタ認知活動を学習者が

主体的に推察する． 

(6) 議事録の修正活動：このような視線情報による主

体的なメタ認知的推察活動に基づき，学習者は自

身の議事録の修正活動（メタ認知的コントロール）

に取り組む．修正活動の過程で，議事録を吟味し，

自身の思考を再度整理することで，議論内容の理

解を深める．この修正活動後に，指導者からのフ

ィードバックを与えることで，研究活動，学習者

の議論内容の理解の促進を図る．このような実践

を踏まえ，次回の研究 MTに備える． 

以上のメタ認知的な学習活動の継続的な実践により，

学習者のメタ認知的な意識の底上げを狙いとした学習

デザインとなっている． 

3. 視線情報の計測・可視化システム(3) 

3.1 視線計測ツール 

視線の計測は，ディスプレイ設置型のアイトラッカ

(9)を用いた GUI アプリケーションとして構築してい

る．テキスト形式で入力された文章を統語解析エンジ

ンの CaboCha(10)により統語的な単位で分割し，各文

章オブジェクトに視線の注視対象となる関心領域を付

与する．これにより，視線が関心領域に入った・出た

という情報をアイトラッカで検知し，文章オブジェク

トの ID，ミリ秒単位の注視時間，文章オブジェクトの

文字数がログファイルとして出力される． 

3.2 ヒートマップ対比ビュー 

図 2 にヒートマップ対比ビューを示す．文章読解に

おける学習者／指導者が，どの文章を重点的に読解し

たのかどうかを赤の濃淡で表現する可視化手法である．

各々のヒートマップを対比して表示することで，自身

は注目していないが，指導者は注目している箇所など

を比較できるようになり，「自分よりも指導者が注視し

ている文章は，主体と客体の関係に違和感を感じてい

るのではないか？」といった注視総量の差異への気づ

きを起点としたメタ認知的推察活動を誘発することを

狙いとしている． 

3.3 視線遷移の可視化ビュー 

図 3 に視線遷移の可視化ビューを示す．文章読解に

おける視線の遷移を文章オブジェクトごとの停留時間

に応じて背景をハイライトすることで，指導者の批判

的読解に伴う視線（読解）のプロセスを再現する可視

化手法である．指導者の視線の遷移を呈示することで，

文章前後の確認活動や読み直し，指示語の確認といっ

た，指導者がどのように読解したのかという読解過程

を確認することができるようになり，「指導者は指示語

が指す内容を入念に返り読みしており，前後の文の意

味的整合性が担保されているか？」といった，指導者

のモニタリング過程の観察を起点とした学習者のメタ

認知的推察活動を誘発することを狙いとしている． 

4. メタ認知的推察活動の習慣的な実践 

先行研究において有用性を確認した視線情報を活用

したメタ認知的学びの枠組みを，研究室での真正な研

究活動に持続可能な形で組み入れ可能か，またその効

用を確認するため 3ヶ月にわたる実践を試みた． 

図 2：ヒートマップ対比ビュー 

図 3：視線遷移の可視化ビュー 
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4.1 実践者と教材 

学習状況：教員 2名，教員と同じ研究室の大学生 4名，

大学院生 6名を「学習者」とし，教員 2名の内の 1名

を「指導者」，もう 1名をこの学習スキームの「評価者」

として設定した．  

学習教材：研究 MTのリフレクションとして記述され

る各自の議事録に視線情報を付与したものを学習教材

とした．文字数は，500〜3500文字以内であった． 

4.2 メタ認知的推察を促す課題 

図 1に示した日常的な研究活動における学習者のメ

タ認知的推察活動の促進を狙いとした学習サイクルに

従って，継続的に実践を行う．表 1に学習者が取り組

む実践課題と，評価者に取り組ませた評価課題を掲載

する． 

Q1：学習者自身と指導者の視線情報に基づくヒートマ

ップ対比ビュー（図 2）を確認しながらメタ認知的推

察課題（Q1）に取り組む． 

Q2：視線遷移の可視化ビュー（図 3）に呈示される指

導者の視線情報を観察しながら，Q1と同様，さらなる

メタ認知的推察課題（Q2）に取り組む． 

Q3：Q1，Q2の課題におけるメタ認知的推察活動に基

づき，学習者自身が記述した議事録を修正し，その修

正理由を回答する．これ以上修正点の見出せないと判

断した議事録であっても修正点が見出せること，その

起点としてのメタ認知的推察活動の重要性を認識させ

ることを意図する課題である． 

以上の一連の課題に取り組むサイクルを 2017年 10

月中旬から，2018 年 1 月後半にかけて継続的に実践

した． 

4.3 実践者に与える評価課題 

この継続的な実践を実用性とメタ学習スキームとし

ての有用性の観点から評価する．以下の指導者による

評価と Metacognitive Awareness Inventory (MAI)(11)

による評価を行う． 

評価者による評価活動：修正前後の議事録をランダム

に議事録α・議事録βとして設定し，評価者にその質

をブラインド評価させた．その際，0.5点間隔の 10段

階で採点し，議事録α・βの評価に差がある場合には，

一方を良いと判断した理由を記述し（Q4），さらにそ

の後，学習者の修正理由を読み，それが有意味である

かどうかを評価させた（Q5）． 

Q4 は，視線情報の呈示によるメタ認知的推察活動

により，学習者が新たに見出した修正が有意味である

か客観的な判断を要求する課題になっている． 

Q5 は，メタ認知的推察活動により産出したメタ認

知知識が，有意味なものであるかを判断する課題にな

っている． 

4.4 MAI によるメタ認知的意識の変容評価 

3ヶ月の継続的な実践により，メタ認知的意識の変容

がなされたか確認する目的で，学習者 10名に対し，実

表１：学習者が取り組む課題と評価者への質問項目 

対象 課題 課題番号 問いの内容 

学
習
者 

メタ認知的 

推察課題 

Q1 
（ヒートマップ対比ビューを見て）指導者は何を確認したと思い

ますか？ 

Q2 
（視線遷移の可視化ビューを見て）指導者は何を確認したと思い

ますか？ 

修正課題 Q3 文章の修正理由を記述してください 

評
価
者 

議事録評価課題 Q4 

議事録αと議事録βをそれぞれ 10段階で評価してください． 

議事録α・βの評価に差がある場合には， 

どちらの議事録が良いか理由を記述してください 

メタ認知知識 

評価課題 
Q5 

学習者の修正理由として， 

良いと思うものにチェックしてください 
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践前の 2017年 10月 17日と実施後の 2018年 1月 24

日に，MAIに回答させた．MAIは，全 52項目からな

る成人のメタ認知的な意識の測定尺度である．メタ認

知的知識の側面の「宣言的知識」「手続き的知識」「条

件付き知識」の 3領域と，メタ認知的活動の側面の「プ

ランニング」「情報処理方略」「モニタリング」「修

正方略」「評価」の 5領域からなる全 8領域を測定で

きる．本研究では，阿部らにより日本語に翻訳された

ものに 6件法で回答させた(12)． 

4.5 実践結果の考察 

表 2に学習者毎のメタ認知的推察活動の実施日と実

施総数を示す．総実施回数は 3 ヶ月で 48 回であり，

学習者毎の平均実施回数は 4.8回，最小実施数は 2回，

最大実施数は 9回であった． 

表 3に各プロセスにおける平均所用時間を示す．議

論内容に応じて，議事録の作成に要する時間は変わる

が，平均的に学習者が一連のプロセス（P1，P2，P3，

P5，P6）に要する平均時間は約 3時間 15分，指導者

は議論時間も含め学習者１人あたり約 40分（P1，P4）

であった．学生および指導者に負荷について確認した

ところ，学習者からは，「議事録作成に要する負荷は低

くはないが，研究遂行上の支障はなく，議論したこと

や自分自身の研究内容を整理する上で有意義である．」，

指導者からも，「議事録の確認は各自の理解を把握でき

る意味があり，視線情報の測定に伴う負荷はない．」旨

の回答を得た． 

表 4に Q1, Q2, Q3における学習者全体の平均記述

数，および Q4 における修正前と修正後の議事録評価

の平均点を掲載する．Q1, Q2のメタ認知的推察課題に

おいて，平均 Q1:3.27 個，Q2:2.81 個の回答があり，

Q1，Q2 ともに推察内容が何も記述されないことは 1

度もなかった．これは，ヒートマップ対比ビュー，視

線遷移の可視化ビューの観察が，メタ認知的推察活動

を刺激していることを示唆している．また，今回の実

践では，ヒートマップ対比ビューにより視線情報を呈

示した後に，視線遷移可視化ビューを呈示した．視線

遷移可視化ビューの呈示により，さらにメタ認知的推

察活動が促されることがわかったことは興味深い． 

さらに，Q3 のメタ認知的推察活動に基づく修正課

題において，平均 2.57個回答があり，修正内容が何も

記述されていないことは 1度もなかった．これは，十

分に推敲したつもりの議事録であっても，視線情報の

呈示により，メタ認知的推察活動が刺激され，修正点

が見出されていること，すなわちメタ認知的コントロ

ール活動が喚起されていることを示唆している． 

評価者による Q4 の議事録評価において，それぞれ

の議事録の平均点は，修正前:6.84 点，修正後:7.38 点

であり，継続的に実践を行なった学習者 10名の内，9

名の学習者の議事録評価の平均点が上昇していた．ま

表 2：学習者毎の実施日と実施総数 

 学習者 

実施日 A B C D E F G H I J 

10/24  ○  ○       

10/27 ○       ○ ○ ○ 

10/31   ○    ○    

11/07 ○ ○    ○ ○   ○ 

11/14    ○  ○ ○    

11/21    ○  ○ ○    

11/24        ○   

11/28      ○ ○    

12/01     ○   ○ ○ ○ 

12/19   ○   ○ ○    

12/22     ○   ○   

12/26  ○    ○ ○  ○  

1/12 ○       ○ ○  

1/16  ○  ○  ○ ○   ○ 

1/19        ○ ○  

1/23   ○   ○ ○    

総数 3 4 3 4 2 8 9 6 5 4 

 

表 4：Q1, Q2, Q3 の平均記述数と 
実践前後における Q4 の平均点 

 Q1 Q2 Q3 Q4 
(実践前) 

Q4 
(実践後) 

値 3.27個 2.81個 2.57個 6.84点 7.38点 

 

表 3：各プロセスの平均所要時間 

 P1 P2 P3 P4 P5/P6 
平均 

所要時間 30分 2時間 5分 10分 40分 
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た，評価者が修正後のものを良いとした回数は 48 回

中 33 回（約 69%）であった．議事録の修正前と修正

後の評価に差があるか検討するために，t 検定を行な

った．結果，修正前の議事録よりも修正後の評価の方

が，有意に得点が高いことが示された (t(47)＝6.75, 

p<.01)．  

表 5に，学習者の修正理由(Q3)について，評価者が

有意味と判断したメタ認知知識(Q5)の一部を掲載する．

これは，主語，述語の関係性の修正，議論内容や自身

の考えで不足していた内容を追加する修正，冗長な論

旨を端的に修正するといった内容の修正理由が挙げら

れていた．継続的な実践の中で，評価者が有意味と判

断したこのような修正理由が 126個中 83個（約 66%）

あり，全ての学習者から 2つ以上産出されていた． 

これらの結果から，自分なりに十分推敲を行なった

つもりの議事録に対して，学習者と指導者の批判的読

解における視線情報を呈示することが，学習者の主体

的なメタ認知的推察活動を促し，学習者が発見的にメ

タ認知知識に気づくことを確認した．さらに，メタ認

知的推察活動を継続的に実践する中で，学習者自身が

自分で発見したメタ認知知識を適用するようになって

いる可能性を確認した． 

表 6 に MAI におけるメタ認知的知識の側面の「宣

言的知識」「手続き的知識」「条件付き知識」の 3領

域と，メタ認知的活動の側面の「プランニング」「情

報処理方略」「モニタリング」「修正方略」「評価」

の 5領域の平均点を示す．継続的な実践の前後で，メ

タ認知知識の領域の宣言的知識の側面において有意な

差が認められた(t(9)＝2.09，p＜.05)． 

以上の結果を総括すると，日常的な研究活動に持続

可能な形でメタ認知的推察活動を促す学習サイクルを

組み込み，真正な研究活動において 3ヶ月間の間，継

続的に実践できることを示せたことは一つの成果であ

ると考えている．その上，学習者の主体的なメタ認知

的推察活動を継続的に促し，メタ認知知識への発見的

な気づき，その適用を促す可能性が示唆された． 

加えて，学習者の記述する議事録の評価が相対的に

上昇していることや，MAIの結果から，このような継

続的な実践が，学習者のメタ認知的意識の向上に寄与

する可能性があることが示唆された． 

5. まとめと今後の課題 

本研究では，我々がこれまで確認してきた実論文執

筆といった特有の機会における学習者のメタ認知的な

学びの枠組みを，日常的な研究活動に持続可能な形で

メタ認知的推察活動を組み込んだ学習サイクルを提案

し， 3ヶ月間にわたる真正な研究活動において継続的

に実践を行なった． 

今後は，研究活動という真正な学びの場では，メタ

認知的意識の向上に寄与する可能性がある要因は多数

存在するため，必ずしもメタ認知的推察活動の継続的

な実践による効果とは限らないことを考慮し，よりど

ういった働きかけが学習者に効果的に働いたか，学習

者の記述内容に踏み込んだ分析を行うことで，本学習

の枠組みの有用性を検討していくことが必要であると

表 5：学習者の修正内容例 

「タグや問いを考える」，「納得ゆくまで考える」，と

いう文章の主語述語が不明瞭で何を伝えたいかわかり

づらかったため	

私自身がどのように今回のミーティングを受け止めて，

次回どのようなことをしようとしているのかが全く不

明瞭になっていると感じたので，全体的に書き直した	

「この実験で何を明らかにしたいのかを意識して考察す

る必要がある」という記入内容では，あいまいな点が多

かったので，具体的にどう意識して考察していくかを記

入した	

文章のつながりとして冗長であるため、理解しにくかっ

たものを少しでもコンパクトにすることを意図した	

※「」内は議事録に記述されている内容を指す 

表 6： MAI の 8 領域における測定結果 

 
実践前 実践後 

平均 分散 平均 分散	

メタ認知 

知識 

宣言的知識 3.900 1.365 4.125 1.259 

手続き的知識 3.875 1.209 4.100 1.290 

条件付き知識 4.020 1.100 4.180 1.348 

メタ認知	

活動 

プランニング 4.271 0.741 4.457 0.934 

情報処理方略 4.370 0.993 4.350 1.088 

モニタリング 3.957 0.984 4.000 0.777 

修正方略 4.320 1.298 4.480 1.330 

評価 3.883 1.270 3.917 1.076 
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考えている． 
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空間を移動するには目的地へ至るルートを考え実際の空間にある情報と照らし合わせながら移動をする

ことが求められる．このような地図や記憶などの情報と現実空間の標識や建物などを対応づける能力を

本研究では空間移動能力と定義する．空間移動能力が乏しいと何度も同じ道を辿る，道に迷ってしまう

等の問題が起こりうる．この問題を軽減するには空間移動能力の向上が求められるが，その方法や支援

手法を考察する研究は少なく実際に能力の向上を支援する研究も見うけられない．空間移動には必ず空

間認知を伴うことから，本研究では空間認知研究の知見を用いて空間移動能力の向上支援を目指してい

る．これらの関連研究より空間情報処理過程と空間移動における課題についての知見を体系的にまとめ，

空間移動能力向上のための新たな学習モデルを作成した．このモデルに基づき，位置情報を利用した空

間移動能力向上支援システムの開発をした．本システムを用いた初期的な実験の結果，システムを利用

することにより大局的視点から現在地や方位への認識が促され，その結果として発達した認知地図が形

成されたことが確認され，空間移動能力への影響が示唆された． 

キーワード: 空間移動能力，空間認知，認知地図，認知地図の形成過程 

1. はじめに 

我々は空間を移動する際に，様々な情報を手がかり

にしている．情報には周囲の景色や道の形などのその

場で獲得する情報や，眺めた地図や過去の経験といっ

た記憶情報が含まれる．昨今ではスマートフォンやタ

ブレット端末などから，リアルタイムで位置情報を得

ることも可能である．今や，デジタルデバイスを片手

に画面を眺めながら，GPS ナビゲーションツールの位

置情報に従って移動する人は見慣れた存在である． 

しかし，移動プロセスでの発見を目的とした探索的

移動を目的とする場合や，屋内を通り地図にはない近

道を利用する，天気による路面状況を考慮するなどの

効率や状況の変化に対応した応用的移動を行う場合，

提示されたルートに従って移動を行うことを前提とし

たナビゲーションツールの利用は馴染まないことが指

摘されている(1)．また，ナビゲーションを利用した場

合，利用しなかった場合と比較して，本来自然に見つ

けられるはずの近道や目印に気づかないといった，空

間要素の記憶量が少ないこと，情報収集に関する歩行

特性を変容させる効果が検証されており(2)人間と実空

間の直接的な相互関係を希薄にする可能性が示唆され

ている(3)． 

空間を移動するためには，現在地を把握することが

重要であり(4)，この把握には現在地の推測や確認とい

った心的努力が求められる(5)(6)．さらに移動時には位

置関係を推察し確認することや，方向を把握しようと

推察する心的努力も求められる．目的に対して最適な

ルートを策定するためには，移動に伴い変化する環境

の中で心的努力により獲得した様々な情報を処理して

ルートを同定する能力が求められる．本研究では，こ

の能力を空間移動能力と定義する．この空間移動能力

は，どのような目的の空間移動においても利用される
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ことが知られている(7)(8)． 

空間移動能力には個人差がみられ，能力差や能力の

傾向を分析し解明することを目的とした研究は多分野

に渡り存在している．一方で，この能力の向上を目指

し，向上の効果を検証するような研究は見うけられな

い．通常のナビゲーションシステムは情報が過多に示

されており利用者の推察や確認を必要としないことか

ら空間移動能力の向上を目的として利用するツールに

は適していないと考えられ，能力の向上に適した学習

ツールは見うけられない．そこで本研究では，空間認

知に関連する研究を概観し，これらの知見を基礎とし

た学習活動モデル（空間移動能力学習モデル）を提案

する．さらに，モデルに基づく学習支援ツールをタブ

レット端末アプリケーションとして開発し，空間移動

能力の学習効果を検証する． 

2. 先行研究に基づく認知地図形成過程の理

解 

空間認知能力は空間移動に必須の能力である．空間

認知により空間を適切に把握，認識できていない場合，

目的地への移動が困難になる(9)．したがって，空間移

動能力には，空間を認知する空間認知能力が影響する

と考えられる．本研究では空間認知研究の知見に基づ

き，空間移動能力の向上を目指した学習活動を考案す

る． 

空間認知研究において，外界の対象間の位置関係を

記述する脳内表象は「認知地図」と呼称される(10)．空

間認知の研究は多分野に渡り，認知地図という言葉は

広く用いられているが，心内における地図のような役

割を持つもの，という比喩的で曖昧性を持つ言葉であ

る．本研究においては，「日常の大スケールの物的環境

の特性や構成要素に関する心的表象で，短期記憶と長

期記憶の内部構想によって支えられるもの」(11)という

定義を採用する． 

2.1 認知地図の形成過程 

認知地図は移動行動や物理的地図の観察，道案内な

どの会話を通して形成される．若林は認知地図形成過

程を図 1 に示す，①環境との接触，②符号化，③貯蔵，

④復号化，⑤再生と利用，⑥変容という 6 つの情報処

理過程としてまとめている(11)．図 1に示されている環

境とは物的環境を指す．認知の段階では①環境との接

触には直接的接触と間接的接触があり，これにより形

成される知識は異なるが②符号化が行われ，抽象的ま

たは無意識的知識として③貯蔵される．行動の段階で

は貯蔵された認知地図を⑤再生し利用する．⑤利用さ

れたことにより，再び環境と接触することで新たな情

報を獲得することで認知地図は⑥変容する．  

2.2 認知地図の形成方法 

空間認知研究では，認知地図を自由描画によって外

在化した認知地図の表象の形態は，「ルートマップ」，

もしくは「サーヴェイマップ」の 2 種類に分類される

(5)(9)(10)．主に移動行動によって形成されるルートマッ

プは，移動行動から得られる地理空間情報によって形

成される認知地図の表象であり，身体活動を伴う暗黙

的な性質をもち通常意識されることはないが，経路探

索において不可欠な道順の知識である(11)．対して，物

理的な地図を観察して獲得される情報である配置的知

識によってサーヴェイマップは形成される(12)．配置的

知識は，直接移動できない地点間の間接的関係を含み，

経路探索を促進する，新しいルートを開発するための

必要条件となる知識である(11)． 

知識の獲得の順序には諸説あるが，認知地図の発達

の最終段階は配置的知識を表現したサーヴェイマップ

であるという考えが，今日では一般的である(11)．そこ

で本研究では，空間移動能力の向上に資する要因とし

て，サーヴェイマップ的な認知地図の形成能力を高め

るための学習活動を考える． 

 

図 1: 情報処理過程としてみた認知地図形成

過程の概念 ((11)を基に筆者が作成) 
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2.3 空間移動に求められる情報の獲得過程と方略 

空間移動に必要な情報がいつ獲得されどのように作

用するかに関して，若林は活動プランを立てのその実

行過程における相互作用に関する概念を示している

（図 2）(11)．移動行動を計画するときにはメディアや 

認知地図などから情報を獲得することが求められる．

計画を実行するときには，プランに含まれる情報と移

動時に直接観察することで獲得される情報を対応づけ

ながらプランを実行する必要がある．なお，この時獲

得される情報の種類として建造物や看板，道路の形状

などの静的なランドマークに着目することで，経路認

知や位置理解が促進されることが分かっている(11)． 

また，目的地を目指した経路探索における方略的な

知識は，正確な地図学習をもたらすことが明らかにさ

れている(13)．その 1 つとしてより実現が容易と思われ

るサブゴールを設定し実現していくという方略が明ら

かにされている(14)． 

3. 空間移動能力の学習モデルとこれに基づ

く支援システムの開発 

3.1 空間移動能力の学習モデル 

 2.1 節で述べた認知地図形成過程において，情報が

どのように獲得されるのか，獲得した情報をどう扱う

のかという 2.3 節で述べた活動プランに関する知見に

基づき，空間移動能力を向上させるための学習活動モ

デル（空間移動能力学習モデル）を提案する． 

 図 3 に空間移動能力学習モデルを示す．本研究では

以下の 3 つの学習活動を支援することを設計指針とし

ている． 

1. 物理的な地図から正確なサーヴェイマップ的認知

地図の形成を促す 

2. １で形成されたサーヴェイマップ的認知地図を実

際の空間環境と対応させる空間移動を実践するこ

とにより，ルートマップ的認知地図の形成を促す 

3. 1，2 で形成されたイメージを統合させ，認知地図

の内面化を促す 

3.2 学習フロー 

前章で提案した学習指針に基づき，取り組む学習活

動とフローを提案する．空間移動に必要とされる情報

の獲得過程（図 3）に基づき，「移動計画」（Planning），

「移動計画の実行（Moving）」，「内省（Reflection）」

という 3 段階の構成で学習を支援する． 

3.2.1 第 1 段階: Planning フェーズ 

第 1 段階では，学習者は移動計画を実践する．移動

計画活動により，学習者の地図の読解能力と，ランド

マークや位置関係，方位関係の情報を収集して適切な

経路を立案する能力の明示的な発揮の機会を提供する． 

3.2.2 第 2 段階: Moving フェーズ 

第 2 段階では，第 1 段階の移動計画立案で形成され

たサーヴェイマップ的認知地図に基づき，実空間での

移動を実践する．移動時の学習者に対して，認知地図

形成に有効な現在地の推測（現在地推測課題）と目的 

地への方位の推測（方位推測課題）を目掛けた心的努

力を促すことで，認知地図の形成と発達を目指してい

る． 

 

図 3: 空間移動能力学習モデル 

図 2: 活動プラン，情報の獲得，および定位

の相互作用に関する概念 (11)を基に作成) 
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3.2.3 第 3 段階: Reflection フェーズ 

第 3 段階では，学習者は第 1 段階で行なった移動計

画と，それを実行した第 2 段階の移動活動を振り返る． 

システムは振り返りを通して，それぞれの段階で形

成されたサーヴェイマップ的認知地図とルートマップ

的認知地図の内面化を促す． 

3.3 空間移動能力向上支援システム 

2.4 節で提案した空間移動能力学習モデルに則した

学習活動を実践するためのシステムを構築した．本研

究で開発したシステムは，移動時での利用を想定した

iOS アプリケーションとして実装されており，Apple

社の iPadや iPhone端末上で動作することを想定して 

いる．地図情報には Google Maps API を利用してお

り，学習者の認証と学習情報管理のためのデータベー

ス（Realm）を持つ． 

図 4 にシステムのインタフェースと，2.5 節で述べ

た学習フローの各フェーズとの対応を示す．第 1 段階

である移動計画活動を行うための Planning モード，

第 2 段階である課題を伴う移動活動を行うための

Moving モード，最後に振り返り活動を行うための

Reflection モードから構成されている． 

3.3.1 Planning モード 

図 4 における地図から作られた環境のイメージの作

成と，図 3 における移動行動プランの形成を目的とし

た，物理的な地図を利用した移動計画活動を行うモー

ドである．この活動を支援するために以下の 3 つの機

能を搭載している． 

(1) 目標地点マーカ設定機能 

第 2 段階におけるサブゴールを地図上に設定する

機能 

(2) ランドマークマーカ設定機能 

第 2 段階において移動の目印とするランドマーク

を地図上に設定する機能 

(3) 移動経路計画機能 

自身の移動経路を計画するためのルートを描画す

る機能．  

3.3.2 Moving モード 

移動プランに基づき，実空間での移動を行うモード

である．学習者に提示される地図は，移動を行う前に

学習者自身によって設定するレベルによって表示内容

の制限が異なる． 各レベルの学習目標として，以下の

3 項目を設定している． 

スタート/ゴール地点情報,     Planning 情報，     現在地推測課題情報， 

方位推測課題情報， 振り返り情報 

図 4: 学習フローとシステム図 
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(a) 道路や周辺情報，方位に基づく現在地の把握 

(b) 目印と道路を利用した現在地の把握 

(c) 目印とその位置関係を利用した移動 

各目標に対応する形で，レベル別に画面表示は以下の

付与情報が制限されたマップを提示し，各目標におけ

る困難性を段階的に切り分けている． 

A. 学習者の現在地表示アイコンを消去したマップ 

B. 学習者が設定したマーカ以外のマップの地物（建

物や文字情報など）を消去したマップ 

C. マップ表示を一切消去し，設定した目標地点マー

カやランドマークマーカのみが表示されたマッ

プ 

移動時に目的地に向かうためには学習者自身は，自

身がどこにいるかを意識することが必要である．これ

を陽に意識する課題として，現在地への意識を促すた

めの現在地推測課題を実施・記録する機能を実装して

いる．また，現在地から目的地の方位を推測すること

がサーヴェイマップの形成に有効であることから，方

位推測課題を実施・記録する機能も搭載している． 

推測課題の記録は，振り返りを行う際に自己の推測

を振り返るため，実際の正解データとともに保存され

る．同様の目的のもと，実際の移動経路の情報を記録

する GPS ロガーを実装した． 

3.3.3 Reflection モード 

Planning モードと Moving モードを通して形成さ

れた認知地図を外在化し，学習時に認知地図の形成に

資すると考えられる現在地や方位の推測結果を振り返

るモードである．  

学習者はサーヴェイマップ的認知地図をスケッチマ

ップとして自由描画により外在化することで，自身の

記憶や移動時の意識を振り返る．さらに表示された地

図上に移動経路を自由に描画することによりルートマ

ップも外在化する． 

外在化した認知地図のデータや，移動時の推測，推

測の正解データなどを比較し，当時空間移動に有効な

意識を持てていたかを内省する．学習者が 1 度行なっ

た移動活動を，後から再度振り返ることを可能とする

ため，行った振り返りの内容を記録している． 

4. 評価実験 

前章で述べた空間移動能力向上支援システムの利用

が，空間認知能力の向上に寄与するかの感触を得るた

めの初期的な実験を行なった． 

4.1 実験設定 

4.1.1 被験者 

大学生 6 名，大学院生 6 名の協力を得た．実験を行

う前に，被験者に方向感覚質問紙（15)を基にしたアンケ

ートを実施し，方位感覚の自己評価を得点化した．そ

れを基に被験者を得点に有意差のない 2 群に分けた．

一方は開発システムを用いる 6 名（G1：システム利用

群（男性 4 名，女性 2 名））であり，もう一方は GPS

ナビゲーションアプリを用いる 6 名（G2：ナビゲーシ

ョン利用群（男性 4 名，女性 4 名））で構成されてい

る． 

4.1.2 実験場所と実施課題 

事前の調査を基に，全被験者が初めて訪れる土地で

ある，大阪府堺市東区北野田駅周辺を実験場所として

設定した． 

被験者には北野田駅を出発地点とし，１km 弱先の

最終目的地に移動する共通課題に取り組ませた．移動

の際，あらかじめ設定した 3 つのポイント（建物）を

順に経由するタスクを与えた．課題を実施するにあた

り，両群の被験者には経由地点と最終目的地の地図を

示した． 

4.1.3 実験手順の詳細 

 表 1 に実験手順を示す．はじめに，（P1）両群共に

 システム利用群 ナビゲーション利用群 

P1 実験場所の説明 

P2 
移動計画活動

（Planning） 
 — 

P3 

インストラクション 

自分の現在地を推測すること 

現在地から見た目的地への方位を推測すること 

P4 

P4-S:移動活動（Moving） 

現在地推測課題 

方位推測課題 

P4-N:ナビゲーション 

音声に従って移動 

P5 アンケート 1（表 2） 

P6 スケッチマップ描画 

P7 移動ルート描画 

P8 

振り返り活動

（Reflection） 

再度アンケート 1（表 2） 

— 

P9 アンケート 2（表 3） 

表 1: 実験手順 
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移動する場所について説明を行なった．その後，（P2） 

システム利用群にはシステムの Planning モードの機

能を用いて移動計画を立案させた．次に，（P3）両群に

対し現在地の推測と目的地への方位の推測を意識する

ようインストラクションを行った． 

 現地へ移動後，システム利用群は，（P4-S）Moving

モードを使用して移動した．現在地推測機能と目的地

方位推測機能を用いた移動課題への取り組みについて

は，安全性を考慮して今回は任意課題とし，システム

からの割り込みや最小回答数は設けていない．（P4-N）

ナビゲーション利用群には GPS ナビゲーションアプ

リの音声ナビゲーションに従いながら移動に取り組ま

せた．なお，普段ナビゲーションを利用している時と

同様に，地図画面を確認することは認めている． 

 目的地到着後に両群に（P5）アンケート（表 2）へ

の回答と（P6）移動課題の周辺地図の描画と（P7）地

図上に移動ルートの描画活動（図 5）を実施した．そ

の後，システム利用群には Reflection モードを利用し

（P8）再度アンケート 1 に回答させながら振り返り活

動を行ってもらった．最後に両群に（P9）アンケート

2（表 3）に回答させた． 

4.2 実験結果 

4.2.1 アンケート 1 の結果 

移動後に行ったアンケート 1 には，各設問の回答数

に群間での有意差は見られなかった（表 2）． 

システム利用群が Reflection モードの機能を用い

ながら再度アンケート 1 に答えた際には，意識してい

たかという自己認識に変化が見られた． 

4.2.2 アンケート 2 の結果 

実験の最後に両群に共通して回答してもらったアン

ケート 2 は，5 件法（1:否定的，2:やや否定的，3:どち

らとも言えない，4:やや肯定的，5:肯定的）で調査して

いる．等分散を仮定した t 検定を行ったところ，全 9

問のうち，Q3, Q7 に有意差が認められた（Q3: t（10）

=-3.16, p<.05，Q7: t（10）=2.90, p<.05）． 

4.2.3 スケッチマップによる認知地図の分析結果 

認知地図が外在化されたスケッチマップの分析手法 

として，手書き地図の分析手法である閉路法(16)に基づ

きサーヴェイマップ型とルートマップ型を分類する． 

閉路法とは，描かれた道路網が閉じている部分の有

無により，スケッチマップを分類する手法である．同

手法では，スケッチマップに閉路区域がある場合，空

間に広がりを持って捉えられていると考え，サーヴェ

イマップ型に分類する．逆に閉路区域がない場合，空

間を線的に捉えているルートマップ型に分類する．図

5 に被験者が描いたスケッチマップと移動ルートマッ

プ，およびマップの分類型の結果を例示する．さらに，

スケッチマップがどの程度サーヴェイマップ的である

 意識していたか？ 

平均人数 

G1 
G2 

前 後 

Q1 Planning で見た地図上の位置関係を利用すること 6 6 4 

Q2 Planning で見た地図上の方位関係を利用すること 3 3 3 

Q3 自分が地図上のどこにいるかを考えること 6 4 5 

Q4 方向転換するときにランドマークを記憶すること 1 1 2 

Q5 プランニングでの記憶を思い出すこと 4 4 2 

Q6 目的地がどの方向にあるかを考えること 3 6 6 

Q7 位置関係から目的地の方位を確認すること 4 5 5 

Q8 ランドマークを記憶すること 3 3 2 

 設問内容 
平均点 

G1 G2 

Q1 移動時に見た風景を覚えている 4.33 4.00 

Q2 移動時に考えていたことを思い出せる 4.33 4.17 

Q3 移動時に現在地を意識した 4.00 4.67 

Q4 移動時に方角を意識した 3.83 4.33 

Q5 現在地と目的地の位置関係を考えた 3.83 4.50 

Q6 現在地と目的地の方位関係を考えた 3.50 4.00 

Q7 周辺地図を描くことで周辺の位置関係を理解できた 4.50 3.17 

Q8 移動ルートを描くことで周辺の位置関係を理解できた 4.33 3.50 

Q9 移動を振り返るとき，移動時の記憶を思い出しやすかった 3.83 3.83 

表 2: アンケート 1 の内容と平均該当率 

 システム利用群 ナビゲーション使用群 

ス
ケ
ッ
チ
マ
ッ
プ
例   

移
動
ル
ー
ト
マ
ッ
プ
例 

 

 

型 サーヴェイマップ ルートマップ 

図 5: 周辺地図，移動ルート描画課題結果 

表 3: アンケート 2 の内容と平均解答値 
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か，バッファ法(16)を参考に分析を行った．  

バッファ法による分析では，GIS を用いてスケッチ

マップの分析する際に，描かれた間違いや歪みを客観

的に現実の地形に当てはめる必要があるため，スケッ

チマップを実際の地図へ変換する必要がある．この変

換作業は，スケッチマップの評価手法を知らない第三

者 2 名によって行なった． 

図 6 にバッファ領域面積推移の傾きの変化を掲載す

る．有意水準を 5%とし，バッファ距離を 10m 間隔で

等分散を仮定した t 検定を行ったところ，バッファ距

離が 50m を超えたところで有意差が認められた．図 6

に示されるように，バッファ領域面積推移の傾きはシ

ステム利用群の方がバッファ距離区間大きくなるにつ

れて小さくなっていく傾向が見てとれることから，シ

ステム利用群の方が，サーヴェイマップ的である傾向

が示された． 

表 4 右にシステム利用群とナビゲーション利用群の

平均ランドマーク数を掲載する．t 検定の結果，両群の

間に有意差が認められた（t（10）=4.052, p<.01）．以

上より，システムを利用した群の方が記憶した情報量

が多いことが示された． 

4.3 考察 

アンケート 1 において群間で有意差が見られなかっ 

た理由として，移動前に両群共に教示をしていた，自

身の現在地の推測および，現在地から見た目的地への

方位を推測するという意識付けが影響していた可能性

が考えられる．また，Reflection モードを利用し，自

身の記録を正解データと比較しながら再度アンケート

1 に回答した際に，変化が見られた項目がある理由と

して，実際の移動経路が提示されたことによる記憶の

再現効果が考えられる．実験後に解答が変化した理由

を調査したところ，「想起しやすかったことで実際の移

動時の記憶を思い出し，考えが変わった」といったコ

メントが挙げられた．このことから，Reflection モー

ドに実装した画面の比較を可能にしたユーザインタフ

ェースにより内省を促す狙いが機能したことが示唆さ

れる． 

 アンケート 2 の Q3 にナビゲーションシステム利用

群の方がより意識していたという有意差と有意傾向が

見られた一因としては，音声ナビゲーションに従って

いたことが考えられる．音声ナビゲーションの指示に

は「30m 先，西方向」といった，直近の移動行動に関

する指示がある．この指示に従うためには，自分の現

在位置と行動ポイントの相対的位置関係を意識する必

要があり，このための局所的意識がシステム利用群よ

りも促されたこととが考えられる． 

一方，移動の結果として形成された認知地図につい

てのスケッチマップの分析結果からは，システム利用

群のほうが発達していることが示唆される．このこと

も，ナビゲーションシステムが局所的意識を促す上記

の解釈を支持している．したがって，本システムが

GPS ナビゲーションアプリよりも，認知地図発達に求

められるよりグローバルな観点での距離，方位を意識

させる学習環境として適切である可能性がる示唆され

る． 

アンケート 2 の Q７において本システムの利用群の

ほうがより肯定的であったという有意差がみられた理

由として，形成された認知地図の情報量に差があった

可能性が挙げられる．1 章で述べたように，ナビゲー

ションシステムを利用した場合，記憶される周辺情報

量が減少するという傾向がある．本研究でも表 3 に示

すように，描かれたランドマーク数には有意差が認め

られている．理由の一つとして，記憶の整理を目的と

した振り返り活動の一環であるサーヴェイマップ，ル

ートマップの外在化において，システム利用群の記憶

 

型 
平均ランド 

マーク数 サーベイ
マップ 

ルート 

マップ 

システム利用群 4 2 7.33 

ナビゲーション 

利用群 
4 2 1.67 

表 4: スケッチマップの分類結果 

図 6: スケッチマップのサーヴェイマップ的傾向 
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量が多かったために，より記憶を整理する効果を実感

した結果が反映された可能性が考えられる． 

以上より，開発した空間移動能力向上支援システム

の利用による空間認知能力向上効果について総合する

と，ナビゲーションシステムを利用した群のほうが，

局所的行動選択に向けた現在地や方位の意識を促すが，

ランドマークの数や情報の密度など，スケッチマップ

の表象からは，システム利用群の方が大局的視点から

現在地や方位への認識が促され，その結果発達した認

知地図が形成されたと考えられる．このことから，開

発したシステムが空間認知地図の形成に寄与すること

が示唆された．したがって，システムを利用した空間

移動課題に継続的に取り組むことが，空間移動能力の

向上に資することが示唆される． 

5. まとめ 

本研究では，空間認知研究を基に空間移動能力の向

上支援システムを開発し，システムの効果を検証した．

本システムは，空間移動能力に空間認知能力が影響す

るという考えのもと，空間認知研究の知見をもとに設

計した学習モデルに基づいた仕様となっている． 

大学生と院生を対象に実施した初期的な評価実験では，

ナビゲーションアプリを利用した場合と比較して，空

間をより認知していることが確認された．アンケート

の結果から，Reflection モードによる空間理解への効

果も見られ，空間認知能力向上への影響が示唆される

結果となった． 

今後の課題として，長期的な使用による空間認知能

力向上の検証が求められる．また，空間認知能力がど

れほど空間移動能力の向上に寄与するかを検証してい

く必要がある．さらに，システムによる直接的な学習

への介入などの実験協力者から得た意見を元に検討し，

より適した空間移動能力向上支援システムを目指して

改良していく． 
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受講者行動の観測に基づく友人関係の推定可能性の検討 
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Possibility for estimating friendship among students in the classroom 

from observation of their behavior 
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近年，日本の大学において学内の多様な情報を分析し，教育，学生支援，大学経営などに役立てる IR(Institutional 

Research)が活発化しつつある．その中でも教学 IR では，教務関連の情報などを収集し，これをもとに学生のこと

を知り，学生の状況やクラスの状況に応じた教育を提供することが試みられている．従来，このような情報は主に

学生個人としてのものが中心であったが，学生同士の友人関係も学業意欲や出席率に左右されることから，このよ

うな友人関係を自動推定することは重要と考えられる. これに関する筆者らの先行研究では，授業映像における受

講者の前後移動の共起性に着目することで，友人関係の推定がある程度可能であることが明らかになっているが，

たまたま無関係な受講者間で前後移動が共起する可能性も想定される．そこで本研究では，これに左右移動，視線

交錯，共同注視，着席位置を加えた 5 つの特徴量を用いて，より安定的に友人関係を推定できる可能性を検討する. 

キーワード:友人関係，自動推定，共起性，授業映像，IR 

 

1. はじめに 

   

近年，日本の大学では，学内に存在する多様な情報を

収集して分析し，教育，学生支援，大学経営などに役立

てるIR(Institutional Research)が活溌化しつつある.こ

のIRの中でも,教学部門に焦点を当てた教学IRでは，入

学試験の成績などの入学に関する情報や，履修状況，単

位取得状況といった教務関連の情報などを収集し，こ

れをもとに学生のことを知ることで，一人ひとりの学

生の状況，クラスの状況に応じた教育を提供すること

が試みられている(1). 

上のような試みにおいてこれまで扱われてきた情報

は，学生個人のものが中心であり，学生同士の関係，例

えば友人関係などは十分に活用されていなかった. し

かし，学生やクラスの状況を知る上では友人関係も重

要な情報の一つであり，これが良好であれば大学での

学業意欲の低下に対して，抑制的な影響を与えること

が知られている(2)．また，友人関係が不良な場合には大

学不適応感が生じ，出席率やGPAに負の影響を与えるこ

とから，怠学，成績不振，留年そして退学を予測する有

効な指標となる可能性も示唆されている(3).  

一方で近年，授業改善のために，各大学で授業中の講

師や受講者の様子を撮影し，その授業映像を授業状況

の振り返りなどに利用する試みがある(4)．このときの受

講者の行動には友人関係も反映されると考えられるこ

とから，本研究では上のような授業映像を利用するこ

とで友人関係を自動推定することを考える. 

授業中の受講者の着座姿勢は，その継続的変化とし

て，特に上体が前傾と後傾に動くことが知られている(5).

そこで先行研究(6)では，受講者の前後移動の共起性に着

目し，友人関係の自動推定がある程度可能であること

を明らかにしている．しかし，受講者全体が一斉にスラ

イドや発言者に注目した場合などは，たまたま無関係

な受講者間の動きが類似する可能性も考えられる．そ
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こで本研究では，前後移動だけではなく，その他の特徴

量も組み合わせることで，友人関係をより安定的に推

定することを考える．このとき考えられる特徴量とし

て，まず，姿勢変化においては，前後移動の他に左右移

動が考えられる．また，友人同士なら顔を向き合う機会

が多いことから，視線交錯が起きたり，同じ対象に注目

する結果，共同注視が起きると考えられることから，顔

方向にも共起性が見られると考えられる．さらに，友達

同士は近くの座席に座ることが多いと考えられること

から，着席位置にも共起性が見られると考えられる．以

上のような共起性を利用するには，顔の位置と向きが

必要となるが，筆者らは別の先行研究(7)において，RGB-

D カメラを用いて各受講者の着席位置を推定する手法

を提案しており，この手法では，各受講者の顔の位置と

顔の向きが求まる．そこで本研究では，これを利用して

前後移動，左右移動，視線交錯，共同注視，および着席

位置の共起性を求め，これらを特徴量として友人関係

をより安定的に推定できる可能性について検討する． 

以下では，まず２.において，先行研究(7)を用いた講義

室内の顔位置・向きの取得方法を概説する．続く 3.で

は，上の 5 つの特徴量の取得方法と受講者同士の共起

性の算出方法について述べる．さらに 4.では，実際の講

義の様子を撮影した映像に対して本手法を適用した実

験結果について報告する．最後に 5.では，本研究のまと

めと今後の課題について議論する． 

 

2. 顔の位置・向きの取得方法(7) 

 

2.1 講義室内の着席位置の推定 

 先行研究の手法では，講義室内に RGB-D カメラを設

置し，そのカラー画像に対して顔画像処理を適用する

ことで，受講者の顔領域を複数検出し，それぞれに対す

るカメラ中心座標系での顔の位置・向きを求める．その

ときの顔領域数を𝑁として，𝑛番目の顔領域𝐹𝑛の3次元位

置・向きをそれぞれ𝒇𝒏，𝒗𝒏(𝑛 = 1, ⋯ , 𝑁)とする． 

 上の𝒇𝒏はカメラ座標系で表現されるため，これに基

づいて教室内での着席位置を求めるには，カメラと座

席配置の位置関係を知る必要がある．講義室の座席は

通常，同一平面上に配置され，受講者の顔は概ねそれと

平行な平面（“座高面”と呼ぶ）上で講義室前方を向いて

いることから，先行研究の手法ではこれを利用して座

高面を求める. このとき，座高面上で講義室の右・前向

きに𝑥，𝑧軸，上向きに𝑦軸をとった座高面座標系を考え，

その原点のカメラ中心座標系での 3 次元位置を𝒐，カメ

ラ座標系から座高面座標系への座標変換における回転

成分の行列を𝑅で表す．これらを並進成分と回転成分と

する座標変換行列を𝒇𝒏，𝒗𝒏にそれぞれ乗じたとき，𝒇𝒏

が座高面座標系の𝑥𝑧平面上に分布し，𝒗𝒏と座高面座標

系における顔の向きが一致するような𝒐，𝑅を求めるこ

とで，座高面における顔の位置𝒔𝒏，向き𝒖𝒏がを求まる．

先行研究の手法では，この𝒔𝒏が等間隔で碁盤状に並ぶ

ような座席配置を求めることで，講義室内における𝐹𝑛の

着席位置(𝑐𝑛，𝑟𝑛)を求める． 

 

2.2 異なる時刻間での観測結果の変換 

2.1 で求めた𝒐，𝑅の推定値は観測の瞬間毎に算出され

る．このとき，各受講者の顔の位置と向きは瞬間毎に変

化し，さらにそのときの顔の向きなどによっては顔領

域の検出に失敗することから，𝒐，𝑅は観測時刻に対し

て一律不変とはならない．そこで，先行研究の手法では

さらに，時刻𝑡 + 1での座高面座標系から𝑡でのそれへの

座標変換として，同一受講者の𝑠𝑛が一致するような回転

行列𝛥𝑅(𝑡)と並進ベクトル𝛥𝒐(𝑡)を求めることで，各フ

レーム毎に𝑅(𝑡 + 1) = 𝑅(𝑡) + 𝛥𝑅(𝑡)，𝒐(𝑡 + 1) = 𝒐(𝑡) +

𝛥𝒐(𝑡)を求め，これらを時刻 𝑡 + 1における 𝑠𝑛(𝑛 =

1, ⋯ , 𝑁)に乗じることで，座高面座標系を観測時刻全体

で統一する．このとき，時刻𝑡における顔領域数𝑁とそ

れに対応する𝑛番目の顔領域𝐹𝑛(𝑡)は𝑡によって異なるが，

顔画像の類似性にもとづいて同一人物を対応づけるこ

とで，𝐹𝑛(𝑡)を観測時刻全体で統一することができる．し

たがって以降では，𝑛が同じ場合は同一人物とし，𝑛番

目の人物の着席位置を�̂�𝒏で表す. 

 

3. 特徴量の取得・共起性の算出方法 

 

3.1 前後・左右移動 

  �̂�𝒏(𝑡)の𝑥成分，𝑧成分は講義室内の横方向，縦方向に

対応していることから，受講者𝐹𝑛の左右移動の変化量と

前後移動の変化量において，時刻𝑡から𝑡 + 1までの�̂�𝒏の

𝑥成分の変化量を∆𝑑𝑥(𝑛, 𝑡) = ‖ŝ𝒏
𝒙(𝑡 + 1) − ŝ𝒏

𝒙(𝑡)‖， 𝑧成

分の変化量を∆𝑑𝑧(𝑛, 𝑡) = ‖ŝ𝒏
𝒛 (𝑡 + 1) − ŝ𝒏

𝒛 (𝑡)‖で評価す

る．この変化量はフレーム毎に様々に異なるが，本研究

ではこれが大きく変化した瞬間の一致度を共起性とし

て評価する．ここで，値𝑑を閾値𝑒で二値化する関数を
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𝑏(𝑑, 𝑒)で表すと，∆𝑑𝑥(𝑛, 𝑡)，∆𝑑𝑧(𝑛, 𝑡)が大きく変化した

瞬間は，この関数を用いて，𝑏(∆𝑑𝑥(𝑛, 𝑡), 𝑒𝑥) = 1，

𝑏(∆𝑑𝑧(𝑛, 𝑡), 𝑒𝑧)=1 を満たす瞬間𝑡として得られる．𝑒𝑥，

𝑒𝑧はそれぞれの二値化の閾値である．ただし，顔自体が

検出できなかった場合は𝑏 = 0とする．そこでこれを用

いて，任意の顔領域𝐹𝑛1
，𝐹𝑛2

の共起度を，それらの論理

積の合計値𝐶𝑥，𝐶𝑧として次式で定義する． 

 

𝐶𝑥(𝑛1, 𝑛2) = ∑ 𝑏(∆𝑑𝑥(𝑛1, 𝑡), 𝑒𝑥)𝑏(∆𝑑𝑥(𝑛2, 𝑡), 𝑒𝑥)

𝑡=1

   (1) 

𝐶𝑧(𝑛1, 𝑛2) = ∑ 𝑏(∆𝑑𝑧(𝑛1, 𝑡), 𝑒𝑧)𝑏(∆𝑑𝑧(𝑛2, 𝑡), 𝑒𝑧)

𝑡=1

   (2) 

 

3.2 視線交錯 

視線交錯の特徴量としては，任意の𝐹𝑛1
(𝑡)，𝐹𝑛2

(𝑡)の座

高面座標位値�̂�𝒏𝟏(𝑡)，�̂�𝒏𝟐(𝑡)を結ぶベクトルとそれぞれ

の顔方向ベクトル𝒘𝒏𝟏
，𝒘𝒏𝟐

のなす角𝜃𝑛1
(𝑡)，𝜃𝑛2

(𝑡)を利

用し，これらが共に大きいとき，視線交錯があると判断

する．このため，次式のように，𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛1
(𝑡)，𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛2

(𝑡)を

閾値𝑒𝑙で二値化した𝑏 (𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛1
(𝑡))，𝑏 (𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛2

(𝑡))(顔検出

できなかった場合は𝑏 = 0とする)の論理積の合計値𝐶𝑙

によって𝐹𝑛1
，𝐹𝑛2

の共起度を定義する. 

 

𝐶𝑙(𝑛1, 𝑛2) = ∑ 𝑏 (𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛1
(𝑡)) 𝑏 (𝑐𝑜𝑠𝜃𝑛2

(𝑡))

𝑡=1

      (3) 

 

3.3 共同注視 

 共同注視の特徴量としては，任意の𝐹𝑛1
(𝑡)，𝐹𝑛2

(𝑡)の顔

方向ベクトル𝒘𝒏𝟏
，𝒘𝒏𝟐

と教室前方にある黒板，あるい

はスライド平面との交点間の距離𝑗𝑛1𝑛2
(𝑡)を利用する．

本研究では，この距離が小さくなったときに共同注視

が生じていると判断する．このため，次式のように，

𝑗𝑛1𝑛2
(𝑡)を閾値𝑒𝑗で二値化した𝑏(𝑗𝑛1𝑛2

(𝑡)) (顔検出でき

なかった場合は𝑏 = 0とする) の合計値𝐶𝑗によって𝐹𝑛1
，

𝐹𝑛2
の共起度を定義する. 

 

𝐶𝑗(𝑛1, 𝑛2) = ∑ 𝑏(𝑗𝑛1𝑛2
(𝑡))

𝑡=1

                    (4) 

 

3.4 着席位置 

 着席位置の特徴量としては，𝐹𝑛の着席位置を(𝑐𝑛, 𝑟𝑛)と

して，任意の受講者の着席位置間のマンハッタン距離

を利用する．このとき，友人同士なら，前後に座るより

も隣同士で座ることが多いことが知られていることか

ら(8)，前後と左右に隣接する場合では隣接関係の意味が

異なると考えられる．よって本研究では，上のマンハッ

タン距離において，行番号と列番号の重みを変える.す

なわち，任意の受講者𝐹𝑛1
，𝐹𝑛2

の着席位置を(𝑐𝑛1
, 𝑟𝑛1

)，

(𝑐𝑛2
, 𝑟𝑛2

)として，着席位置間の距離の評価値𝑀(𝑛1, 𝑛2)を

次のように定める. ただし，𝑤は重み係数である． 

 

𝑀(𝑛1, 𝑛2) = |𝑐𝑛1
− 𝑟𝑛2

| + 𝑤|𝑐𝑛1
− 𝑟𝑛2

|        (5) 

 

4. 共起度にもとづいた友人関係推定実験 

 

4.1 実験環境 

友人同士と他人同士の間で，実際に本手法で定義し

た共起性に差があるかどうか調べるため，筆者らの一

人が主催するゼミを対象とした実験を行った. このゼ

ミは，受講者が順番に自分の研究内容を発表する90分

授業である．このとき，授業期間を通じて友人関係が変

化する可能性を考慮し，春期(前期)と秋期（後期）に一

週間おきに2回，計4回撮影した．この4回の授業映像そ

れぞれに対し，2.で述べた手法で各受講者の着席位置と

顔位置・方向を検出した．さらに，3.で述べた手法で前

後移動，左右移動，視線交錯，共同注視の共起度と着席

位置間距離を求めた. ただし，このゼミは発表者が交代

する間にコメントシートに記入する形式のため，その

時間帯は受講者全体がシート記入のために顔を俯けて

しまうことから，この時間帯は避け，受講者全体が発表

内容に目を向けている時間帯のみを対象とした.   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 教室内のカメラ配置 

スクリーン カメラ１ 
カメラ 2 

黒板 
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撮影にあたっては，教室全体をカメラの視野に収め

るために，図1のように，教室前方左右に RGB-D カメ

ラを2台設置して撮影した. このとき，共同注視の特徴

量算出のためには，黒板平面が得られる必要があるが，

カメラで黒板を捉えることは不可能であるため，座高

面座標系の𝑥𝑦平面を黒板平面の代わりとして，共同注

視における交点間の距離を求めた．RGB-D カメラには

Microsoft 社の Kinect v2，顔画像処理には PUX 社の

Face U(9)を使用した．Face U では𝐹𝑛の類似度が0~100

の範囲で表現されており，通常70以上の場合は同一人

物と判断されることから，本実験でも同じ数値を用い

た. 二値化の閾値はそれぞれ𝑒𝑥 , 𝑒𝑧 = 10(cm)，𝑒𝑗 = 0.5，

𝑒𝑙 = 150(𝑐𝑚)，𝑤 = 1.1とした.  

 

4.2 春期での実験結果 

春期2回の授業では，1回目の授業で計21人，2回目の 

(a)左右移動 

(b)前後移動 

 

授業で25人が出席していた．本研究では，顔の位置・向 

きがある程度継続的に計測されないと共起度を比較す

ることは難しいことから，観測時間全体において5割以

上顔が検出できた受講者のみを対象としたところ，継

続的に顔検出できたのはそれぞれ12人，13人，両方検

出できたのは11人であった．残りの受講者が検出でき

なかった理由の一つは，後列の受講者はカメラからの

距離が遠くてカラー画像中の顔サイズが小さすぎたた

めに，いずれも観測時刻全体を通して顔領域が一度も

検出できなかったためである．もう一つは，特に2回目

の授業において受講者同士の着席位置が密集していた

ため，後列の受講者が前列の受講者によって顔が隠れ

てしまい，継続的な顔検出が難しかったためである． 

上で両方検出できた11人の受講者すべての組み合わ

せ55通りに対して，左右移動，前後移動，視線交錯，共

同注視の共起度を，同一受講者ペア毎に授業2回分合計 

 (c)視線交錯 

(d)共同注視 

 図 2 前期 2 回における任意のペアの特徴量の共起度 
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した値を図2に示す. これらのペアの内，授業中や授業

後の受講者同士の交流の仕方などから，目視で友人関

係と判断できるペアは6ペア存在したため，この友人同

士と思われるペアの値を●，他人同士と見られるペアに

対する値を▲で示している．横軸は各受講者ペアのID番

号で，同一受講者ペアの着席位置間距離が小さい順に

並び替えてある，ただし，座席間に通路が存在する場合

には，その両側のマンハッタン距離は2としている.  

次に着席位置以外の4つの特徴量それぞれについて，

共起性が見られるペアと見られないペアを特徴量毎に

K-means 法で2クラス分割することで分類した．図では

その境界を点線で示している．点線より上が共起度の

大きいクラス，下が小さいクラスである．ただし，視線

交錯については全体的に共起度が小さく，ほとんどの

ペアでは0となったため，共起度が1以上あるペアのみ

をクラス分類の対象とした．以上を基に，目視に基づく

友人関係(ID: 1,2,3,9,10,17)を正解として，各特徴量にお

ける共起度の大小によって友人関係を推定した場合の

適合率と再現率を求めた結果を表1に示す． 

 

表1 各特徴量による適合率・再現率（春期） 

特徴量 左右移動 前後移動 視線交錯 共同注視 

適合率 0.38 0.40 1.00 0.29 

再現率 0.50 0.67 0.33 0.83 

 

4.3 秋期での実験結果 

秋期2回の授業では，1回目の授業で計16人，2回目

の授業で15人が出席していた. 計測できたのはそれぞ

れ11人，10人，両方検出できたのは7人であった. こ

れらのペアのうち，目視で友人関係と判断されるペア

は 4 ペア存在した．前期と同様，両方検出できた7人

の受講者すべての組み合わせ21通りに対して，4つの

特徴量を検出し，4.2と同様に適合率と再現率を算出し

た結果を表2に示す． 

 

表2 各特徴量による適合率・再現率（秋期） 

特徴量 左右移動 前後移動 視線交錯 共同注視 

適合率 0.50 0.40 1.00 0.25 

再現率 0.33 0.67 0.33 0.67 

 

さらに，各受講者を顔画像の類似性に基づいて春期

の受講者と対応づけてみたところ，春期に目視で友人

関係と判断された6ペアのうち，2ペア(ID: 1,2)につい

ては，秋期に顔検出できた 45 ペアの中にも含まれて

いた．また，もう 1 ペア(ID: 3)については，そのうち

の片方の受講者が，春期には出席しておらず秋期 2 回

目の授業に出席していた別の受講者との間に，新たに

友人関係が見られた．そこで，これらの 3 つのペアに

対する春期と秋期の共起度を比べてみたところ，表3

のようになった.(a)は，ペアに変動がなかった2ペア

(ID: 1,2)，(b)は新たな受講者と友人関係が見られたペ

ア(ID: 3)である．ただし，ID: 2の片方の受講者は秋期

1 回目には出席していなかったため，(a)におけるID: 2 

の結果は春期と秋期共に 2 回目の結果を示す. 

表3 同一ペアの共起度の変化 

(a) 春・秋で変化がなかったペア 

ID 特徴量 春期 秋期 

1 

左右移動 114 123 

前後移動 192 80 

視線交錯 32 24 

共同注視 224 251 

2 

左右移動 78 69 

前後移動 29 26 

視線交錯 12 9 

共同注視 134 147 

(b) 一方に新たな友人関係が見られたペア 

ID 特徴量 春期(2 回目) 秋期(2 回目) 

3 

左右移動 10 19 

前後移動 32 102 

視線交錯 0 0 

共同注視 47 137 

新
ペ
ア 

左右移動 

相手不在 

61 

前後移動 113 

視線交錯 1 

共同注視 144 

 

4.4 考察 

まず着席位置の共起度については，図 2の結果から，

目視で友人関係が見られるペアは着席位置間距離も小

さい（グラフのより左側に表示されている）傾向が見ら

れる．ただし，目視で友人関係が見られるペアよりもそ

うでないペアの方が着席位置が近いケースも見られる．
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また，残りの 4 つの特徴量についても，目視で友人関係

が見られるペアは比較的高い値をとる傾向が見られる

が，表 1，2 の結果を見ると，適合率・再現率は必ずし

も高いとはいえない．実際，目視では友人関係が見られ

ないペアでも，たまたま特定の動き特徴が類似する場

合はあり，いずれの特徴量も，単独で友人関係の推定に

用いるには不十分であると思われる． 

一方，複数の特徴量を組み合わせることを考えると，

上述のように目視では友人関係の見られないペアにお

いても，どれか1つの特徴量に対しては高い共起性がみ

られる一方，目視で友人関係の見られるペアについて

は，春期で友人関係の見られた6ペアの内5ペアは，4つ

の特徴量のうち，2つ以上に対して共起性がみられる．

この傾向は秋期でも同様で，目視で友人関係が見られ

た4ペアの内の3ペアについて，2つ以上の特徴量に共起

性がみられた．これらのことから，特徴量を組み合わせ

れば，友人関係を推定できる可能性が示唆される． 

春期と秋期の間の変化に関しては，表 3(a)でID: 1の

ペアが秋期には前後移動の特徴量の共起度が大きく低

下した以外は，同じ友人関係のペアに対する共起度に

大きな差はなく，2 ペアとも，春期と秋期の両方で，3

つ以上の特徴量に共起性が見られる．また，表 3(b)で

は，秋期で新たに友人関係がみられたペアにも同様に

3 つ以上の特徴量に共起性が見られる．これらから，

上のような複数特徴量の組み合わせによって，友人関

係の時間的変化を推測できる可能性も示唆される． 

 

5. まとめ 

 

本稿では，受講者の受講行動を把握するために，講義

室前方に設置した RGB-D カメラで講義室全体を撮影

し，得られた映像から受講者間の友人関係を推定でき

る可能性について議論した．具体的には，前後移動，左

右移動，視線交錯，共同注視，着席位置の5つの特徴量

の共起性を用いた処理の実現可能性について検討した.

先行研究の手法(7)で得られた受講者の顔の位置・向きに

基づいて，顔の前後・左右の移動量や，視線の交錯・共

同注視の度合いを算出し，それらを二値化した値が観

測時刻全体にわたって任意の受講者間で一致した回数

の合計値によってその受講者間の共起度を定めた．こ

の共起度の大小によって友人関係の有無が推定できる

かどうかを調べるために，実際の講義室の撮影映像を

用いて実験をした結果，各特徴量単独での適合率・再現

率は概ね約5割程度に留まったが，友人関係の見られる

ペアには，多くの特徴量に共起性が見られることから，

これらの特徴量を組み合わせることで，友人関係を推

定できる可能性が示唆された． 

なお，実際の授業では，黒板への注目など，全受講者

の行動が一致する場面があり，そのような場面の特徴

量に対して算出される共起性には友人関係は反映され

にくいと考えられる．このような場面は，本実験におい

ても見られ，共同注視の適合率が他の特徴量と比べて

低く留まっている一因となっている．そこで今後は，各

ペアに対する共起度の大小を絶対的な値そのもので評

価するのではなく，全ペアに対する相対的な大小によ

って評価する必要があると考えられ，これは本研究の

今後の課題の一つである．  
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The purpose of this research is to propose an analysis method independent from devices and 

applications for learners’ behaviors on active learning in ICT classroom. The main feature of this 

proposal is to apply a time series clustering technique to screen information of the learners’ tablet 

PCs. Although such information would not be enough to specify their actual behaviors, it would help 

an instructor to know typical learning process at the ICT classroom. In this paper, we conducted a 

case study to let learners write Mindmap in 15 minutes as a learning task to validate the proposed 

method. 

キーワード: アクティブラーニング，ラーニングアナリティクス，ICT 活用授業 

1. はじめに 

従来の講義室における教育活動は一般に，教師によ

る知識の教授と，学習者による知識の運用からなる教

授プロセスによって構成され，その評価は中間試験や

期末試験と言った学習者に対する試験によって行われ

てきた．この形式の講義では，学習者による学習内容

の理解度は試験によって評価されてきたため，教授プ

ロセスそのものはあまり評価の対象とされてこなかっ

た．しかし ICT 活用授業では，反転授業などのアクテ

ィブラーニングをはじめとして，教授プロセスにおけ

る学習者の活動に主眼が置かれることが多くなってお

り，どのようにして学習者が課題に取り組んでいるの

かという学習者の活動は教師にとって学習者の理解度

を把握する上で無視できない要素となっている． 

 本研究では，ICT 活用授業で得られるデータを活

用して，教授活動の改善を目的とした学習者の行動に

おける分析手法の提案を行う．ICT 活用授業では，ICT

を使うことによる様々なログデータが残る．例えば，

アクセスした日時を記録するアクセスログ，成績評価

ツールによる成績ログなどである．これらのデータを

成績のみにこだわらず総合的に分析することにより，

教育活動全体を分析し，教授プロセスの改善に役立つ

データを生成することが目的である． 

具体的には，ICT 活用授業におけるアクティブラー

ニング中の学習課題に対して，アプリケーションに非

依存な分析の仕組みを実現するために，画面情報のみ

を利用した時系列クラスタリングによる学習者群のグ

JSiSE Research Report 
vol.32,no.7(2018-3)
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ルーピングを行う． 

アプリケーション非依存とすることで，学習者の正

確な挙動の特定は困難になる．しかし，一斉授業のス

タイルを取る講義において個々の学習者の挙動の把握

が困難になると思われる 10 名以上の学習者を，画面

の時系列の変化によって 3あるいは 4程度のグループ

にクラスタリングすることにより，教師へ授業進行に

活用できるデータを生成することで，最終的に ICT 活

用授業における教師の負担軽減を実現することを目指

す． 

2. 関連研究 

近年，ICT を活用した教育の取組が盛んに行われて

いる．最も基本的なコンセプトは e-Learning と呼ば

れ，Web 上に教育コンテンツを公開しそれを学びに活

用した WBT（Web-Based Training）や，単にコンピ

ュータ上で動く教育アプリケーションを利用したもの

などがある．学習者が自主的に学ぶか教師がリアルタ

イムでサポートしているかは重要ではなく，ICT を利

用して教育を行うことが共通している他では，その形

式は様々である(1)．総務省では，2020 年を目処に一般

的な小・中学校において，個人用 Tablet PC やインタ

ラクティブホワイトボードなどの設備を導入し，算数

や国語等の普通教科の授業で積極的に ICT を取り入

れた授業運営を行うことが計画されている(2)． 

アクティブラーニングの研究も進んでいる．アクテ

ィブラーニングとは，「学習者の自らの思考を促す能動

的な学習」であり，従来の教師から学習者への一方的

な教授型の学習とは異なり，学習時間中に学習者自身

が課題に取り組む学習形式のことである．マルチメデ

ィアのアクティブラーニングへの親和性の高さから，

近年では ICT を活用したアクティブラーニングの研

究が多く見られる(3)． 

前述の通り ICT を活用した授業では，機器を操作す

ることによる学習者の行動がデータとして収集できる．

これを活かして，ラーニングアナリティクスという，

データを積極的に活用して分析し，学習者の成績を予

測する，教師に有用なアドバイスを出すなどの試みも

なされている．例えば，Paulo らはプログラミングの

講義において学習者のコード変更プロセスから最終的

な成績を予測している(4)．学生 370 人の 154,000 のコ

ードから機械学習によって学習パターンを発見し最終

試験の成績を予測しており，最終的な試験成績とシス

テムの予測に弱い相関があったことが報告された．ま

た，Nazmul らは PC への文字入力のキーストローク

 

図 1 実験システムの構成 
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から利用者の感情を推定しており(5)，Jaccard 類似法

を用いたベクトル空間モデルで，キーストロークから

感情(7 分類)の認識率 80％を達成したと報告されてい

る． 

しかし，収集できるデータは多くの場合で学習に用

いるアプリケーションの仕様に依存する． Learning 

Analytics にふさわしいログの収集についての報告も

あるが，これらすべてが標準規格として実現されるか

は現時点では不明である(6)． 

3. データ収集システム 

本分析では，研究対象となるデータの収集システム

から開発を行った．ICT活用授業を想定した環境では，

データの収集の際に学習行動を妨げる事があってはな

らない．そのため，軽量な動作で多くの学習者から同

時にデータが収集可能なシステムである必要がある．

そこで，学習者が使用する ICT 機器を Windows PC

に限定し，Web サーバを活用したサーバ・クライアン

ト型のデータ収集システムを開発した．図 1 は，シス

テムの構成図である．多くのクライアントからデータ

を受信するサーバ側は，安定動作に実績のある LAMP

環境で開発し，クライアント側のアプリケーションは

Windows ネイティブアプリとして C#で開発した． 

本システムでは，分析の対象である画面の変化率と，

実際に学習者がとった行動の確認のための画像データ

を収集する．画面の変化率とは，画面上にあるピクセ

ルの変化の割合のことである．変化率をデータとした

理由は，BWOD（Bring Your Own Device：学習者各

自が学習に使う ICT 機器を自身で持ち込むスタイル）

を想定して，PC のスペックに差異があり画面の解像

度や OS の違いによって画面デザインが異なる場合を

想定したからである． 

図 2 は，システムの処理内容とデータの流れを表し

たものである．画面の変化率は，学習者の PC 画面を

すべてキャプチャし，負荷軽減のためにグレースケー

ル処理を行って算出する．画面の変化率とグレースケ

ール処理前の画像データは共に HTTPS でサーバへ送

信され，受信した Web サーバによってデータが分離さ

れた後，SQL サーバとファイルサーバによってそれぞ

れ保存される． 

本システムでは，学習者側アプリケーションの動作

確認として，Core i5 2.4GHz 相当の CPU と 4GB の

 

図 2 システムの処理内容とデータの流れ 
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メモリを搭載した Windows 8 環境において，最短 50

ミリ秒で画面の変化率が算出でき，データの送信が完

了することを確認している．また，サーバは 20 台の

PC と通信が可能なことを確認した． 

4. ケーススタディ 

前述のデータ収集システムを用いて，2 件のケース

スタディを行った．このケーススタディで収集された

学習者の挙動から特徴のあるデータが収集された． 

4.1 ケーススタディの概要 

ケーススタディは ICT 活用授業を想定し，本学の講

義「I448 遠隔教育システム工学」のオフィスアワー

を活用して実施した．具体的には，「自身の思い描く遠

隔授業の内容」をテーマに Mindmap を記述する課題

である．Mindmap は箇条書きしたアイデアを図的に

整理する手法であり，文章よりも表現が容易で画面変

化が活発になると想定される． 

  まず，ケーススタディ 1 として，講義の受講者を

対象に 50 分間でゼロから Mindmap を書きあげる課

題を行った．次に，同じ被験者らに対し，15 分間でケ

ーススタディ 1 において書き上げた Mindmap をブラ

ッシュアップさせるケーススタディ 2 を実施した．前

者は比較的長時間観察することにより，Mindmap 作

成時の特徴的な活動をモデルケースとして抽出するこ

とを目的とし，後者は短時間の活動の中で時系列に基

づくクラスタリングがどのように機能するかを評価す

るためのものであった． 

どちらのケーススタディにおいても，画面の変化率

は 20 秒毎に観測を行い，算出することとした．観測

の間隔は，Mindmap に記入される 1 つの項目が 10～

20 文字程度の箇条書きである点から，1 項目がおよそ

20 秒程度で入力されるのではないかという点で決定

した． 

4.2 ケーススタディ 1 の結果 

ケーススタディ 1 では，システムの不備により正し

く画面の変化率が得られたデータが学習者 2名分であ

った．この 2 名の学習者のデータを図 3 に示す． 

グラフから見える特徴としては，次のとおりである．

破線で描画した User200 は，全区間にわたってある程

度作業しており，画面の変化が 0 だった時間が短かっ

た学習者である．実線で描画した User18 は，ある程

度の時間，画面の変化がみられなかった点があり，最

長で 4 分ほど変化率が 0%の区間が見られる（①）． 

User200 について細かく着目すると，全区間で 5～

10%の変化率があまり間を開けずに続いているが，時

折 80%に達するほどの大きな画面の変化がある（②）．

User18 では，画面の変化率がおよそ 30%程度の変化

が数カ所で見られた（③）． 

 

図 3 学習者 2 名の画面の変化率 
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画面の変化率と実際の学習者の挙動を照らし合わ

せると，次の行動が観測された． 

 画面の変化率が 5～10%の場合は，文字を入力

しているか，消去している場合であった．画面

の観測間隔が20秒の場合，文字入力だけで 12%

の変化を超えることは見られなかった．参考ま

でに，12pt のフォントで 15 文字の項目を作成

した場合，変化率はおよそ 6%であった． 

 画面の変化率が 20%～40%の場合は，画面全体

がスクロールしている．ケーススタディでは，

すべての例で画面がスクロールされていた． 

 画面の変化率が 80%程度の場合は，ウィンドウ

を切り替えている動作であった．この時の学習

者には，参考資料を確認している動作が見られ

た．ウィンドウを切り替え，参考資料を確認し，

その後作業中のウィンドウに戻るという動作

をした場合，80%程度の変化率が連続して 2 回

観測された．参考資料の確認中に画面をスクロ

ールした場合は，それに応じて 40%程度の変化

も見られた． 

4.3 ケーススタディ 2 の結果 

ケーススタディ 2 では，同意を得た 8 名の学習者の

データを用いて分析を行った．8 名の画面の変化率を

グラフにしたものを図 4 に示す．淡々と入力し

Mindmap を書き上げるケース，参考資料を確認しつ

つ Mindmap を書き上げるケースが確認できた． 

本分析では，時系列のクラスタリング手法について

いくつかの手法を確認し，動的時間伸縮法 (Dynamic 

Time Warping : DTW)(7)を適用した．DTW は時系列

の各点の距離を総当りで比較した上で，系列同士の距

離が最短となるパスを見つける．これが DTW 距離に

なる．DTW では各系列の位相差を吸収するので，位

相差のある類似した動きをクラスタリングすることに

向いている． 

DTW では，波形同士のアライメントを次の様に表

現する．具体的には，次のとおりである．波形𝑥の時

刻𝑡 = 𝑤𝑥と波形𝑦の時刻𝑡 = 𝑤𝑦の対応を𝑤 = (𝑤𝑥 , 𝑤𝑦)

とし，アライメント全体を K，この対応関係の集合 W

で次のように表す． 

𝑊 = {𝑤1, 𝑤2,・・・, 𝑤𝑘} 

この時，𝑤𝑘 = (𝑤𝑘
𝑥 , 𝑤𝑘

𝑦
)とおくと，W は次の条件を満

たす． 

𝑤𝑘−1
𝑥 − 𝑤𝑘

𝑥 ≤ 1かつ𝑤𝑘−1
𝑦

− 𝑤𝑘
𝑦
≤ 1 

𝑤𝑘−1
𝑥 − 𝑤𝑘

𝑥 ≥ 0かつ𝑤𝑘−1
𝑦

− 𝑤𝑘
𝑦
≥ 0 

𝑤1 = (1,1)かつ𝑤𝑘 = (𝑇, 𝑇) 

これは，アライメントが時間的に連続で，過去に遡

らないことを意味する．このとき，波形同士の距離は

 

図 4 学習者 8 名の画面の変化率 
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以下の関数で表現される． 

𝐷𝑇𝑊(𝑥, 𝑦) = 𝑚𝑖𝑛∑|𝑥𝑤𝑘
𝑥 − 𝑦𝑤𝑘

𝑦|

𝑘

𝐾

 

以上から，DTW では波形の類似性を評価する際に

位相差を吸収することがわかる． 

この DTW 行列に基づく画面の変化率の時系列デー

タをクラスタリングした結果，図 5のとおりとなった．  

ユーザ A は，図 4 からも読み取れるとおり，しばし

ばウィンドウの切り替えが見られたユーザである．

80%程度の変化率が連続で観測されたが，これはウィ

ンドウの切り替えが他の学習者よりも多く行われたた

めである．この点が他の学習者より大きく異なったた

め，ユーザ A のクラスタはユーザ A 単独となった．次

にユーザ E，F が同じクラスタにまとめられている．

この 2 学習者の特徴は，100 秒以上手が止まっている

ことと，80%程度の大きな変化率が複数回観測された

ことである．ただし，ユーザ E は作業開始から 6 分経

過した後は一度も変化率が 0%から変化しなかったた

め，この時点で Mindmap が完成したと判断し，作業

をしなかった可能性が考えられる． 

次に，ユーザ B，C，D，G，H のクラスタである 

このクラスタの特徴としては，作業時間中に 16%を

超えるような大きな変化が観測されなかった点が挙げ

られる．途中に 0%の変化率が何秒間観測されたかで

クラスタ内でさらに分類されており，図 4 の左側のユ

ーザ D は常に 5～10%の変化率が観測され，右側のユ

ーザ H は途中，最長で 3 分ほどの長い変化率 0%の区

間が観測された． 

これらのことから，今回のクラスタリングの結果で

は，値の変化の大きさが一番に影響し，それに次いで

その区間の回数や長さがクラスタリングに影響してい

ることが分かる．グラフの変化と学習者の行動からは，

ウィンドウの切り替え回数が特に影響していると考え

られる．  

5. まとめ 

本稿では，ケーススタディを 2 件行い，画面の変化

率から学習者の行動を推定するための要素の検討と，

 

図 5 DTW による学習者 8 名の時系列クラスタリング結果 
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クラスタリングの可能性の検討を行った．変化率から

学習者の課題に対する理解度の推定は難しいものの，

活動の活発さの定義やおおまかな行動の推定は可能性

があると考えられる．モデルケースの検討と今後の課

題を次に示す． 

5.1 Mindmap 描画課題のモデルケースの検討 

2 件のケーススタディの結果から，Mindmap 描画

課題には幾つかのモデルケースが考えられる． 

(ア) 淡々と文字を入力していき，Mindmap を完

成させるケース．全区間に渡って 5～10%の

変化率が観測されると思われる．変化率だけ

では文字が入力されているのか消去されて

いるのかは分からない．しかし，活動が続い

ていることで課題への取り組みの姿勢は評

価出来る可能性がある． 

(イ) 時折，作業が長時間止まるが，一定時間が経

過すると作業が行われるケース．このケース

では，学習者が思考に集中している場合や

Mindmap の記述戦略が立てられず手が止ま

っている場合が考えられる． 

(ウ) しばしばウィンドウを切り替え，参

考資料などを眺めつつMindmapを完成させ

ていくケース．このケースでは，80%程度の

画面変化の観測が多くなると思われる．作業

中のウィンドウから別のウィンドウへ切り

替えた場合，元のウィンドウに戻る必要があ

り，その際に再び画面変化を観測することと

なるので，この間隔を測定し，閲覧時間など

の推定が出来ると思われる． 

5.2 今後の課題 

本研究では最終的に，教師が授業進行中に複数の学

習者の状態を容易に把握できる仕組みを構築したいと

考えている．そのためにはクラスタリングだけでは不

十分で，学習者の行動のラベリングが必要である．変

化率に基づく学習者の行動はある程度ラベル化が可能

であることが 4.2 章から読み取れる．そこで本研究で

は，画面の変化率から学習者の行動を推定してラベリ

ングを行い，個々の学習者の行動を可視化すること，

そして学習者群の状態を把握しやすくする仕組みとし

て学習者のクラスタリングを行うことを目指す．その

ためには次のステップとして，機械学習等により自動

でラベリングが可能か検討する必要がある．また，ク

ラスタリングが適切か判断するためにも大規模な実験

を行い，検討を行いたい． 
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赤外線センサ付きネットワークカメラで撮影された 

農作業の自動判別手法の提案と評価 

平野 竜*1, 高木 正則*1 

*1 岩手県立大学大学院  

Proposal and Evaluation of an Automatic Distinction Method to 

Image Data Taken by Infrared Sensor camera 

Ryu Hirano*1, Masanori Takagi*1 

*1 Iwate Prefectural University Graduate School   

We have installed web cameras and field servers in an agricultural land. In addition, we have 

developed a field monitoring system that enables elementary school children to observe the 

agricultural land from their classroom through the Internet and used it in primary school since 

2011. However, a teacher could not use farm work images in her class because the number of the 

images taken by the web camera with sensor exceeds 50,000 per year. In this study, we developed a 

function to automatically add meta-information to the sensor detection images for the purpose of 

improving easiness of search of farm work images from all images. This paper describes a method of 

automatic discrimination of farm work using image processing technology and photographing date 

information et al.  

キーワード: 農作業自動判別，画像処理，ビッグデータ，小学校教育支援，農業人材育成 

1. はじめに 

全国約 80%の小学校，33％の中学校では農業体験学

習が実施されている．農業体験学習では，「自分でもの

を作り，育てる喜びを教えたい」（87.5％），「食べ物の

大切さを教えたい」（83.2％）などを学習のねらいとし

ている一方，「時間不足」（約 55％），「準備に時間がか

かる」（約 40％），「学校や教師の農業に関する技術や

知識・情報不足」（約 40％）等が問題となっている[1]．

特に，体験学習を行っている農地が学校から遠い場合，

毎日農地を訪れることができないため，日常的に作物

や農作業の様子を観察することは難しい．そこで，著

者らは平成 23 年度から農地にネットワークカメラを

設置して教室から農作物（りんご）の画像を閲覧でき

る Web アプリケーションを独自に開発し，岩手県内の

小学校の農業体験学習で利用してもらっている．平成

24 年度からは赤外線センサ付きのネットワークカメ

ラとフィールドサーバを別途設置し，農作業の様子と

気温や日射量などのデータ（以下，環境データ）も自

動記録できるようにした．これらにより，農業体験学

習を行っている児童は小学校の教室にいながら，りん

ごの成長の様子や農作業の様子を確認できるようにな

り，児童のりんごへの興味や農業に対する関心を喚起

させることにつながった[2]． 

過去 7 年間にわたる本システムの運用では，本シス

テムで撮影された写真は年間 5 万枚を超え，環境デー

タも 1～2 分に 1 回記録されているため，膨大なデー

タが蓄積されている．しかし，児童が教室に設置され

ている iPad を活用して定期的にりんごや農作業画像

を確認することはあったが，記録された画像のほとん

どは授業で活用されていなかった．この要因を担当教

員へヒアリングした結果，これらの膨大な写真から授

業に活用する画像を選び出し，教材を作成する負担が

大きいことがあげられた．そこで，我々は圃場で記録
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されたデータ（以下，圃場データ）を利用した教材作

成支援システムを構築し，教員が圃場データを活用し

て理科や社会などで活用できる教材を簡単に作成でき

るようにすることを目指している．これにより，総合

的な学習の時間で行われることの多い農業体験を，体

験だけで終わらせるのではなく，教科の枠を越えた横

断的な学習に結び付けることができ，総合的な学習の

時間の目標達成の一助になると考えた． 

この教材作成支援システムでは，蓄積された圃場デ

ータをあらかじめ分類し，検索可能にしておく必要が

ある．しかし，赤外線ネットワークカメラで撮影され

た画像（以下，センサ検知画像）には，様々な農作業

が写っており，自動的に分類することが困難であった．

そこで，本研究ではセンサ検知画像に写った農作業内

容の自動判別を目的とし，画像処理技術や赤外線セン

サ検知回数等を利用した農作業内容の自動判別手法を

提案する．自動判別された農作業情報をメタ情報とし

てセンサ検知画像に付与することで，教材作成支援シ

ステムで農作業画像を容易に検索可能になり，教員の

学習教材の作成負担の軽減が期待できる． 

以下，2 章では先行研究で開発した圃場モニタリン

グシステムの概要を述べ，3 章では関連研究と本研究

の位置づけを明らかにする．4 章では圃場モニタリン

グシステムで記録された圃場データの学習教材として

の活用可能性を検証する．5 章では過去に記録された

センサ検知画像を分析し，6 章ではセンサ検知画像に

撮影された農作業判別手法を提案する．7 章では開発

した農作業自動判別システムの概要と提案手法の有効

性を評価するために行った画像判別実験の結果を述べ，

8 章で本研究をまとめる．  

2. 圃場モニタリングシステムの概要 

我々が開発した圃場モニタリングシステムの概要

図を図 1 に，システムの画面例を図 2 に示す．我々は

平成 23 年度からりんご農園にネットワークカメラ

（Panasonic製 BB-SW174W）を 2台とモバイルWiFi

ルータ（現在は NTT ドコモ Wi-Fi STATION N-01H

を使用）を設置し，りんごの実とりんごの木全体を撮

影している．それぞれ毎日 5 時から 18 時まで 1 時間

に 1 枚自動撮影している．平成 24 年度からは赤外線 

 

図 1 圃場モニタリングシステムの概要図 

 

 

図 2 圃場モニタリングシステム画面例 

 

センサ（竹内エンジニアリング製 MS-12FA）を接続

したネットワークカメラも設置し，農作業の様子も自

動撮影している．赤外線センサ付きネットワークカメ

ラでは赤外線センサが検知してから 100 秒間，1 秒に

1 枚の画像を撮影している．100 秒経過するまでに次

の検知があれば，また 100 秒間撮影するように設定し

ており，農作業の様子を詳細に記録できるようになっ

ている．また，平成 24 年度からフィールドサーバ（イ

ーラボ・エクスペリエンス製）も設置し，環境データ

の記録も開始した．平成 28 年度からはフィールドサ

ーバを撤去し，みどりボックス（株式会社セラク製）

[3]を設置し，気温，日射量，湿度，飽差を記録してい

る． 

本システムで撮影された写真は自動的にサーバに

アップロードされ，PC のブラウザからインターネッ
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ト経由で本システムにアクセスすることで遠隔地（教

室）から農地の様子を閲覧できるようになっている．

これにより，小学生が農地に足を運ぶことなく，農作

物の写真や，農作業の様子を教室から閲覧して学ぶこ

とを可能にしている． 

3. 関連研究 

圃場のモニタリングや，生産性向上，営農計画支援，

技術継承のための研究は多数実施されている．3 章で

は圃場モニタリングシステムと，農作業の記録方法・

自動判別の観点で，本研究と関連研究を比較する． 

3.1 圃場のモニタリング 

近年，農林水産省では，農業従事者の減少や高齢化

の対策として，農業分野への ICT の導入を推奨してい

る[4]．農業分野での ICT 活用事例の一つに，農地の

様子や状態を観測できるモニタリングシステムがある．

モニタリングシステムでは，農地にネットワークカメ

ラや各種センサを設置して，遠隔地から農作物の画像

や気温・湿度などの環境情報を確認でき[5][6][7][8]，

生産性の向上や営農計画の支援のために活用されてい

る． 

農匠ナビ[5]は，新規就農者が農業機械操作における

身体的技能，水管理，施肥管理における作業判断，作

付け計画や，営農計画を策定する経営判断などを継承

することを目的としている． 

NEC 農業技術学習支援システム[6]はマニュアル化

が困難とされてきた熟練者の農業技術を見える化し，

若手や新規就農者の技術取得に活用されている． 

Akisai[7] は(株)富士通が運営する生産から経営・販

売までの企業的農業経営を支援するサービスである． 

みどりクラウド[8]はスマートフォンやタブレット，

PC などの端末を用いて遠隔地からハウス内を撮影し

た画像や環境データを確認できる．藤本ら[9]は圃場モ

ニタリングのためのフィールドサーバを開発した．深

津ら[10]はフィールドサーバによるセンサネットワー

クに関する手法を提案した． 

上記のように，既存の圃場モニタリングに関するサ

ービスや研究は，農作業の判断や農業経営を支援する

ことを対象としている．しかしながら，上記のいずれ

の研究でも本研究で対象としている初等教育を対象と

しておらず，初等教育に圃場モニタリングを活用した

事例は著者らが知る限り存在しない．また，システム

で利用している農作業情報も本研究とは異なっている．  

さらに，上記のいずれの研究は新規就農者の直接的

な技術やノウハウの支援を目的としてらず，経営のノ

ウハウやビジョンの確定のために用いられる場合が多

い．一方，本研究では圃場データを教育へ応用するこ

とを目指している点で異なり，圃場データを学習教材

として活用するためのセンサ検知画像の自動分類手法

に新規性がある． 

3.2 農作業情報の把握 

表 1に農作業情報の把握に関する関連研究と本研究

の比較を示す．南石ら[11]は，RFID を用いた農作業

情報認識システムを提案した．このシステムでは，農

作業者が農作業のたびにリーダーに読み込ませる必要

がある．神谷ら[12]は GPS を用いた農作業記録の自動

化の手法を提案した．この手法では農作業者にウェア

ラブル端末を装着し，位置情報を取得することが前提

であるため，農作業者に事前準備の手間が発生する． 

以上のように，既存研究における農作業情報の取得

方法では，農作業者に普段の農作業時と異なる行動や

準備をしてもらう必要があり，日常の農作業の負担に

なる可能性がある．また，本研究とは農作業情報の記

録目的や取得方法も異なっている．本研究では，圃場

に設置しているネットワークカメラの撮影画像から，

初等教育等への教育に応用するための農作業情報を取

得している点で新規性がある． 

 

表 1 農作業情報の把握に関する関連研究との比較 

 利用情報 データの活用目的 

南石ら[11] RFID 農作業記録の負担

軽減 

神谷ら[12] GPS 農作業機械の位置

情報把握 

 

4. 圃場データの教育応用の可能性 

本章では，圃場モニタリングシステムで記録された

圃場データが，教科教育の学習教材として活用できる
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かを検証し，構想している教材作成支援システムの必

要性を明らかにする． 

4.1 学習指導要領に関連付けた教材案 

現在記録している圃場データを活用して，関連する

教材が作成できる学習単元を学習指導要領から分析し

た結果，理科と社会のいくつかの単元が抽出された．

関連する学習指導要領の単元については，それぞれ，

教材の例と教材で活用するデータの抽出方法を検討し

た． 

4.2 理科の教材例 

我々が開発した圃場モニタリングシステムで蓄積

された画像と気温データを用いて，5 年生の理科の学

習内容「植物の発芽には，水，空気及び温度が関係し

ていること」の学習時に活用できる教材を作成した．

作成した学習教材を図 3に示す．図 3の教材では，2012

年と 2013 年の 4 月 14 日から 5 月 20 日までの期間に

同じ位置で撮影された画像を 1 日 1 枚抽出し，同じ日

の画像を並べて連続再生させた動画と，2012 年と

2013 年の同期間の気温データを折れ線グラフで表示

したものである．これにより，農業体験で児童たちが

育てている実際の作物の画像と気温データを利用して，

作物の成長と気温の関係を学ぶことができ，理科の学

習を支援できる． 

4.3 社会の教材例 

センサ検知画像を用いて，5 年生の社会の学習内容

「食料生産に従事している人々の工夫や努力，生産地

と消費を結ぶ運輸などの働き」の学習時に活用できる

教材を作成した．作成した学習教材を図 4 に示す．図

4 の教材では，農作業が行われた日に撮影された 1 日

分のセンサ画像を連続再生した動画を月ごとに閲覧で

きようになっている．これにより，農業体験の振り返

り学習時の支援や，1 年を通した農作業の流れの確認，

安全性や日程，授業時間の都合で体験できなった農作

業の確認ができるようになる．また，農家の隠れた工

夫や努力を確認できるようになる．  

4.4 小学校での利用と考察 

小学校で本教材を用いて授業を行い，教師から作成

した教材についてヒアリング調査を行った．その結果，

「作業前にイメージをもつことができるため，意欲的

な活動ができる．」，「授業時間の関係で，児童たちが体

験できなかった作業があるが，その作業の補完ができ

る点が良い．」などの意見を得た． 

以上より，過去 7 年間の農業体験学習の支援活動の

中で蓄積された圃場データには授業で活用できるデー

タが含まれていることが確認できる．しかしながら，

図 3の教材は教材作成者が手動で画像を組み合わせて，

動画を作成したため，学習教材の開発の負担が大きく，

実際の教育現場で教員がこのような教材を作成するこ

とは現実的ではない．そのため，蓄積されたデータを

もとにした学習教材を容易に作成できるシステムが必

要であると考えられる． 

 

 

図 3 理科の教材例 

 

 

図 4 社会の教材例 

 

－72－



5. センサ検知画像の分析 

センサ検知画像に撮影された農作業を自動判別す

る手法を検討するために，センサ検知画像に撮影され

ている農作業を分析した．分析対象は平成 28 年 1 月

から平成 28年 12月までに赤外線センサ付きネットワ

ークカメラで撮影された 20,779 枚とした．分析は以

下の 3 つの方法で行った．農作業は 1 日に 1 つの作業

を行うことを想定し，センサ検知画像には 1 日単位で

1 つの農作業を割り当てた． 

(1) 記録された日時と作業スケジュールを照らし合

わせた農作業内容の判別 

(2) 作物の変化による農作業内容の判別 

(3) 作業者が使用している道具等から農作業内容を

判別 

その結果，センサ検知画像を 10 通りの作業項目に

分けることができた．分析結果を表 2 に示す．この中

で，「その他」を除く 9 通りの作業項目はりんごを育

てる上での基本的な作業であり，児童がりんごの農作

業を学ぶ際に提示することで，学習に役立てられると

考えられる．本研究では，センサ検知画像を入力する

と以下の 10 通りの作業項目に自動判別し，メタ情報

を付与するシステムを構築する． 

6. センサ検知画像に撮影された農作業判別

手法の提案 

6.1 農作業判別手法の提案 

本研究では，赤外線センサ付きネットワークカメラ

で記録されたセンサ検知画像に写っている農作業内容

を，（1）農作業者有無の判定，（2）撮影時期による判

定，（3）作物変化による判定，（4）機械・道具による

判定の 4 つの方法で自動判別する手法を提案する．図

5 にセンサ検知画像を分類する流れを示す． 

6.2 農作業者有無の判定 

センサ検知画像には人が写っていない画像や，人が

写っていても農作業を行っていない画像も記録されて

いる．このような画像には「その他」のメタ情報を付

与する．農作業者有無の判定では，センサ検知画像の

撮影日時の前後で，画像の差分値を測定することで，

画像差分の連続した変化が少ないものを人が写ってい 

表 2 主な農作業項目と内容 

作業項

目 

作業内容 

剪定 枝の配置，樹勢の調整 

施肥 肥料をまくことで作物の成長を促進する 

摘花 花芽の量と質を調整する(開花まで) 

摘果 花芽の量と質を調整する(開花後) 

病 害 虫

防除 

農薬散布により害虫を取り除く 

草 生 管

理 

成長を妨げる雑草を刈り取る 

葉 摘

み・実ま

わし 

果実に光を当て着色するために草を摘み

取ったり，実を回転させたりする 

シ ル バ

ー シ ー

トしき 

シルバーシートの反射によって，果実下方

向の着色を行う 

収穫・選

果 

果実を収穫し，品質の良し悪しによって 5

段階に選別する 

その他 誤検知（人が写っていない），人の通過，

様子見，逆光・吹雪・暗くて作業分類でき

ない，何の作業内容かわからない，画像の

破損，農作業とは関係のない作業など  

 

 

図 5 メタ情報の決定手順 

 

ないと判断する．差分抽出には屋外での環境変化に強

いフレーム間差分を用いる．その後，ラベリング処理

[13]（井村誠孝氏のラベリングクラスを利用）をし，
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最大の差分領域が閾値に達している画像が連続して存

在しているか判定を行う．そして，閾値に達した画像

を連続して含まない 1 日の作業を「その他」の作業項

目として判定する． 

フレーム間差分法による判定だけでは，人が農地を

通り過ぎただけのものや，農地の様子を見に行ったり

するだけで作業を行わなかった画像を「その他」に判

定することはできない．そこで，このような農作業以

外の目的で訪問した人を検知して撮影された場合は，

農地にとどまる時間が短い傾向があることから，農地

に設置した赤外線センサの検知回数が 2回以下のもの

を，人が写っているが農作業を行っていない画像と判

定し，「その他」のメタ情報を付与することにした． 

上記の 2種類以外の画像は農作業者が何かしらの作

業を行っていると判定し，次節以降の判定を行う． 

6.3 撮影時期(1 月～3 月)による判定 

りんごの農作業では，剪定，摘花，葉摘み・実まわ

し，収穫，シルバーシートしきといった大部分の作業

項目が，例年，特定の期間中に行われている．表 3 に

各作業項目に対応する作業期間を示す．この表はりん

ごの生産者にヒアリングをし，りんごの主な 1 年間の

作業に基づいて作成した．表 3 から 1 月～3 月には「剪

定」以外の作業は行われないため，1 月～3 月に撮影

された画像には「剪定」をメタ情報として付与する． 

 

表 3 主な農作業の年間スケジュール 

作業項目 作業期間 

剪定 1 月〜3 月 

施肥 4 月 

摘花 5 月〜6 月 

摘果 5 月〜6 月 

病害虫防除 4 月〜8 月 

草生管理 5 月〜8 月 

葉摘み・実まわし 8 月〜11 月 

シルバーシートし

き 

8 月〜11 月 

収穫・選果 9 月〜11 月 

その他 通年 

6.4 作物変化による判定 

収穫，摘花・摘果，葉摘み・実まわしのような作物

に直接手をつける作業では，作物を撮影した画像の

RGB 値の変化から作業を特定する．例えば，収穫日以

降はりんごの実がなくなるため，作物画像中の赤色領

域が極端に減少する．一方，摘花すると花がなくなる

ため，白色領域が極端に減少する．そのため，2 日間

の赤色領域の色素差分が最大となる日を収穫日と判定

し，白色領域の色素差分が最大となる日を摘花・摘果

と判定してセンサ検知画像にメタ情報を付与する． 

6.5 機械・道具による判定 

センサ検知画像には農作業時に用いられる機械や

道具の写真が撮影されている．そのため，機械や道具

を検出することによって作業内容の判定を行う．機

械・道具による判定には OpenCV のテンプレートマッ

チングを用いて，予め学習させた画像とのマッチング

を行う．しかし，記録される画像は農作業中の画像の

ため，単純なテンプレートマッチングによる判定は難

しいと考えた．そのため，異なる年度に撮影された様々

な向きの農作業機械の画像を用意して学習させること

で，より精度の高い判定を目指した．また，赤外線セ

ンサ付きネットワークカメラは屋外に設置しているた

め，レンズに雨やほこりが付着する可能性もあり，必

ずしも鮮明な画像とは限らない．そのため，テンプレ

ートマッチングにおける閾値を調整し，その中で認識

精度の高かった閾値 0.6 を採用した．テンプレートマ

ッチングにより抽出された農薬散布車の画像を図 6に

示す． 

 

 

図 6 テンプレートマッチング抽出結果 
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6.6 撮影時期(4 月～12 月)による判定 

6.1 節～6.5 節の判別でどの農作業にも判別されな

かった場合，画像が撮影された日付から，作業時期に

あった作業項目をメタ情報として付与する．ただ，4

月から 12 月は，同時期に複数の農作業が行われる可

能性があるため，撮影日に行われる可能性のある農作

業全てをメタ情報として付与する．これにより，ある

農作業を検索した際の再現率を低下させないことを狙

った． 

6.7 期待される効果 

図 7 に教材作成支援システムの構成図を示す．教材

作成システムは（1）データ収集，（2）データ加工，（3）

データ統合の 3 つの階層から構成される．本研究で提

案した自動判別手法は（1）データ収集のメタ情報付

与に位置付けられる．  

本研究によって農作業時の様子の自動撮影と撮影

画像の自動判別が実現できれば，センサ検知画像を教

材として利用する際の検索が容易になり，教員の教材

作成負担の軽減が期待できる．また，農作業情報と環

境データを関連付けた教育が可能になり，理科や社会

といった科目からキャリア教育に至るまで幅広い教材

開発に活用できる．図 8 に圃場モニタリングシステム

を活用した教科横断的な学びの構想を示す．  

図 8 に示すように，農業体験学習で体験する摘果か

ら販売までの一連の流れを教科教育へ発展させること

を構想している．また，圃場モニタリングシステムに

よって蓄積されたデータを活用することで，地域の特

性を活かした学びにつながることが期待できる．本研

究では小学校の農業体験学習を対象に進めてきたが，

将来的には，キャリア教育や新規就農者支援に応用す

ることも検討している． 

7. 農作業自動判別システムの開発と評価 

7.1 判定手法の開発 

提案手法を用いた農作業情報自動付与システムを

開発した．本システムにより，撮影されたすべての画

像にメタ情報を付与することができ，センサ検知画像

の中から閲覧したい農作業時の画像を検索することが

できる．開発は OpenCV のテンプレートマッチング，

labeling.h[13]によるフレーム間差分法，C/C++を利用 

 

図 7 教材作成支援システム構成図 

 

 

図 8 圃場モニタリングシステムを活用した教科横断

的な学びの構想 

 

した RGB 値による画像の分析手法を用いた． 

7.2 評価実験 

過去 5年間で撮影されたセンサ検知画像の中で機械

が含まれている画像を手動で判別した場合と，本研究

で開発した機能によって判別した場合での再現率と適

合率により評価を行った．平成 28 年度のセンサ検知

画像のうち農業機械が含まれている 4月から 9月の画

像においてテンプレートマッチングを行い再現率と適

合率を測定した．表 4 に結果を示す．再現率は 100%

となり，農業機械が含まれている画像すべてに正しい

農作業のメタ情報を付与できた，適合率は 35.8%とな

った．農作業者有無の判定（6.2 節），撮影時期による

判定（6.3 節），作物変化による判定（6.4 節）の判定

機能を実装した先行研究[14]では，農業機械が含まれ

る画像の適合率は 15.6%となっていたため，6.5 節の
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判定機能の実装により 20.2%の向上が見られた．また，

再現率と適合率の調和平均を表す F値を算出した結果，

F 値は約 0.27 から約 0.53 に向上し，F 値からも 6.5

節による検索精度の向上が示された． 

 

表 4 テンプレートマッチング結果 

検索対象(センサ検知画像総数) 20,779 枚 

正解データ数 226 枚 

検索結果数 631 枚 

検索結果に含まれた 

正解データ数 

226 枚 

 

8. おわりに 

本稿では，圃場モニタリングシステムで記録された

膨大なセンサ検知画像から農作業画像の検索容易性の

向上を目的とし，OpenCV を用いて画像処理を行った

結果から農作業情報を判定する手法を提案した．また

農薬散布車が撮影されている画像を対象にテンプレー

トマッチングを行った．農作業画像の分類については

4 つの手法を用いて行ったが，今後は各分類方法での

精度向上について検討していきたい．また，農家でな

い人がセンサ検知画像を目視で農作業情報を付与した

場合にかかる時間と本機能によって付与した場合で作

業時間を比較し，農作業情報付与への時間短縮を示す．

さらに，付与された農作業情報の正確性を検証する． 

本稿では，支援対象を児童・教員と設定しているが，

近年の日本における就農者の高齢化，新規就農者不足

の対策のための活用可能性を検討し，6.7 節で述べた

教材作成支援システムの評価を行いたい． 
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1. はじめに 

現在，コンピュータやネットワークの普及によりコ

ミュニケーションや情報のやり取りの形態が変化しつ

つある．情報化社会の進展の中で，情報教育もプログ

ラミング教育や情報リテラシー演習など多様化してき

た．特にプログラミング教育は論理的思考力や情報コ

ミ ュニ ケーシ ョン 技術（ Information and 
Communications Technology：ICT）を活用する力の
育成にも役立つと考えられている．また，2020年4月
から施行される小学校学習指導要領(1)では，「児童がプ

ログラミングを体験しながら，コンピュータに意図し

た処理を行わせるために必要な論理的思考力を身につ

けるための学習活動」を実施することになっている． 
しかし，日本の初等教育においてプログラミング教

育を実施するにあたり，ボトルネックとなる部分があ

る．初等教育の段階ではプログラミングを行う際に重

要な要素である英語をまだ十分に習得していないとい

う点である．通常プログラミングは英単語の命令や英

字の変数を使って作成するので，プログラミングを習

得するには一定の英語力が必要となる．しかし，日本

の初等教育の段階では，プログラミングを組むために

必要な英語力が十分に備わっていない．さらに，初等

教育では情報の授業が正規に組み込まれていないので，

教師のプログラミング教育に関する経験と知識が少な

いない傾向にある． 
このため，初等教育のプログラミング教育における

本来の目的である，論理的思考力を身につけるための

授業デザインが確立されていない．また，初等教育で

のプログラミング教育の授業改善の方法論が確立され

ていないことが問題である． 
先行研究ではそのボトルネックを解消するため，文

部科学省が開発した日本語でプログラミングができる

ビジュアルプログラミング言語「プログラミン」を使

用した小学生対象のプログラミング授業の実施をした

ものがある(2)．しかし，これらのプログラミング教育に

関する先行研究は，小学生を対象にプログラミング教

育において，プログラミングを簡略化したツールを使

用して実施することは有効であること(3)が判明してい

るものの，プログラミングで必要となるデータ構造や

アルゴリズムなどの説明が不十分になってしまう点が

問題点として挙げられる． 
本研究の目的は，ビジュアルプログラミング言語の

授業と，アルゴリズムを体験的に習得する授業を組み

合わせたプログラミング教育の論理的思考力の向上を
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検証する．また，課題作成の演習を通じて授業改善の

データを収集し，改善の糸口を見つける方法論を提案

する． 

2. 本研究で利用した教材 

本章では，ビジュアルプログラミング言語である

Scratch と論理的思考力を修得するもしくは評価する
ために採用した教材について述べる． 

2.1 Scratch 
Scratch(4)は，米国	 マサチューセッツ工科大学

（MIT）のメディアラボ（Media Lab）のライフロン
グキンダーガーテングループ（Lifelong Kindergarten 
Group）が開発したビジュアルプログラミング言語ツ
ールである．今回使用した Scratch 2.0はインターネ
ット上で無償配布されているもので，Web上でプログ
ラミングの作成，実行が可能である．そのため，プロ

グラムの保存に必要となるアカウント作成は必要にな

るが，ソフトをインストールするなどといった手間は

かからない． 
日本語で出来たブロック型のコマンドを組み合わせ

てプログラムを作成するため，小学生がプログラミン

グを勉強する際のボトルネックとなる英語も問題点は

解決する． 
Scratchでは，動き・見た目・音・ペン・データ・イ
ベント・制御・調べる・演算・その他の10種類のカテ
ゴリに分類されたプログラム部品を組み合わせること

によって，プログラミングする．本論文では，Scratch
のカテゴリごとに授業を進め，それぞれのカテゴリの

理解とプログラム部品を正しく使うスキルを評価し，

プログラミング能力向上の評価や授業改善の材料とし

て使う． 

2.2 アルゴロジック 
アルゴロジック(5)は，プログラミングの基本となる

論理的思考（アルゴリズム）をゲーム感覚で習得する

ための課題型ゲームソフトで，電子情報技術産業協会

（JEITA）が開発した．インターネットに無償公開さ
れているため，Flashに対応したWebブラウザがあれ
ばすぐに利用することが出来る．プログラミング経験

が全くない人でも楽しく「プログラミングをするため

の考え方」＝「アルゴリズム」を知ることが出来る(6)． 
アルゴロジックは，ロボットの動き方を制御するコ

マンドブロックを組み立て，ロボットを旗のあるマス

に移動させるゲームである．多数の難易度の異なる問

題が用意されていて，「繰り返し」や「条件分岐」など

の制御構造も利用できる．マウス操作だけで直感的に

操作できるため，子供でも簡単に操作が可能である． 
アルゴロジックは入門編～上級編までの問題を集め

た「アルゴロジック（チャレンジ問題）」とアルゴロジ

ックの基本動作を覚えるための「アルゴロジック Jr.
（初心者問題）」の2種類で構成されている．難易度の
異なる問題で分類された「アルゴロジック」，プログラ

ミングの3つの制御構造である順次処理，繰り返し処
理，分岐処理の考え方を学習する事を目的とした「ア

ルゴロジック2」，コマンドブロックでロボットを動か
して，自由に絵を描くことが出来る「お絵かきアルゴ

ロジック」の3つのバージョンがある．今回の実験で
は「アルゴロジック」の基本操作を説明した後，初心

者用の問題が収録されている「アルゴロジックJr.」を
授業の取り入れた．ゲーム感覚で自宅でも学習できる

ため，授業のたびに自宅などで学習するように啓発し

た． 

2.3 CAB 
CAB(Computer Aptitude Battery)(7)は日本SHL社
が作成しているコンピュータ適正テストである．IT業
界やシステムエンジニア職の選考で使われる傾向が強

い．本研究では，論理的思考力の向上を評価するツー

ルとして，CABを参考に小学生向け問題を作成した． 
CABのテスト項目は足し算，引き算，掛け算，割り
算からなる演算を暗算で解く「暗算」，5つの図形がど
のような法則性で並んでいるかなどを問う「法則性」，

命令によって，図形群が最終的にどのような結果にな

るかを問う「命令表」，始まりの図形と終わりの図形を

見て図形の間に挟まれている暗号の変換法則を推測す

る「暗号」の4つに分類される． 
複数の命令記号が示され，その命令の指示通り実行

した場合にどのような結果になるかを問う命令表の問

題に着目した．これは，プログラミングのアルゴリズ

ムをトレーする能力に繋がり，また，論理的思考力を
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評価するためにふさわしい分野である．本研究では，

小学生用に命令記号と選択肢を少なくし，最終的な答

えを導くための過程ごとに結果を問う形式とした． 

3. 実験 

3.1 目的 
実験の目的は，論理的思考力の修得を重視してプロ

グラミング教育の他にアルゴロジックを実践したクラ

スと，プログラミン教育のみ実践したクラスを比較し，

授業内容の違いにより論理的思考力の向上に差異が生

ずるかを検証することである． 

3.2 方法 
(1) 授業内容の比較 
A小学校のパソコンクラブ児童4～6年生21名，B
小学校のプログラミングクラブの児童4～6年生20名
を被験者として実験を行った．それぞれの学年別人数

は表1の通りで，学年別の人数比は，ほぼ同じ構成で
ある． 

表1 A小学校とB小学校被験者の学年別人数比 
	  4年 5年 6年 
A小学校 7 7 7 
B小学校 4 9 7 

A小学校ではScratchを使用した45分授業を8回，
その内1時限分をアルゴロジックの時間として割り当
てた．各時限の学習内容を表2に示す． 

2時限目のアルゴロジックの説明，演習は最初に「論
理的思考（アルゴリズム）とは何か」について自動販

売機で飲み物を買うときの人と自動販売機の動きに例

えて説明し，普段の生活でも論理的思考が重要である

ということを導入として話した．その後アルゴロジッ

クの基本操作について説明した後，初心者用である「ア

ルゴロジックJr.」の問題を各自解いてもらった．また，
自宅でアルゴロジックを起動する方法を説明し，ゲー

ム感覚で学習できるので自宅でも学習を続けるよう勧

めた．これ以降の授業のたびに，「アルゴロジックを自

宅で学習してみたか？」などの問いかけをして，自宅

で自主的に学習するよう啓発した． 
3時限目，4時限目のScratchの実習でははじめに

例題を示し，授業の主題となる要素について説明しな

がら例題の作品を作成し，その後枠内の数字を変更す

るなどの練習問題を提示する流れで授業を進めた． 
5～7時限目の Scratchの実習では 1つのゲームを

作成していく流れの中で変数や条件分岐などの説明を

する形式で授業を進めた． 
8時限目は実習で修得したカテゴリを使う基本仕様

を指定し，その他の詳細な仕様は自由にアレンジして

よい課題作品の作成時間とした． 

表２ A小学校の学習内容 

時数(日付) 内容 
1時限(6/6) プログラミングとScratchの説明，

事前テスト 
2時限(7/11) アルゴロジックの説明，演習 
3時限(7/18) Scratch実習①(基本的な動き) 
4時限(8/29) Scratch実習②(繰り返し) 
5時限(9/5) Scratch実習③(変数，条件分岐) 
6時限(10/10) Scratch実習④(変数，座標) 
7時限(10/17) Scratch実習⑤(座標，乱数) 
8時限(10/31) 課題作品の作成，Scratchの評価 
9時限(11/7) クラブ活動のまとめと事後テスト 

B小学校ではScratchのみを用いた45分授業を10
回実施した．B小学校の各時限の学習内容を表3に示
す．A小学校とは異なり，Scratchで重要な要素であ
る座標や変数の説明，演習に時間をかけて授業を行っ

た． 

表3 B小学校の学習内容 

時数(日付) 内容 
1時限(5/30) プログラミングと Scratch の説

明，事前テスト 
2時限(6/13) Scratch実習①(基本的な動き) 
3時限(6/27) Scratch実習②(繰り返し) 
4時限(6/27) Scratch実習③(繰り返し，座標) 
5時限(7/18) Scratch実習④(座標) 
6時限(9/12) Scratch実習⑤(繰り返し，変数) 
7時限(10/3) Scratch実習⑥(変数) 
8時限(10/3) Scratch実習⑦(変数) 
9時限(10/17) Scratch実習⑧(変数，演算) 
10時限(10/31) Scratch実習⑨(まとめ)，事後テス

ト 
A小学校，B小学校ともScratchの授業の進め方は

同じで，各時限とも最初に例題を提示し授業の主題と

なる要素について説明を行った．児童が例題のプログ

ラムを組んで動きを確かめた後，例題に類似の仕様を
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練習問題として出題し各自で解くといった流れで授業

を進めた．授業は 1 名のメイン講師と 1 名の
TA(Teaching Assistant)が担当した． 

A小学校で 8時限に行った課題作品の作成は B小
学校では行っていない． 

A小学校，B小学校共に授業の前後にCABの命令
表の問題を参考にした事前テストと事後テストを実施

し，授業の内容により論理的思考力の向上に差は出る

かを検証する． 
(2) 論理的思考力の評価方法 
論理的思考力の評価のためにCABを参考にした事

前・事後テストを作成した．CABで出題される問題は
暗算，法則性，命令表，暗号の4つの項目に分かれて
いる．このなかでプログラムのトレースやアルゴリズ

ムの考案に近い思考の，命令表問題に着目した． 
CAB の命令表問題のうち，事前・事後テストの題

材とした問題は，10種類程度の命令記号が示され，そ
の命令指示通りに実行した場合，どのような結果にな

るかを考えるという内容である．実際の CABの問題
では5つの選択肢が示され，その中から解答を選ぶ形
式となっている．しかし，本実験では小学生を対象と

してその思考力を評価するために，問題を簡略化し，

最終的な回答を導き出す途中経過の思考も考慮する．

そのため，以下に示す図１の通り命令記号を4つに削
減した．また，選択肢も4つに削減した． 

 

 

図１  CABを参考にした事前テスト 

さらに，カードと命令にそれぞれ番号を振り，問題

を次の5題に分けて出題した．実際のCABでは問題

5のみが出題されるが，本研究で作成した小学生の論
理的思考力の評価テストは，途中経過も考慮した表4
の問題とした． 

表4 論理的思考能力評価事前テスト 
問題1 命令❶が行われたときのカード①の絵

はどんな絵になりますか． 
問題2 命令❷が行われたときのカード②の絵

はどのようになりますか． 
問題3 命令❸が行われたときのカード③の絵

はどのようになりますか． 
問題4 命令❹が行われたときのカード④の絵

はどのようになりますか． 
問題5 命令❶～❹が上から順番に行われたと

き，正しいものはA～Dのうちのどれで
すか． 

問題1～4の回答方式は，答えとなる絵を実際に描
く，問題5はAからDのどれか1つを記号で選択す
る形式とした． 
事前テストは表4の通りだが，事後テストも事前
テストと同様にCABで出題される命令表の問題を参
考にして，事前テスト同様はじめに示される命令記号

を4つに削減し，問題5の解答の選択肢も1つ減ら
し4つとした．事前テスト，事後テストとも満点は5
点で，難易度はほぼ同程度である． 

(3) 課題作成から理解度とスキル度の評価 
A小学校８時限目の課題作成においては，まず教員
が課題作品の基本仕様を説明する．次に，児童は作品

を完成させるために使用するプログラム部品が属する

Scratch のカテゴリを答案用紙に記入する．さらに，
自分が作成しようとしている作品の独自仕様を自由記

述方式で記入する．自由記述にあたっては，教員およ

びTAが机間巡視しできるだけ詳細に記述するように
促した．その後，自由に作品を作らせた． 
できあがった作品と事前に記入した仕様書との差異

を見ることで，プログラミングのスキルが評価できる．

また，使用するであろうと児童が予測したカテゴリと

実際に使うカテゴリの差異を分析することにより，そ

れぞれのカテゴリの使い方や意味などの理解度が評価

できる(8)． 
課題作成で指定した基本仕様は，パドルを使ったピ

ンポンゲームの作成で，①Scratch のプログラムスタ
ートボタンをクリック直後にボールが動き出す機能，

②ボールがパドルに当たらず落ちてしまったときの機
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能，③ボールがパドルにあたったとき得点を追加する

機能について，機能を実装するために必要なプログラ

ム部品のカテゴリを回答させる．また，それぞれの機

能を実行するときのイメージ(仕様)をできるだけ詳細
に自由記述させた．教員は，実際に使用するカテゴリ

と児童が作成前に必要と考えたカテゴリを比較するこ

とにより，児童の各カテゴリに関する理解度を把握で

きる．本論文では，作ろうとしている機能からそれを

実現するために必要なプログラム部品のカテゴリを選

択する力をカテゴリ理解度と呼ぶ． 
また，児童の作品に使われているプログラム部品を

カテゴリ別に分類し，正しく使用されていれば，その

カテゴリのプログラム部品を使いこなすスキルがある

ことから，この正解率をカテゴリスキル度と呼ぶ． 
ビジュアルプログラミング言語では，完成形をイメ

ージせずにトライアル・アンド・エラーを繰り返しな

がら，プログラム部品を組み合わせていくことにより，

本人が意図しない機能が備わってしまうことがある．

特に小学生の場合，アルゴリズムを意識せずプログラ

ムのパーツを組み合わせ，それぞれのパラメータを適

当に変更することにより，思わぬ機能が付加されてし

まうことがよく起こる．初等教育のプログラミング教

育で論理的思考力を修得させるには，事前に作りたい

モノをイメージし，その目標に向かって試行錯誤する

方が論理的思考力の向上が望める．こういった理由か

ら，プログラムを作成する前に仕様を記述し，その仕

様を満たすようにプログラミングするように指導した． 

3.3 結果と考察 
(1) 論理的思考力について 
A小学校とB小学校それぞれの，論理的思考力を評
価する事前テストと事後テストの平均値と標準偏差，

A小学校とB小学校の事前テストと事後テストの結果
より回帰成就値(9)を求めた，A小学校とB小学校それ
ぞれの回帰成就値の平均値と標準偏差を表 5 に示す． 

A小学校の事前テストと事後テストの平均値，B小
学校の事前テストと事後テストの平均値，A小学校と
B小学校の回帰成就値の平均値についてｔ検定をした
結果，A小学校の事前テストと事後テストの平均値は
有意水準1%未満で有意，A小学校とのB小学校の回
帰成就値の平均値は有意水準 5%未満で有意となった． 

これより，A小学校の授業構成のほうがB小学校よ
り論理的思考力が向上していると考えられる．つまり，

ビジュアルプログラミング言語をつかって例題と演習

の繰り返しによるプログラミング教育より，アルゴロ

ジックなどアルゴリズムを考える教材を取り入れ，プ

ログラムを作る前に作品の仕様を明確にして課題に取

り組ませるプログラミング教育のほうが，論理的思考

力を向上させることができる． 
表５  小学校の事前・事後テストの比較 

 事前テスト 事後テスト 

A小学校 
n=21 

平均値 2.952 4.048** 
標準偏差 1.532 1.071 

p 0.005 	  
 事前テスト 事後テスト 

B小学校 
n=20 

平均値 2.850 3.250 
標準偏差 1.089 1.482 

p 0.168 	  

 A小学校 
n=21 

B小学校 
n=20 

回帰 
成就値 

平均値 0.377* -0.396 
標準偏差 0.948 1.571 

p 0.028 	  
(2) 授業改善について 
A小学校8時限目の課題作成の結果，教員が指定し
た３つの基本機能を実現するために，児童がプログラ

ム作成前に必要と答えたカテゴリの正解率をカテゴリ

理解度，児童の作品に正しく使用されているブログラ

ム部品カテゴリの正解率をカテゴリスキル度として表

６に示す．Scratchのカテゴリは10個あるが，ペンと
その他のカテゴリは課題で使用していない．また，授

業中騒がしくなるため音のカテゴリは除いた． 
これより，動き・制御に関してはカテゴリ理解度，

カテゴリスキル度とも高く教授方法に問題が無いこと，

イベント・調べるに関してカテゴリ理解度は低いがカ

テゴリスキル度は高いので演習として問題ないが説明

をもう少し工夫する必要があること，見た目・データ・

調べる・演算に関してはカテゴリ理解度，カテゴリス

キル度とも低いので説明や演習の方法，時間配分など

工夫する必要があることがわかる． 
児童の作品を見ると，動き・制御を正しく使用した

作品は多く見られたものの，約半数の児童が変数を扱

うデータや演算カテゴリに手を付けることが出来なか

った．これは変数や演算が理解できていなかった事に
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起因し，このカテゴリを扱う授業に関して何らかの授

業改善が必要である． 
表６ カテゴリ理解度とカテゴリスキル度 

カテゴリ カテゴリ理解度 カテゴリスキル度 
動き 69% 95% 
見た目 55% 33% 
データ 36% 57% 
イベント 48% 100% 
制御 69% 95% 
調べる 0% 57% 
演算 7% 43% 

4. まとめ 

初等教育で 2020年より論理的思考力の向上を目的
の一つに掲げたプログラミング教育が導入される．本

論文の目的は，論理的思考力を重視したプログラミン

グ教育について提案し，授業で得られるデータから授

業改善の糸口を見つけることであった． 
2 つの小学校のプログラミング教育を比較すること
により，プログラミングの体験を通して論理的思考力

を修得するためには，ビジュアルプログラミング言語

であるScratchだけではなく，アルゴロジックなど論
理的思考を学ぶことが出来る教材を組み合わせた授業

を行うことが有効であることがわかった．また，児童

が課題作成に取り組む前に課題の仕様を明確にするこ

とも論理的思考力の向上に繋がる． 
授業改善については，課題作成前に機能を実現する

ために必要なカテゴリの調査を行うことでカテゴリ理

解度が，児童が作成した作品のカテゴリを正しく使わ

れているか分析することによりカテゴリスキル度が把

握できる．これより，授業の説明や演習の内容で改善

すべきカテゴリが洗い出せ，授業改善の糸口となる． 
今後の課題として，文科省は初等中等教育の情報教

育の学習活動を「プログラミングを体験することが，

探求的な学習の過程に適切に位置くようにすること」

(1)としている．本研究で我々が実施した授業では，課題

作成中に疑問や問題が見つかったとき，教員に積極的

に質問はするが，自ら調べだけで問題解決する授業に

達していない．プログラミング教育を通じて，児童が

自ら調べ主体的に学習する姿勢を修得できるような授

業デザインについて考える必要がある． 
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クラウドを活用したプラットフォームの開発と検証 

島根大学 研究・学術情報機構 総合情報処理センター 松本多恵*1 

 Development and Verification of a Platform Utilizing Cloud  

 Tae Matsumoto, General Information Processing Center Organization for Research and 

Academic Information, Shimane University*1 

A Learning Management System is an application primarily used for the administration of 

learning and eLearning. It allows anyone to create learning materials of any kind (e.g., video contents, 

or game contents). We develop a Learning Management System using cloud. The system is integrate 

of hand writing learning to information and communication technology. In order to validate the 

system，we perform experimental evaluation of the system with students and teachers. 

キーワード: クラウド，プラットフォーム，学習分析，eポートフォリオ  

1. はじめに 

本研究は，インターネットを通じて eラーニングを

配信するプラットフォームである学習管理システム

（Learning Management System 以下，LMSと明記

する）に連携したシステムではなく, クラウドコンピ

ューティング（以下，クラウドと明記する）上に学習

履歴や成績データなどの記録をデジタル化して残す収

集物保管する eポートフォリオ（電子化されたポート

フォリオ）のシステムの構築を目指すものである． 

本研究の特徴は, 手書きレポートや手書きメモ, 紙

文書などをスキャンし, スキャンしてできた PDF を

クラウド上に保存し, 既存の LMS と同様に, 学生が

自分の手書きレポートなどの過去に提出した紙文書を

振り返り確認できる. さらに, 教員が登録された紙文

書を見て, 採点や評価, コメントをパソコンなどで入

力することができる. さらに, 学習者（児童, 生徒, 学

生）は,  e ポートフォリオ上で採点や評価, コメント

や提出したレポートやテストなどの紙文書を閲覧, 印

刷することができるシステムである. クラウドを利用

したシステムのため, 小規模の組織や個人でも利用で

きるシステムである. さらに, 利用した期間だけ利用

することができる柔軟性の高いシステムを開発した. 

本システムを利用した学習者の感想や教員の意見な

ど述べていく． 

2. e ポートフォリオシステムの概要 

2.1 紙文書と ICT の融合 

近年，教育ビックデータ（LMSに蓄積された学習ロ

グや成績データなど）を分析・検証する学習分析の分

野が広まっている．LMSに蓄積された成績データの多

くは, デジタル機器を利用して入力されたものが多い.

さらに, モバイル型ノートパソコンやタブレット，電

子ペンに代表される手書き入力可能な端末が普及し始

めたことにより，LMSと連動したオンラインによる手

書き学習が注目され, 導入されている(1). しかし,教育

現場では, 紙とペンによる学習が根強くある. 紙とペ

ンで学習した紙文書をスキャンなどして PDF 化し, 

既存の LMS と連携するシステムの一つ, 富士ゼロッ

クス株式会社が提供する授業支援ボックス (2)がある. 

授業支援ボックスは複合機に専用の機会を設置し, 既

存の LMS と連携するものである. 本研究は, クラウ

ド上で紙文書を管理する eポートフォリオシステムの

構築を目指す点から考慮して, 同じ紙文書をスキャン

などして PDF化し, 既存の LMSと連携するシステム

の一つ, 株式会社システム工房エムが提供する飛ぶノ

ート出雲(3)を改良してクラウド上にシステムの構築を

目指した. 飛ぶノート出雲は , スキャナし紙文書を, 

飛ぶノート出雲に登録することで, 教員は, 飛ぶノー

ト出雲の機能を使って, 評価・採点・コメントを記入
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することもでき, さらに, 返却することができる．こ

れまでは, 飛ぶノート出雲も既存の LMS と連携して

きたが, 本研究では, 既存の LMSではなく, クラウド

上にシステムを構築し, e ポートフォリオの機能を充

実させた. 

2.2 システムの流れ 

本システムの流れを図 1に示す. まず初めに,学生が

専用の紙（マークシートなどが記載されて）に通常の

ペンや鉛筆で，レポートやテストや授業の内容などを

記載する. 記載された紙文書をスキャンして PDF 化

し, 飛ぶノート出雲にデータをして登録する. 登録さ

れたレポートなどを先生（教員）が採点し, 点数やレ

ポートなどにコメントを入力する. そして, 学生へレ

ポートを返却する機能を使って返却する. 学生は, ス

マートフォン, タブレットなどのデジタル機器でレポ

ートを閲覧, 印刷することができる. 学生は過去にさ

かのぼって自分のレポートを閲覧することができ, 学

習の成果を可視化することができ, 振り返り学習も可

能である.  

 

図 1 飛ぶノート泉を利用したシステムの概要 

2.3 本システムの問題点と改良点 

本システムは，専用の紙が必要である. クラウド上

で管理することでいつでも, どこでも学習履歴や学習

者の成績データなどを閲覧することができる反面, セ

キュリティの側面, 学習データのなどのデータの流出, 

漏洩の危惧がある. これまでの LMS の多くは, 自組

織内でシステムを構築しているケースが多く見受けら

れる. 本システムはクラウド上にデータを格納してい

るが, 学生データなどの個人情報は別サーバに構築し, 

連携して利用しているなどセキュリティに対する対策

を構築している. しかし, 未曾有のセキュリティ攻撃

などに対応したシステムの構築が今後の課題である . 

また, マークシートにより学習者を識別するシステム

のためマークシートの読み取りミスなどが発生する可

能性がある. 読み取りミスを最小限にするためにも , 

利用者への説明などの充実する必要がある. 教員側の

要望として, システムの改良点などを聞き取り調査し,

随時改良を重ねていく . 現時点においても ,スタンプ

や学生データの連携などさまざまな要望がある.  

3. おわりに 

本研究は, e ポートフォリオシステムを構築する仕

組みを構築した. eポートフォリオの可視化, 学生が直

接レポートなどをスキャンして PDF 化したものを提

出できる機能, スマートフォンなどで読み込んだ画像

を活用できる仕組みなどまだまだ, 改良が必要な機能

がある. しかし, 個人での利用や, 利用した意図機だ

け利用できる仕組みなどクラウドの利点を活かしたシ

ステムを構築することで, これまでの LMS との差別

化を目指している. また, クラウドを利用することに

よるデメリットを今後の課題として, 自組織以外での

データの格納に関するセキュリティに関する対応を継

続して実施していく. さらに, 蓄積されたデータの分

析なども変更して行っていく. 
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大学における学生の個人情報の消去と効果に関する一考察 

福永 栄一 

大阪成蹊短期大学 

A Study on the Effect of University Deleting Personal 

Information on Students 

Eiichi Fukunaga 

Osaka Seikei College 

概要 

 ICT が発展し，個人情報が日々大量に収集される社会で我々は生活している．大量の個人情報の分析

により，本人が知らない間に本人の趣味・趣向などが評価されている．個人情報の評価が間違っていな

いか，評価によって不利益をこうむらないかなど個人情報に対する不安やリスクが生じている．これら

大量の個人情報や評価された情報が漏えいした場合の本人への影響は大きい．この不安とリスク，影響

を低減させる最も効果的な方法は，個人情報の取得者が個人情報の利用後に個人情報を消去し，消去し

たことを公表することである．取得した個人情報の消去や消去結果の公表は，営利を目的とした企業で

は難しいが，大学であれば卒業生が再入学することはほとんどないので可能と考えられる．本論では，

企業と比較しながら大学で扱う学生の個人情報の消去，消去結果の公表について，可能性と効果につい

て検証・考察を行った． 

キーワード: 個人情報，漏えい，保存，消去，学籍情報

1. はじめに 

個人情報の保護に関する法律（以下，「法」と表記

する）が改正され，平成 29 年 5 月 30 日より全面施行

された．今回の改正は，個人情報及びプライバシーを

保護しつつ個人の行動・状態等に関するデータである

パーソナルデータ（注ⅰ）の利活用を推進する内容となっ

ている（１）．パーソナルデータの利活用はビッグデー

タの中でも利用価値が高いと期待されており，付加価

値を生み出す新事業・新サービス創出が推進されてい

る（２）． 

個人情報及びプライバシーの保護強化としては，本

人の人種，信条，社会的身分などに関する個人情報を

要配慮個人情報（注ⅱ）とし，法令に基づく場合などを除

いて，あらかじめ本人の同意を得ないで取得してはな

らないとされた．しかし，要配慮個人情報にあたらな

い氏名，住所，生年月日，性別などの基本 4 情報や購

入履歴や位置情報などの個人情報（以下，要配慮個人

情報以外のこれらの情報を「個人情報」と表記する）

は，個人情報の利用目的を公表していれば本人の同意

を得ずに取得することができる（注ⅲ）． 

個人情報の利活用が進み社会が発展し個人の利便

性が向上することは多くの人が望むことであろうが，

同時に個人情報を提供または取得されたことによる不

安や漏えい等のリスクも生じる．「特にビッグデータに

より，個人に関する情報が大量に集積・利用されるこ

とによって，プライバシー侵害に関する不安も大きく

なっている」（３）と指摘されている．また，「パーソナ

ルデータの利活用を促進させるためには，本人が意図

しない目的でパーソナルデータが利用されるなどの不

安を解消し，適切な取扱いによって消費者が安心して

データを提供できる環境を整備することが重要である」

（４）とされているように，個人情報は提供または取得
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されれば漏えいや本人の意図しない利用などに対する

不安とリスクが生じ，個人情報が消去されない限り一

生涯・子々孫々まで拭い去れない． 

この不安とリスクを低減させる最も効果的な方法

は，個人情報の取得者が個人情報の利用後に個人情報

を消去し，消去したことを公表することである．しか

し，企業では利益獲得のために時間と労力を費やして

取得した個人情報を消去するのは容易ではない．とこ

ろが大学の場合は，学生が卒業すればあえて個人にア

クセスする必要がないので，個人情報の消去が可能と

考えられる．そこで本論では，企業と比較しながら大

学で扱う学生の個人情報の消去，消去結果の公表につ

いて，可能性と効果について検証・考察を行う． 

先ず，個人情報に関する不安とリスクについて確認

する．続いて，これまで大学で個人情報がどのように

扱われてきたか先行研究や個人情報の取扱いについて

確認する．さらに，企業における個人情報の消去につ

いて検証し，企業と比較しながら大学における学生の

個人情報消去可能性を検証する．最後に，大学におけ

る学生の個人情報消去の効果について考察する． 

なお本論で対象とする個人情報は，大学生の出欠や

成績，就職活動履歴などの教育や育成に関する個人情

報を対象とし，法や条例などに従って適正に取得・利

用・保管し，法や条例などが認める範囲で廃棄・消去

することを前提としている． 

2. 個人情報に関する不安とリスク 

前述したとおり，個人情報は利用目的を公表してお

けば本人の同意を得ずに取得することができる．利用

目的の公表例としては，個人情報の保護に関する法律

についてのガイドライン（通則編）に「自社のホーム

ページのトップページから 1 回程度の操作で到達でき

る場所への掲載」（５）が示されている．この公表方法で

あれば，個人情報を取得される本人がインターネット

上のホームページを全て検索しなければ個人情報がど

のように利用されるかを確認することができない．個

人が全てのホームページを確認することが不可能なこ

とは明らかである．また，個人情報をいつ・どこで・

どのように取得するかを公表する義務はないので，本

人が気づかない間に個人情報を取得されている場合も

多い．IoT が普及すれば，気付かないうちに個人情報

が取得されるケースは益々増えていく（６）．法が個人

情報を保護すると定めても，個人情報を収集される本

人には，いつ，どこで，どのような方法で，どのよう

な利用目的で，どのような組織に個人情報を収集され

ているか分からないのである．このような状況は，本

人にとっては不気味であり，こうして収集された個人

情報の漏えいや本人の意図しない利用などプライバシ

ーに対する不安と実際に漏えい等が生じた場合の本人

へ大きな不利益をもたらすリスクが生じる．  

このように企業など様々な組織により大量の個人

情報がビッグデータとして分析，利活用される社会（７）

において，本人の不安とリスクを低減させる最も効果

的な方法は，個人情報の取得者が個人情報の利用後に

個人情報を消去し，消去したことを公表することであ

る． 

3. 大学での個人情報の扱い 

3.1 個人情報の利活用に関する先行研究 

学生の個人情報を扱った研究としては，伊藤らは

338 名の成績データ約 1 万件と出欠打刻データ約 24

万件をデータマイニングを用いて分析して，将来，留

年，退学する可能性の高い学生の傾向を示している（８）．

堀井は大学生 461名と 838名を対象とした 2つの質問

紙調査を実施・分析して，不登校傾向に影響を及ぼす

心理的要因を示している（９）． 

高岡らは修学支援の取組を整理したうえで，「学内

に散在する学生の修学状況に関する情報を 1 つのデー

タベースに集約して管理する」総合的学生支援システ

ムを提案している（１０）．大友らは学内の存在する様々

なシステムのデータ（大学入学前の情報や入試情報，

入学後の学籍情報や履修科目・成績情報，出席情報，

レポートなど学習活動情報など）を分析する退学者防

止に関する研究を紹介している（１１）． 

しかし，現代の大学には学生の個人情報である出欠

や成績，レポートなどを全学的に管理できるシステム

が一般的に導入利用されている．ここに大量の個人情

報が蓄積されているが，その管理や利活用は入試部や

学生部，教務部，各学部・学科等で個別管理されてお

り（１０），教員が個別に収集した学生の個人情報と合わ
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せて個別に学生指導等に利活用されているのが現状で

ある．そのため，高岡らのシステム（１０）や大友らの研

究（１１）が歓迎される． 

 しかし，これらのシステムや研究は個人情報の利活

用に関する内容であり，利用後の消去に関しては特に

言及していない． 

3.2 個人情報の保存 

 大学では学生の個人情報の利活用だけでなく，保存

も重要である．卒業証明書や成績証明書など卒業や履

修，成績を証明するための学籍に関する個人情報の保

存である．学校教育法施行規則第 28条（１２）などに従

い保存される個人情報（以下，「学籍に関する個人情報」

と表記する）である．卒業等の学籍に関する記録につ

いては，保存期間は二十年間と定められているが，実

際には無期限で保管されているのが実情であろう．卒

業 20年後に大学から成績証明書が取得できなくなる

のは考えられないことであり，大学としてもいつでも

証明できるよう保存しているはずである．一般的には

①紙ベースで保存する，②ＣＤやＤＶＤなどで書き込

み更新できない媒体に保存する，③ＵＳＢやハードデ

ィスクにパスワードロックや暗号化して保存したうえ

で，さらに強固な金庫に入れて保存する．もしくはネ

ットワークから切り離したコンピュータに保存して，

コンピュータ室への出入りを管理して，情報を扱う場

合は厳格な手続きに従って，決められた担当者のみで

取り扱うなどである． 

 本論で検証するのはこれらの個人情報ではなく，前

述した教員や職員が日ごろ入力して管理している個人

情報である．先行研究で扱われた個人情報である．こ

れら個人情報の利活用は議論され推進されるが，これ

ら個人情報がいつ消去されるかが明確になっていない．

しかし，学生が卒業して学校教育法施行規則第 28条（１

２）などに従って学籍に関する個人情報を保存すれば，

それ以外で個人を特定した個人情報は必要無いはずで

ある．企業と違い，再度卒業生が大学に入学してくる

可能性はほぼゼロであり，卒業生に入学を促す広報や

営業活動を行う必要が無いからである．卒業後の個人

情報は個人を特定できない統計情報などの形に加工し

て保存・利活用すれば，個人が特定できる個人情報は

消去できるはずである． 

4. 企業における個人情報の消去 

 企業では個人情報を積極的に顧客サービスや広報，

マーケティング分析，新製品開発などで利活用してい

る．今回の法改正も利活用推進が意識されていること

もあり，今後も利活用が推進されるであろうことが予

想される．従って，ここでは個人情報の消去に関する

考え方を確認する． 

4.1 法第 19 条に従った消去 

法第 19 条に「利用する必要がなくなったときは，

当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければ

ならない」（１３）という内容が追加された．筆者も大阪

成蹊短期大学紀要（2018 年 3 月 20 日付発刊予定）で

消去のための方法を提案したが，それが直ぐに大部分

の企業に受け入れられ，法第 19 条の消去の内容追加

だけで個人情報の消去が飛躍的に進むとは考えにくい．

その理由は，個人情報を「利用する必要がなくなった」

と判断することが難しいからである．企業は個人情報

を本人が将来何を買うかを予想して提案・販売につな

げるために利活用するからである．そのため，企業の

個人情報の利用目的にマーケティング分析や新製品開

発などが含まれることが多い．  

以前に流行った商品が再度注目されること即ち，流

行が繰り返される（１４）ことは我々が経験済みである．

商品を販売する企業とすれば，再注目された商品を以

前に購入した個人を特定して提案したいと考えるであ

ろう．また，以前の流行時の状況を詳しく分析して販

売につなげたいと考えるのは当然である．現在の小学

生が 50 年後に子供のころを懐かしく思い，子供のこ

ろに買った食べ物やおもちゃをもう一度買いたいと考

えるかもしれない．50 年後に提案するためには，本人

が 50 年間その食べ物やおもちゃを買わなくても購買

履歴情報を消去することができない． 

4.2 消去のリスク 

 データ消去には，必要なデータや法律で保存を定め

られているもしくは義務付けられているデータを間違

って消去するリスクがある．消去する条件が複雑な場

合や勘違い，ミス，プログラムバグなどにより本来消

去すべきではないデータを消去する可能性がある．そ

れによる損害がどの程度か計り知れない．また，消去

－87－



時には不要であったデータでも，将来社会情勢の変化

などによって必要になる，もしくは残しておいた方が

良かったと後悔することも否定できない．消去しなけ

ればこれらのリスクを回避することができる． 

4.3 明確な消去規定 

法律や規定などは保存期間を定めていても，消去や

廃棄などの時期を明確にしていない．保存が定められ

た法律や規定はあるが，消去しなければならないとい

う個人情報に関する法律や規定が確認できない．保存

を考える場合，間違って保存期間内に消去しないよう

に保存期間以上に保存する考え方や規定などは正当化

されるが，保存期間直後に消去する考え方や規定は否

定されがちである． 

 

これらを総合的に考えれば，早急に企業において個

人情報が消去されるもしくは消去のための明確な規定

や基準が想定されるとは考えにくい．その結果，いつ

までも消去されないことが予想される． 

5. 大学における学生の個人情報消去可能性 

ここでは企業と比較しながら大学での個人情報の

消去可能性について検証する． 

5.1 法第 19 条に従った消去 

大学では卒業を基準に個人情報を消去できる．学生

の卒業後は学籍に関する個人情報を保存すれば，分析

等で個人情報を使用する必要がなくなるからである．

企業の場合は前述したとおり「利用する必要がなくな

った」と判断することが難しいが，大学は卒業後に本

人にアクセスすることがほとんど無いので，学生が卒

業すれば個人を特定する必要がなく，学生の卒業を基

準に「利用する必要がなくなった」と判断できる． 

新たに入学してくる学生の傾向を知るために既卒

者の過去の状況を分析するのであれば，個人を特定で

きない統計情報などの形にして加工・保存すればよい． 

5.2 消去のリスク 

大学ではこれまで長い年月学校教育法施行規則第

28条（１２）などに従い学籍に関する個人情報を保存・

保管してきた実績がある．従って，保存して金庫等に

保管した後に保存・保管した個人情報の元データを消

去すれば消去のリスクは回避される． 

5.3 明確な消去規定 

学籍に関する個人情報を保存・保管した規定に準じ

て学生の個人情報の消去規定を設定すれば，確実に保

存・保管した個人情報を消去する規定を設定できる．

これまで保存してきた手順や保存規程に従って責任部

署が保存作業を行い，確実に保管したら，保存・保管

した元の個人情報を個人が特定できない統計情報など

の形で加工・保存して，元となった個人情報を消去す

ることを確実かつ明確に規定できる． 

 

このように大学においては，企業において個人情報

の消去が難しいとされた考え方に影響されない．開学

以来長い年月学籍に関する個人情報を保存してきた実

績もある．これらを考え合わせれば，大学においては

卒業生の個人情報を消去することが可能と考えられる． 

 

6. 大学における学生の個人情報消去の効果 

6.1 本人の不安とリスクが解消される 

大学であれば 4 年間，短期大学であれば 2 年間で大

部分の学生が卒業するので，卒業を基準に学生の個人

情報を消去することができる．企業では消去が難しい

個人情報を 4 年もしくは 2 年という短期間で消去でき

るので，個人情報保護方針などに「卒業後速やかに個

人情報を消去する」と明記し，消去したら消去した日

付や対象とした個人情報などを公表できる．これらが

公表されれば，個人情報を取得された本人の不安が解

消され，本人のリスクも解消される． 

6.2 個人情報消去の先例となる 

改正法第 19 条に追加された「利用する必要がなく

なったときは，当該個人データを遅滞なく消去するよ

う努めなければならない」（１３）に沿った個人情報の消

去の先例となる．企業や他の分野に対して個人情報を

消去すること，消去を公表することの先例となり，こ

れらを促進できる．それにより個人情報漏えいや本人

の意図しない利用などに対する，社会全体のリスク低

減に貢献できる． 
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6.3 大学自体の個人情報漏えいリスクを低減できる 

個人情報の漏えいは，大学にとっても大きいリスク

である．大学が学生の個人情報を漏えいさせれば，大

学に対する信用や信頼が低下するなど影響は大きい．

個人情報を保存すれば，保存期間に比例して個人情報

の漏えいリスクは長期化し増大する．従って，大学に

とっても学生の個人情報を学生の卒業を基準に消去す

ることは，漏えいリスクを低減させる効果がある．大

学自体の個人情報漏えいに関するリスクを短期間かつ

確実に低減させることができる． 

 

7. おわりに 

本論では，企業と比較しながら大学での個人情報の

消去可能性について検証して消去の効果を示すことが

できた．個人情報は利活用と漏えい等のリスク，漏え

い対策等のセキュリティが注目されるが，いずれも個

人情報を収集して保存することが前提となっている．

収集，利活用した個人情報の消去に注目されることが

ほとんどない．しかし，消去することが最も確実にリ

スクを解消することは誰にも容易に理解できることで

ある．法が改正され個人情報の消去に言及したことを

受け，個人情報の消去と消去結果の公表が求められる．

個人情報が大量に収集・利活用される現代社会におい

て，企業では容易ではない個人情報の消去と消去結果

の公表を大学が実践して先例となるべきである． 

注  

(i) 世界最先端 IT 国家創造宣言について（２）の中で「個

人の行動・状態等に関するデータ」と示されており，

本論でもこの定義に従う． 

(ii) 要配慮個人情報は，法第 17 条 2 項（１３）で「個人情報

取扱事業者は，次に掲げる場合を除くほか，あらかじ

め本人の同意を得ないで，要配慮個人情報を取得して

はならない」とされており，法令に基づく場合や人の

生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合な

どを除いては，本人の同意を得ないで取得できない． 

(iii) 直接書面等による取得の場合であれば個人情報の利用

目的を明示しなければならない（１３）． 
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体育実技の技能向上を狙う学習支援教材 

－暗黙知の学習支援－ 

神谷 勇毅*1，髙井 和男*1 

*1 鈴鹿大学短期大学部 

Proposal of Learning Support Contents Aiming at Skill 

Improvement of Physical Training. 

－Learning Support for Acquiring Tacit Knowledge.－ 

Yuki Kamiya*1，Kazuo Takai*1 

*1 Suzuka Junior College 

今日の学習機関において LMS（Learning Management System）は，受講者と教材の管理，学習進捗

の管理，配信される教材を通した知識研鑽，授業の予復習を含んだ知識補完，あるいは資格試験合格に

向けた学習支援などを目的に運用され，学習効果を上げている．LMS で用意されている教材は，その多

くが“形式知”の学習支援を行うものである．一方で，体育実技などに見られる“暗黙知”の学習支援

教材として用意されるものの殆どが動画に頼る傾向にあると考える．同時に，学習者である学生らの多

くが，ダンスなどの実技技能を自己学習する際において動画視聴を教材の第一選択とする．また，動画

に続く第二，第三の選択肢がなかなか無い実情もある．動画も重要な教材の 1 つであると評価する一方

で，技能が発展途上である学習者に対し，動画視聴のみでの学習でどれほど正確な技能が学習できるか，

について疑問が残る．本稿は，保育者養成校において体育実技（ダンス）の技能向上を狙いとした，動

画以外の学習支援教材の提案を行う． 

キーワード: LMS，学習支援，暗黙知，体育実技 

1. はじめに 

筆者らの勤務する保育者養成校において，教科書か

ら獲得する知識と並行して，体育など実技技能の獲得

は必須である．幼児教育の現場において重要とされる，

“音・図・体（音楽・図工・体育）”の能力，技能は，

主として暗黙知であるものも多数見られる．それら知

識，技能は，保育者として身に付けておくべき必須技

能である．とりわけ，体育技能は，ダンス，運動あそ

びなど保育者として不可欠とも言える技術の１つであ

る．次代保育者である学生らも，それら技能の必要性

を日々の授業の中で感じ取ると共に，現場を知る機会

である実習経験を経て，その重要性を認識する．学習

過程において，授業だけで暗黙知である知識，技能の

獲得は不十分であることを自覚し，個々の技能を更に

伸ばすため，空き時間を活用して自己学習を重ねるな

ど，日々努力を重ねている．近年においては，幼児教

育における体育の重要性がより強く言われている１）．

保育者を志す学生らも，授業を通して体育に関する知

識，技能についての学習を積むと共に，その重要性を

より強く認識させるための学習支援体制を保育者養成

校としても整えていく必要があると考える． 

自己学習の機会を支える手段の１つである LMS

（Learning Management System）において，現在運

用されているLMS上に用意されている教材を見ると，

形式知の学習支援教材が多数発信されている．LMS

JSiSE Research Report 
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の運用によって，学習成果が高められる点については

十分評価すると共に，その教育効果については理解を

示す．一方で，ダンスなどの実技に関わる学習支援教

材を見ると，動画教材がその大多数を占めており，暗

黙知の学習支援の教材は動画一辺倒とも言える．動画

教材も立派な教材であり，ダンス動作の学習など，自

己学習を行う際の重要な手助けとなっていることに異

論は無い．一方で，動画視聴のみの学習を通して，ど

れほどの正確な技能が身に付くかということにおいて

は不確定な要素も多く，不安が残る．筆者らは，この

暗黙知の学習支援教材の現状を鑑み，ダンス技能の学

習支援を目的とした動画以外の教材提案と活用を探る． 

2. 高等教育における体育 

大学で開講される体育は，平成 3（1991）年までは

4 単位が，短期大学においては 2 単位が必修とされて

いた．しかし同年 7 月の大学設置基準改正でカリキュ

ラム編成が自由となり，体育を選択制にする大学が増

加した．社団法人大学体育連合の調査によると，平成

10（1998）年度には体育（実技）を必修としている大

学・短大の割合は 45.8％まで低下した．ところが，平

成 17（2005）年度にはこの割合が 71.1％ にまで上昇

した．この背景には，大学体育が教養教育という範疇

を超えた付加価値を有していることが見直されたため

であると考える．これに至った理由として，学生間で

のコミュニケーション能力が低下し，大学で友人を作

ることが出来ない，孤立したまま学生生活を送るなど，

人間関係に悩みを抱える学生の増加という問題が挙げ

られる．それらの問題に対し，大学体育のもともとの

使命であった体力の維持・向上，健康的習慣の獲得と

いった身体面での健康づくりはもちろんのこと，「心の

健康づくり」としての大学体育の効用に対しての再認

識，再評価がなされたことなどが影響していると考え

られる２）．現在における大学体育の位置付けは，小・

中・高等学校までに学習してきた体育の総括であり，

将来に渡る生涯体育の入口として捉える必要がある．

昨今重要事項として言われる「健康寿命」の観点で見

た場合でも，生涯にわたる健康を維持することを目的

とした運動，スポーツの重要性を認識し，実践する能

力と態度を養う機会にも繋がる． 

当然，幼児教育においても体育は，「運動技能の習

得」「動ける身体づくり」という意味では，「運動遊び」

と呼ばれる「主にからだ全体を使ったり，手足の操作

や協応を必要とする遊び」といった，身体を動かす遊

びをたくさん保育に取り入れることが望まれ，保育者

として，その保育技術を習得すると共に，その重要性

を認識する必要がある３）．同時に，保育者養成校にお

いて開講される体育も，ただ純粋に青年期の体育のみ

を取り扱うのでは無く，将来，幼児教育の指導者とし

ての技能を伸ばす教育が重要な課題であると考える． 

以上のような背景を基とし，大学体育は，単なる基

礎教養科目という枠組みを外れ，心身の健康をはじめ

として，将来教員となる時に必要となる要素が多々含

まれている．指導者を養成する高等教育機関において

も，学修過程で開講される「体育」の担う役割は非常

に重要である．合わせて，将来指導者となる学生らに

おいては，着実かつ正確な技能を身に付けるための教

育が必要である．  

3. 暗黙知学習支援教材の重要性 

現状の LSM において，その運用目的は，自己の知

識研鑽，授業の予習復習を含む知識補完，あるいは資

格試験合格に向けた学習支援，学習状況の管理など多

岐に渡り，教材も様々整備されている．本研究の目指

す体育実技（ダンス技能）の学習支援教材という点に

おいては，その多くが動画配信という形で行われてい

る．体育実技など，実技系技能の多くは暗黙知とされ

るものが多く，学習には多大な努力を要する．暗黙知

は，一般的に「経験や勘に基づく知識であり，言葉な

どでの表現が難しいもの」とされる４）．学生らもその

知識獲得が容易では無いことをこれまでの経験から感

じ取り，空き時間などを惜しんで自己学習に励む姿を

多々目にする．指導者不在となる自己学習の場におい

て行うダンス実技の自己学習において，多くの学生が，

Youtube などの動画視聴を通した学習スタイルを取る． 

自己学習時に動画を活用するという手段は，今日の

教育現場において，よく目にする光景である．学習者

である学生らも，自身の持つスマートフォンに動画視

聴アプリをインストールし，いつでもどこでも手軽に

動画視聴が出来る環境が手元にある．その状況下にあ
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るからこそ，ダンス技能の自己学習においては，安易

に動画視聴に頼る学生が非常に多い．また，検索する

だけで，考えられる欲しい教材が動画配信されており，

配信コンテンツの数は日に日に増えている．動画視聴

を通した自己学習も，１つの学習の在り方であり，動

画も学習効果を高める教材であると評価すると共に，

動画を活用した学習について否定は無い．しかし，「暗

黙知」という掴みどころの難しい技能の学習において，

動画視聴のみでの学習には不安が残る．技能が発展途

上である学習者においては，動画視聴のみに頼る自己

学習で正しい技能を学習出来ているか，正しい動きを

学習出来ているか，という判断を自ら下す必要がある

ため，「正確な技能獲得」という面で確かな学習効果を

見たときに疑問が拭いきれない．反面，現状で体育実

技の自己学習教材において，動画以外の教材となると，

その思いつく選択肢はなかなか無い．現在において，

ダンスなど体育実技の学習支援教材としては，動画が

ほぼ唯一の教材ともなっているのである．筆者らは，

より着実な実技技能の獲得支援として，動画教材と並

行して活用し学習効果を高める新たな暗黙知の学習支

援教材開発に挑戦した． 

4. 体育実技（ダンス）の学習支援教材 

ダンスにおいて重要なことは，音楽に合わせて動作

を行うという，リズム取りと動作の 2 つを満たす必要

がある．一方で，学習者のタイプは概ね 

① リズム取りも動作も両方の学習が必要 

② リズムは取れないが，動作は出来る 

③ リズムは取れるが動作の学習が必要 

の 3 つに分かれる．この中で，学習者である学生らの

これまでのダンス技能の自己学習において動画を使う

目的は，動作の学習を行うという点であるため，本研

究で開発する教材も「③リズムは取れるが動作の学習

が必要」の支援を行うことを第一とした．また，実技

系技能の学習支援教材は，手取り足取りでは無く，学

習者自身での反復と試行錯誤，気付きを通しての技能

獲得が重要であると考える．筆者らはこの考えを第一

として，ダンス実技の学習支援教材開発に取り組んだ． 

 機材として，図１に示すように Microsoft 社が開発，

発売する Kinect v2 を採用した．Kinect をはじめ

様々あるモーションキャプチャーセンサーの中で，比

較的安価に調達が可能であり，学習者の体にセンサー

を付ける必要が無い点に着目し選定した．選定した機

材である Kinect v2 は，Xbox One 用のセンサーである

ため，Windows 上で使用するために Windows 用 Kinect

アダプターと合わせて使用する（図 2 参照）．教材開発

環境には，Kinect SDK および Visual Studio Express

を用いる．学習者の動きを捉え，模範演技と比較し動

作の間違っている部分を指摘する．間違いの指摘に関

しては，先にも示したように，学習者の試行錯誤，気

付きを促すため，指摘箇所に円を描く形とした（図 3

参照）．この教材画面についても，図 3 に示したものは

現状の試作段階のものであり，今後学習効果を高める

ユーザインタフェースの検討は必要である． 

使用にあたっては，Kinect と接続し，教材を映し出

しコントロールするパソコンが必要である．当初はノ

図 1 Kinect v2 センサー 

図 2 Windows 用 Kinect アダプター 

図 3 開発教材例 
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ートパソコンを使用していたが，持ち運び，機材重量

などの不満が学習者より出されたため，タブレットパ

ソコンで使用することとした（図４参照）．しかし，使

用するタブレットパソコンのスペックの問題であると

推測するが，使用中に動作が不安定になるなどの症状

が認められるため，早急な改善が必要である． 

5. まとめ 

本研究では，幼児教育において重要視される体育実

技（ダンス技能）の学習支援システムにおける動画以

外の教材の在り方を模索し，動画と並行して活用する

暗黙知の教材提案を行った．ダンスなど体育実技は，

その多くが「暗黙知」とされるものであり，教科書を

使った学習とは違う手段で学習を進める必要がある．

また，反復と成功体験を通して知識，技能獲得に繋げ

るが，自己学習時に「成功した（正しい動作が出来た）」

と自信で判断することが困難であり，その成功体験を

支援する教材が必要であると考え，本研究に着手した． 

本研究で取り扱った教材は，実験段階では目標とし

たダンス実技の学習支援教材であったが，使用用途と

して，正確さが求められる人工呼吸手技の学習支援な

ど，他分野への転用とその教育効果が期待出来ると考

える．使用機材は，動作キャプチャーセンサーとして

比較的安価に入手が可能であり，学習者の体にセンサ

ーを取り付ける必要の無い Kinect v2 を用いた．しか

し，Kinect の開発元である Microsoft 社は，Kinect

の生産終了をアナウンスした．未だ入手は可能である

が，将来的に他の手段を検討する必要があるため，代

替手段を今後検討する必要がある．また，Kinect も機

材の大きさとしては決して小さいものでは無い．現状，

学生らの活用するスマートフォンのサイズと比較した

場合，圧倒的にスマートフォンが有意であり，積極的

に活用しようとする学習者は少数であった．利用した

学生らへのインタビューでは 

① 持ち運びが大変 

② セッティングが大変（面倒である） 

③ 使用には電源が必要である（屋外での使用に制限

がある） 

④ スマートフォンの方が慣れている 

という声が多く聞かれた．特に④スマートフォンの方

が慣れている，という話は，これまでスマートフォン

での動画視聴で学習を繰り返してきた学生ならではの

意見であろう．今後，本研究で提案する教材を学習者

である学生らが積極的に活用しようと思わせるために

は，サイズやセッティングの手間などに打ち勝ち，目

に見える，実感できる形での学習効果へと繋げていく

必要があると考える．そのためには継続した実験，教

材改良が不可欠である． 

以上のように，目指した教材には，未だ改善の余地，

課題が山積している．しかし，実技の学習は動画での

学習手段を第一選択として採る現状があり，どの学習

者も自己学習の際に苦労を重ねる．高等教育において

も，形式知と並行して暗黙知の習得は分野を問わず不

可欠なものであり，暗黙知とされる技能の教材の多く

が動画視聴に頼る現状に動画以外の選択肢を投げかけ

た事は意義があったと自負している．  
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